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は じ め に

港北ニュータウンは､昭和44年の事業着手以来約 15年を経て､昭和 58年度から民有地の

第 1次供用開始,集合住宅の第 1期入居が行われている｡ここに致って､これまで様々に調査 ･

検討されてきた "まちづくり-一計画が具体的に動 き始めるとともに､社会状況や市民生活の変

容に即 した､よ り詳細計画の検討 もまた求められてきている｡特に､住宅の需要と供給/てラン

スからみた港北地区の役割と､住要求の変化に対応 した供給形態のあり方を求めることは､今後

の供給施策 を定める上に重要な課題であり.また港北地区の特徴となっている.小規模に分散す

る宅地分譲対象の公団取得地をどのように計画的に活用するかが､ニュータウソ活性化のための

問題であり､その具体的な検討を迫 られている｡

今 日の住宅事情は､昭和40年代末の ドル ･ショック,オイル･ショックを初めとした経済状

況の低迷を反映 した停滞期を､一見抜け出たかのようにみえるが､一応の量的充足感による質的

要求が強まるなどの性格的変貌を遂げつつあるOその意味では､ある程度の質を備えた住宅は､

未だに不足 しているとみるべきなのであるが､特に首都圏においては､市街化地域の拡大と郊外

進攻を伴いつつ､その傾向を強めてきていると言ってよい｡

このような状況の下で.港北地区は､位置的にも量的にも､また時期的にも.首都圏における

様々な住宅事情を受けとめる最先端にあると言えようoここでは､それをふまえて､港北地区お

よびその周辺の住宅 ･宅地需要の動向を予測するとともに､港北地区公団取得地の供給形態とそ

の供給方策を検討するものである｡

調査研究の方法は､図に示したフローチャートに従って行うが､基本的には次の 5つの大きな

柱で作業を進めることとする｡第 1は港北地区およびその周辺圏域の地域特性と都市化の動向を

把握することによって､住宅 ･宅地需要の量的予測を試みるものである｡第 2は.首都圏を中心

とした公的機関 ･民間デベロッパーの開発事例を収集することで､港北地区およびその周辺圏域

の開発 ･住宅宅地供給の実態をより詳細に把 えることと､フィジカルな供給形態およびソフト面

を主体とした供給方策を整理 し､参考資料 とするものである｡第 3は､港北地区内の宅地分譲対

象 となる公団取得地を整理 ･分頬することで､供給形態 ･方策検討の基礎資料となるものである｡

第 4は､供給方策の検討で､主としてソフト面の供給方式を長期的 ･短期的供給戦略の中で考察

し､港北地区の状況に即 した提言を行うものである｡第5は､住宅 ･宅地供給形態の検討で､各

種の参考事例を基に､港北地区内の宅地分譲用地のいくつかを使って､具体的 ,即地的に供給メ

ニューのモデルを提示するものである｡
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以上の5つの柱は､言うまでもなく供給戦略上は相互に深 く関連する事柄であるが､ここでは

基礎的な調査研究 として住宅 ･宅地供給に関る諸要素を全体的に概括することを目的 としている｡

従って､個々のより詳細な､具体的な検討､および相互関連によって生 じる様々な課題に対する

検討は､今後の調査研究を待ちたい｡本報告書が､そのための有益な資料 となれば幸いである｡

昭和 59年2月 桝 目白都市 ･建築研究所

池 田 亮二

岡 利 実

大 場 光博

西 沢 浩 一

小林 芳 明
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第1章

港北地区の住宅 ･宅地需要動向





l~■■~一.

ユ

1-1 住宅 ･宅地需要予測の方法

港北地区の住宅 ･宅地需要の予測は､図 1- 1に示す7p-チャー トに沿って行うが.

その方法は､基本的には次の4つの柱によって行 うものとする｡ ここではまず､住宅 ･宅

地需要を大きく ｢潜在需要｣と ｢顕在需要｣ に分け､ ｢潜在需要｣については､①対象圏

域の世鱒増に伴う需要畠と､②在住世帯の住みかえ需要量の合計で算定 し､これを受けて

推計する ｢顕在需妥｣は､③増加住宅数推計と､④所得と価格による住宅取得数推計の比

較検討によって求める｡

①世帯増に伴 う需要量予測では､対象幽域の人口動態,地域構造を把握 し､世帯数の動

態と将来増加数を予測するもので､算出された増加世帯数が必要住宅数の潜在量とみるも

のである｡ここでは､さらに､世帯数 と住宅数の関係の中で､需要量を住宅所有関係別 ,

建て万別に整理する｡

②在住世帯の住みかえ需要量は､建て替えや移住による買い替え,新築によって生ずる

住宅数推計で､転入や世帯分雌等によって発生するものとは異る潜在需要量である｡これ

は､住宅所有関係別に得 られる住みかえ発生率によって算定 し,① と同様に､住宅所有関

係別.建て万別に整理するO

① ,②で算出された需要量を､住宅所有関係別,建て万別にそれぞれ合計 したものが､

対象圏域の総住宅潜在需要韮となる｡

(診増加住宅数推計は､住宅数の増加実態か ら推計される顕在化畳で､これをさらに､実

意的な公団住宅占有率から対象圏域の公団住宅需要量を予測するものである｡

④所有と価格による住宅取得数推計は､潜在需要量を収入段階別に分煩 し､首都圏の住

宅 ･宅地販売と購入の事例等によって得られる住宅取得能力によって､実際に取得される

住宅数を算定するものである｡ここで算出された住宅数は,総住宅顕在需要量 となるが､

さらに､供給主体別需要量の予測を行うことによって､対象幽域の公団住宅需要量を推計

する｡

③ ,④で得られた公団住宅需要量を､昭和 30年代以降大規模な開発が行われている東

急多摩田園都市の開発実於と将来計画等によって検証するとともに､対象圏域内の公団を

含めた公的開発計画との調整を図 りつつ港北地区の公団住宅需要量を算出する｡

なおこの場合､公団が今後とも中 ･高層住宅を中心に供給を行うか､タウン-ウス ･戸

建住宅の供給巾を広げるか､あるいは､供給価格等の供給条件をどのように設定するか､

などの基本施策によって集るシェアをもつことになろう｡
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図1-1 住宅 ･宅地需要予測フローチャー ト
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1-2 対象圏域 の設定

港北地区の住宅 ･宅地需要予測を行うための対象圏域を設定する｡これは､港北地区だ

けを対象とした場合に､住宅需要および供給の実績が得られないため､また港北地区開発

による影響圏がかなり広範囲に及ぶと予想されるためである.

従って､対象圏域は､詳細な統計データを得易い区 レベルで切ること､直接的な影響が

及ぼされる交通網,すなわち､東急田園都市線 ･同東横線 ･国鉄南武線 ･同横浜線の4鉄

道路線が含まれる地域 とし､横浜市港北区 ,緑区 ,川崎市中原区 ,高津区 ,宮前区の5区

に設定する｡ (ただ し.川崎市高津区と宮前区は､昭和 57年7月に分区されたもので､

それ以前は高津区として統合されている｡ )

図 1- 2 対 象 圏 域 図



1-3 対象圏域の人 口

(1)人 口推移

対象圏域の人口は､昭和48年の871,857人から､昭和58年の1,069,914人へ､この10

年間で約20万人の増加をみせているが､これは昭和 48年人口に対して227 %,年平均

21%の増加率に相当する｡その内訳は､自然増が約 70%,社会増が約 30%となってお

り､近年の傾向では､自然増の方により傾きつつある｡つまり､対象圏域においては､全国

平均や首都圏平均に比べて､より高い人口増加率を維持しているものの社会増は次第に減少

しつつあるということである｡これは､昭和 40年代に急増した転入超過が昭和 50年代に

入って､社会的 ･経済的低迷を背景として大きく変化し､対象圏域の都市構造の動向が転換

期に入ったことを示していると言えよう｡

対象圏域内の地域別人口推移では､横浜市内(港北区 ･緑区 )が年平均 3%と､川崎市内

(中原区 ･高津区 ･宮前区 )の年平均 1%に比べて大きな増加率を示しているのであるが､

より詳細にみれば､緑区と高津区 ･宮前区が合計で年平均 37%､中原区が同一1.0%､港

北区が同11%となっており､人口停滞期にある東境線沿線地域と､著しい人口増加期にあ

る田園都市沿線地域の大きな2つの地域に分けてみることができる.特に､中原区は職和40

図113 対象圏域の人口推移 (質料編 衰 1- 1参照 )

(万人)10050 (万世司5025線区中憤区

対象国F,-ゝ人月 ///// ■一一一一一~

,云 圏

-

港北区i.A.nil∩･宮前区人口

繰rq.人口 州 区]∩
48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58(辛)

横浜市 ･川崎市住民基本台帳､神奈川牌地域統計指標､国勢調査
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年代後半から大巾な社会減になっており､ トータル人口も昭和 50年以降-足した減少傾向

に入っている｡また､港北区でも､ トータル人口では依然増加しているというものの､昭和

50年以降は社会減に転じている｡

対象圏域の世帯数推移は､増加傾向に関しては人口推移とほぼ同様なのであるが､ 10年

間の増加率が 489 % (年平均 41% )にも達していることは､単身世帯の増加,核家族化

の進行をうかがわせる｡この傾向は､特に､市街化が進んでいる中原区 ･港北区に強く表わ

れており､線区 ･高津区では核家族による新興住宅地化が進展していることを示していると

考えられる｡

蓑1-1 対象圏域の人口動態

各年1年間の人口増減

昭 和 .午 48 50 53 55 56

港 北 区 社 会 増 1,068 ∠ゝ 879 ∠ゝ 1,385 △ 485 ∠ゝ 350自 然 増 5,114 4,106 3,383 3,061 2,945

増 加 数 6.182 3227 1,998 2,576 2595

録 区 社 会 増 ll,451 6,417 7,914 5.516 7,564自 然 増 4,858 4,134 3,814 3.901 3,907

増 加 数 16.309 10,551 ll,728 9,417 ll,471

中 原 区 社 会 増 ∠ゝ 3,452 △ 5,384 △ 5,145 ∠ゝ 4,694 ∠ゝ 4,318自 然 増 4,083 3,670 2,816 2,365 2.133

増 加 数 631 ∠ゝ 1.714 ∠ゝ 2,329 ∠ゝ 2,329 ∠ゝ 2ユ85

高 津 区 社 会 増 10,229 2.231 4,402 999 1,855自 然 増 5.058 5,020 4.167 3,969 3,692

増 加 数 15,287 7251 8,569 4,968 5,547

合 計 社 会 増 19296 2385 5,786 1,336 4,751自 然 増 19,113 16,930 14,180 13,296 12ー677

増 加 数 38,409 19,315 19,966 14,632 17,428

横浜市･川崎市統計告

なお､図1- 3に示した世帯数推移で､昭和 55-56年間の間に大きな変化がみられるの

は､それまでの市町村統計では普通世帯数のみを集計対象としていたものを､昭和 55年を

契機に国勢調査の集計方式に変えたために生じたものである｡

堤)人 口構 成
対象圏域の年令別人口構成の変化は､図1- 4に示した昭和 50･55年の人口ヒス トグラ

ムの変化に表わされるoこれによれば､昭和 50年において25-39才および 10才以下の

年令層が特化した構成から､昭和 55年の 10-24才, 40才以上が若干膨んだ構成-と変

わってきていることが読みとれる｡つまり､新興住宅地の構造を示すニュータウン型(ある

いは団地型 )から都市熟成型-移行しつつあることを示していると云える｡この傾向は､特

に線区 ･高津区において著しく､港北区 ･中原区は､既に職和 40年代から都市熟成型にな

っているO従って､東横線沿線地域に市街化進行度合が強く､田園都市沿線地域に新規開発
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｢

地域が多くあったことを示していると云える｡今後は､より都市熟成度の高い横浜市 ･川崎

市の人口構成 (資料編図1- 1参照 )に近づいていくものと予想される｡

図1-4 対象圏域の年令別人Rf*成 (賢科ギ 図 11 1参照 )

(3) 転出入人口

対象地区の社会増による人口動態は､図1-5に示した地域別の転出入人口(昭和 55年 )

によって概そみることができるOこれによれば､対象圏域の1年間の転出入は､転入87,598

人,転出76,119人で､ ll,479人の転入超過となっている｡転入超過の主な地域は､神奈

川県 ･東京都以外の県が最も多く9.799人であるが､近隣の地域では､東京都区部が 8,710

人と圧倒的に多くなっている｡その他は､川崎市他区の1,598人を除いてほとんどが転出超

過である｡転出超過の最大の地域は､槙浜市 ･川崎市以外の県内市町村で､5.456人となっ

ている.これを対象圏域内の区別にみると､禄区と高津区がそれぞれ5,432人,4.706人の

大巾な転入超過であり､中原区は逆に162人の転出超過となっている｡

以上から､東京近郊に位置する対象圏域は､既成市街地から郊外開発地への人口移動の中

間的な地域になっていると言え､中原区 ･港北区の東横線沿線地域の転出傾向と､緑区 ･高

津区の田園都市線沿線地域の転入傾向が､今後しばらくは持続するものと考えられるO
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図1-5 対象圏域の転出入人口≪昭和55年》

(4) 流出入人口

対象圏域の通勤 ･通学者による流出入人口は､図1-6-9に示すようになっている｡ こ

れによれば､昭和 50年における通勤 ･通学者数は､456,651人で､このうち対象圏域内

通勤 ･通学数は186,358人 (40.8 %)圏域外への流出数は､270,293人 (59.2 %)

であり､昭和 55年においては､総数が509,307人で､圏域内通勤 ･通学数が205,016

人 (403 % )､圏域外流出数が304,291人 (597% )となっている｡これに対して､対

象圏域外からの通勤 ･通学による流入者数は､昭和 50年で119,431人､昭和 55年で､

145,455人となっており､流出超過数は､昭和 50年 150,862人､昭和55年158,836

人となる｡この流出超過状況は5年間にほとんど変化がみられず､東京都心近郊の典型的な

後背住宅地域になっていると云うことができよう｡

流出超過の地域は､東京都区部が最大で､全体の 90%以上を占めており､次いで川崎市

横浜市が 10%未満となっている｡また､流入超過の地域は､横浜市 ･川崎市を除く県内市

町が最大となっているが､東京都市部及び郡部もひき続き転入超過傾向を保っている｡対象圏

域は､東京都心だけでなく横浜市中心 ･川崎市中心部にも比較的近い位置にあるのであるが､

流出入人口でみる限り､東京都心への指向性が非常に強い地域であると言うことができよう｡

圏域内の区別には､学校や就業機会の少い緑区 ･高津区での流出超過が大きく､両区で総流

出超過数の約 7割に達している｡
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図1-7 流 入人 口 く昭和50年)
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図1-9 流入人 口(昭和55年)



(6)首都圏人口と対象圏域人口

東京都を中心とした首都圏人口(東京都 ･神奈川県 ･埼玉県 ･千葉県 ･茨城県 ･群馬県 ･

栃木県 )は､昭和 40年以降昭和 55年まで年平均 1.93 %の増加率で増加してきているが､

それでも昭和 50年以降は年平均 122%と鈍化の傾向にある｡県別にその推移をみると､

近年､全国的にも高い増加率を続けている埼玉 ･千葉が圏域に占める割合(占有率 )を合わ

せて21.8%から291%へと高めていることが目立つC逆に､その占有率の低下傾向を強め

ているのが､東京都と群馬 ･栃木である｡神奈川県は､鈍化の傾向にあるとはいえ､未だに

占有率を高める状況が続いている｡

これは､昭和 30年代末から始まった､大都市圏中心部(東京都 )の空洞化と近郊部の成

長 ･縁辺部の人口停滞､いわゆる ドーナツ化現象が現在でもなお続いているということだろ

う｡このような状況は､今後しばらく続くものと予想されるのであるが､首都圏の人口増加

憤向が鈍化を見せ､ ドーナツ化現象も一応の安定化へ向う中で､郊外部に位置する対象圏域

の占有率増加は依然増大する方向にあることは留意しておく必要がある｡

図1-10 対象圏域の首都圏人口に占める割合 (帝)

昭糾 5年 昭和50年 昭和55年

孟子2r｡｡.】34人 29･- 895人 32･838.470人 3m ,7.3..人
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1-4 将来人口予測

(1) 将来予測人口

対象圏域の横浜市 ･川崎市による昭和 75年までの計画人口は､蓑 1- 2に示すとうりで

ある｡この計画は､横浜市では 〝よこはま 21世紀プラン(昭和 56年 12月 ) 〝､川崎市

では 〝2001かわさきプラン(昭和 58年 8月 ) 〝で設定されているものであり､昭和 58

年末の段階では､各区別にみても無理のない計画になっていると考 えられる｡従ってここで

は､将来予測人口として両市設定の計画人口を用いることとする｡

図1-11 将来予測人口〈計画人口〉

万人)一oo ?; 一 一 一 一 一 一 一 ′ 一 一′ (万世0T毅周域将来予 測 人 口 l_ - - / _一■■一一

′〃′/I-,.メ/ .′ 一一 ′一′一一

50(統計データ上の取扱//l＼_一.一一.一一/＼ I.I,/い誤差)′一 一-I/ノ■//ド//′′ 一 一 一 一 一 一/-/ J区将来干illIJ人口合計)5

一一一′_一一一一一′

〟,二二.二二等二二儲区将来予測人｢一二∵_■.--一･.メ_-------- 25
･=J,一一一,-.:.:I 口中原区将来予測人∩

50 55 60 65 70 75(辛)
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表1-2 計画人 口

昭月】.午 55 l 60 65 ー 70 75

拝か市 rf●FIJF 港 北 区 265.一7一l(84.308) 2(1 385.000(151000)

a EE 283,292(75346) 346(113. 0) 38(l2 000 JI2500) ()44 000) 460.000(158,600)

計 5Ll8.766(159.700) 64l,(222. 00) 72(25 00000) 787(283 000 845.000(3096

年平均相加串 .00)3■(16788, 2i52㌔ 6, li517,1, 1.(4l?79,

そ の 他 区年平均相加串 2,225.056(764.615) 2.290.000(777.600) 2.340.000(80030D) 2.392.0(832.10000) 2.434.000(86LS00)
(0-34) (0-58) (0.78) (0,70)

い 2.773.822(924269) 2.931.000(=)00300) 3(1,068D58..000000) 3.】79.000(1115.400) 3.279.000

JnJq事 lil.三,9' 0-(9乙.3, 0.(711.06) Oi607,8)

川崎市 料JiFeI 中 原 広 l87.985(63326) 181.(75.4 182.000√75800) l83.000(76300) 184.000(76700)

祐 汁 区 280,855(83Jl5) 15L(56.7 】55.000(59500) 157.000(6).600) 159,0006

官 射 区 160.(52.5 170(56..000700) 179(60. 000) ( 3.600)188.000(64J∋00)

汁 468.840(146941 492.000184JiOO) 507192 0000 519198 000 53l.000205100

年平均ptl中書 4.67 080 067

そ の 他 区 576.242(189.182) 581,000(212.900) 603.000(226,BOO) 623.000(240.700) 0.65644,000(255.700)

Jfl一L) 0.16 0.75 0.65 0.67

汁 I.045.082(336,0一3) 1.073.000(3975【‖)) llID.000(LH8.900) 1.】42.000(439200) 1.175.000(460β00)

Jrl加平 0,53 0_68 0.57 0.57(0.95) a_96

対 生 dI JA 合 tr年平均qlJbI 1,017.606(306,595) ).133.000(407300) I.235.000(449BOO) 1.306.0(481.90000) I.376,000(51一.700)

2:e よこはま21世た ブラ/

2001かわさきプラソ

表1-3 世帯人見の推移 く参考 )

＼＼讐二三 45 50 51 52 53 54 55 56 57 58

港 北 区 3,00 3.00 3,08 3.09 3.12 3.14 3.15 2,75 2.73 2.70

線 区 3.68 3.62 3.67 3.68 3.69 3.73 3.76 3.ll 3.07 3.06

中 原 区 3.27 3.28 2,93 2.95 2.94 2,94 2.95 2.47 2,46 2,43

高 辞 区 3.54 3.53 3,41 3.42 3_40 3.39 3.38 2,91 2_89 2,69
宮 前 区 3.06

横 浜 市 3.48 3_29 3.30 3,32 3.34 3,34 3_00 2.98 2.98 2.93

川 崎 市 3,24 3.34 3.12 3_13 3.13 3,12 3_ll 2,77 2.75 2_72

神奈川県 3_08 3.07 3.07
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GZ)世帯人員の推移と将来予測

将来予測人口から将来予測世帯数を算定するのであるが､その推計根拠は世帯人員の推移

とそれによる将来予測を用いることとする｡対象圏域の世帯人員の推移は表 1- 3に示すと

おりであるが､録区と中原区を比べるとわかるように､各区で大きな差がみられる｡従って

ここでは､対象圏域全体として昭和 70年に 2.7人/世帯となるように各区の将来世帯人員

を調整設定した｡その結果は図 1- 12に示す｡

図1-12 世帯人見の推移と将来予測

/世帯3.02.0 紬区 ∫′旦連星 - I＼＼､凝計データ上の取扱い誤差一

旦堅邑/

_塾生邑′′′ 幣 --:,#2.78 2 --■一一一._75対象圏域計 ~一一一一一一一_■2.71-_---_-2=67■一一一一一一一一一_
IIII

A-lW -一一一一一一一_

､丁~一一一一.-.--__ー′ 中原区区

45 50 55 60

C3) 増加世帯数予測

以上から算出された将来世帯数の昭和 55年

現況に対する増加数 を図 1- 13に示す｡こ

れによれば､対象圏域の将来増加数は､年平均

7,000- 10,000世帯で推移するものとみら

れ､年平均 25%前後の増加率をもつものと予

測される｡各区別には､港北区 ･緑区のシェア

が 60%から 70%へと伸び､中原区 ･高津区

のシェアが 25%から 15%へと低下してゆき､

横浜市内の比重の大きさが今後増々強くなると

考えられる｡一方､人口の増加予測動向と比べ

て､世帯数増加動向の特徴としては港北区の増

加加速傾向と高津区の増加低減傾向があげられ

る｡
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1-5 世帯増に伴う住宅需要量予測

(1) 世帯数の増加と住宅数の推移

対象圏域の世帯数と住宅数の推移をみると､図 1- 14のようになっている｡これによれ

ば､昭和 53年で既に総住宅数が世帯数を約 7%以上上廻っていることがわかる｡これは､

横浜市 ･川崎市をはじめとして全国的な趨勢であり､しかもその差はさらに広がりつつある｡

一方､居住世帯のある実数としての住宅数は､依然として約】%程度低い値となっている｡

もちろん､住宅実数が居住世帯数を大きく上廻り､空屋が多く発生するということは新住宅

地が多い当圏域では考えにくいのであるが､それでも同居世帯が 3,000 世帯以上あること

は留意しておくべきだろう｡

図1-14 住宅数と世帯数の推移

(万)く横浜･市.川崎市合計〉′′ 千戸(.一.220.5

120 //.帥三宅牧 //′ I.132.11.119.7
′/

/′ /'

tt0I I,066.8′庵㌢L/ )
I,007,/住宅敷(,朋7/

48 53(辛)

(万323130 千戸(千321.6
/総住宅数 //′/ 300.0

29 ,,% './ / 296.9

2827262524264.7 初 )252.32Ll7.1 ｢.

く対象圏域合計)

48 53(午)

住宅続刑調査

次に､住宅所有関係別に昭和 53年以降の住宅着工状況についてみる｡ (表 1-4)ここ

では統計データの取扱いが異るため､住宅統計の数値と必ずしも整合しないのであるが､こ

れで見る限り､世帯増加が年平均約 18,000世帯であるのに対し､住宅着工数が 】4,000-

15.000戸とかなり少い数となっている｡これは､人口･世帯の伸びに比し､住宅数の増加

がかなり低滞気味であることを示していると云えよう｡同じことは､俵浜市 ･川崎市につい

ても云え､図1- 15に見えるように､全国的な傾向ともなっている｡

地域別の着工数推移では､市街化の進んでいる中原区 ･港北区が停滞傾向にあるのに対し､

人口密度が低く都心からの市街化前線にある緑区 ･高津区(宮前区 )が若干増加の傾向にあ

-20-



るo特に､緑区が対象圏域内着工数の半分近くを担っていることがわかる｡また､所有関係

別には持家 (戸建 ･分譲住宅 )が昭和 50年代前半の 50 %台から後半の 60 %台へと漸増

傾向がみられ､さらに､持家に占める分譲住宅比が増大していることは特徴的である｡しか

し､分訴住宅に売れ残りの住戸が相当数あることを考慮すると､住宅数の伸びがより一層厳

しい状況にあると云わねばならない｡

昭和

図1- 15 着工新設住宅戸数(横浜･川崎全市)住宅所有関係別構成比の推移

50 51 52 53 54 55 56 50 51 52 53 54 55 56

蒜Si7fミ6 (-28) (149) (150)
257.25｣
川崎rlJ
89.762

(148) (150) (1401 日36)

く械浜了fl)
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表1-4 書 工新設住宅戸数

昭和 .年 53 54 55 56

柿か市 #北 持 家汗 '#給 与 住 宅 982 (29.8)36 ( 1.1) * /949 (28.4)834 (25.0)103 ( 3.I) * ■

1,104 (366 ( 8)I)

区 分 決 住 宅 962 (292) 836 (2 )

:+ 3.084 (10_0)

elg 拝 賀 /1,500 (27.9)

貸 害 2501 (JIOB) 1.956 (273)

冶 与 住 宅 37 ( 0.6) 102 ( 1_9) 26 ( 0.4)

分 課 住 宅 2289 (42.6) 3.690 (51ー5)

汁 /

計 持 家 20.432.818322.3/ 21.825.243.624.9 2577 (25.1) 23.431ー039.0325

iT ,iE 3J)60 (29.8)

給 与 住 宅 73 ( 0.8) 205 ( 2.4) 92 / 0.9)

分 派 住 宅 4526 (4 )

汁 24ー7 ′ 24_2 10.255 (10 0) 293

川E)市 中 持 家 541 (25_LI) 472 (25.7) 447 (26_9)

党 案 876 (LI7.6) 737 (44.4)

節 給 与 住 宅 43 ( 2.0) 88 ( 4_8) 6 ( 0_4)

区 分 訴 住 宅 482 (22.7) LIO3 (21_9) 470 (28_3)

汁 /

秤区 持 家～羊 家 878 (21.3) 707 (20.7) /
苫前区 給 与 住 宅分 課 住 宅 65 ( 1_5)1520 (35.8) 199 ( 4.8) 70 ( 2.0)1343 (392)i+ ′

汁 持 家 41_747360348_0 t350 (22.6) LID.344,687.251.7 LIl_645.418ー744_1 /

ff 寮 2J'83 (LI2.1) 2.277 (382) 2J)39 (40.I) /
給 与 住 宅 108 ( Ir7) 287 ( 4_8) 76 ( I,5)

分 課 住 宅 2DO2 (31.4) lB13 (35_7)

汁 46.1 46.8 43.I/

合 計 持 家坪 貫給 与 住 宅分 ;某 住 宅 4,551 (28J3)181 ( Ll)4.565 (289) 24,a37.631.429_1 281 ( 2.0) 25_731.832D291)

* 単位 :%=各市全体に占める3I合

Yl加世帯数 碓 北 区 123 663 12.584 1,666

較 区 2.406 2.599 18,61Jl 4.79JI

中 原 区 - 897 - 884 10.943 19

稲作 区 . 苫 前 区 2.758 1.463 14,767 1.949

18392世蔚/午
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企)対象圏域の住宅状況
8.住宅の所有関係別世帯数

昭和 55年における対象圏域の住宅所有関係構成は､衰 1- 5に示すようになっており､

持家率が 45.4%､公的借家率が 68%､民営借家率が 386 %である｡この構成は､横

浜市 ･川崎市合計に比べ､持家 ･公的借家率がそれぞれ 3.8%､ 1.3%低く､民営借家率

が 42%高い値であり､周辺地域に対して､公的開発よりも民間開発が先んじていることを

示していると云えよう｡特に､中原区については､持家率 340 %と公的借家率 27%が

とりわけ低く､その傾向が顕著な地域となっている｡逆に､禄区は､持家率 56.6%と公

的借家率 7.8%が高く､民間借家率 254%が極めて低い値となっている｡近年の住宅着

工状況の動向からみて､借家が主体である中原区型よりは､持家の比重が高い歳区型への

移行が進むものと考えて良いだろう｡

一般に､持家率は､都市部それも都心部に近ずく程低くなる傾向を持つのであるが､近

年の全国平均が 60%前後で推移しているのをみても(図 1- 16 )､また､東京圏 ･大

阪圏の距離別平均をみても( 50%以上 )､対象圏域における持家率の低さが目立つ｡そ

れでも､特に持家率の低い川崎市を含めて､横浜市や神奈川県全体の持家率上昇が認めら

れ､さらに､前述した中原区の人口･住宅数の増加低滞などによって対象圏域の持家率は

増加するであろうことは予測に難くない｡

蓑1-5 住宅の所有関係別世帯数(昭和55年)

世帯

＼華 合 計 持 家 借 家合 計 公営 .令団 .公社 民 営 給与住宅

港 北 区 86,527 41.653 44.874 3,822 35,413 5,639
(100.0) (48.1) (51,9) (4.4) (40.9) (6.5)

掠 区 80,831 45,753 35,078 6,305 20.512 8,261
(100.0) (56,6ー (43.4) (7.8) (25.4) (10_2)

中 原 区 64,239 21,818 42.421 1,762 33,353 7,306
(100.0) (34.0) (66.0) (2.7) (51.9) (ll,4)

高 津 区 85,476 34,573 50,903 9.783 33.146 7,974
(100.0ー (40.4) (59_6) (ll.4) (38.8) (9.3)

合 計 317,073 143,797 173,276 21,672 122,424 29,180

*普通世帯のうち主世帯のみをJJ!計している｡ 国勢調査 (S55)
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図1116 住宅所有関係柵成比の推移
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b 住宅の建て万別世帯数

昭和 55年における対象圏域の住宅建て万別構成は表1-6に示すうになっており､圏

域全体で一戸建が 417%､長屋建が 43%､共同住宅が 53･3%である｡総じて､一戸

建が少く(横浜 ･川崎合計よりも44%減 )､共同住宅が多い(同じく48%増 )地域と

云える.共同住宅のうち､ 1･2階建 (いわゆる木賃7パート)が多いのも特徴と云えよ

う｡しかし､建て万別分燐の場合も､所有関係BrJで見たのと同様に､中原区と緑区が地域

的性格で対照をなしている｡すなわち､共同住宅が圧倒的に多い中原区 (631%､しか

も1･2階が 467%を占める)と､一戸建率が最も高い緑区 (48･8% )であるが､こ

れもまた同様に､近年の趨勢としては､圏域全体の緑区型への移行がみられる｡

表1-6 住宅の建て方別世帯数(昭和65年 )
世 帯

＼ 合 計 一 戸 建 長 屋 建 共 同 住 宅汁 1 .2倍 3- 5階 6階 以 上 そ の 他

港 北 E 86.527(100.0) 39,738(45.9) 3,449(4.0) 42.879(49.6) 27.032(31_2) 9.509(ll.0) 6.338(7.3) 461(0.5)

録 区 80.831(100ー0) 39.460(48.8) 4,615(5.7) 36.161(44.7) 12.727(15.7) 18.274(22.6) 5.160(6̂ ) 595(0.7)

中 原 区 64,239(100.0) 21,095(32.8) 2.218(3.5) 40,557(63.1) 29.990(46.7) 8.749(13.6) 1.818(2.8) 369(0.6)

*音曲世務のうち三世輔のみを躯計している｡ 国労掬ZE(S55)

住宅所有関係別 ･建て万別世帯数

対象圏域の一戸建 ･長屋建について住宅所有関係状況をみると､蓑 1-7のようになっ

ているo この中では.持家が最も多 く748蕗を占めている｡ 圏域全体 の総住宅

数に占める割合 としては､戸建持家率は約 32帝に相当する｡地域別には､予想に反

して中原区の戸建に占める持家率が 758%と比較的高いこと､高津区では逆に意外に低

い割合(67.5% )であることが特徴的である｡これは､高津区においては､公営住宅 ･

給与住宅が他区に比べて集中していること､中原区においては､個人あるいは民間小規模

開発主導の市街化が進展してきたことを示していると云ってよい｡

次に､横浜市 ･川崎市の状況をみてみると(図1-17)､全体では戸建持家が最も多く396

%で､次いで民営借家の 1･2階建共同住宅 (いわゆる木賃アパートが多い)が 231%､

持家共同住宅 3階以上が 73%の順となっている｡この構成は､対象圏域においても同様

の状況にあると云ってよいのであるが､戸建持家率が若干低く､民営借家共同住宅率が若

干高い傾向にあることは前述したとおりである｡なお､横浜市 ･川崎市の昭和 50年以降
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の入居分についてみると､住宅建設とは直接関連しないのであるが､民営借家-の傾斜が

色濃く反映されていることがわかる｡

蓑1-7 住宅所有関係別･一戸建･長屋建住宅数

＼ 一 戸 建 .長 尾 建合 計 梓 宮 公営借家 公団.公社借家 民営借家 給与住宅

港 北 区 41,300 32,400 7,200 1,700
(100.0) (78.5) (17.4) (4ユ)

凝 区 41.100 31,400 1.800 7.100 800
(100.0) (76.4) (4.4) (17.3) (1.9)

中 原 区 21,100 16.000 4.300 800
(100_0) (75_8) (20.4) (3.8)

高 津 区 31,700 21.400 1,000 7,200 2,100
(100_0) (67.5) (3.2) (22.7) (6.6)

合 計 135,200 101.200 2.800 25,800 5,400

住宅統計謁査(S53)

也)対象圏域の世帯増加と住宅常要t予測

前項の住宅所有関係と建て方の状況から､ 昭和55年における対象圏域の 〝住宅所有関係

一建て方マ トリックス 〟を構成すると図1- 18のようになる｡これをさらに､昭和 70

年において設定したのが図1- 19である｡ここでの設定は､持家が 50%､民営借家が

35%へ移行していくことを前提とし､それぞれの所有関係別に建て方別構成比を設定し

ている.基本的には､上昇傾向を持つのは戸建持家,持家共同住宅,公臥 公社借家､低

減傾向を持つのは公営借家,民営借家,給与住宅とした｡将来的には､大都市圏近郊の比

較的市街化の進んでいる地域 (横浜市等 )の平均値に近づくものと予測している｡

以上から､昭和 55-70年の 15年間の増加世帯の住宅所有関係別､建て万別構成､す

なわち､世帯増に伴う住宅需要塵を算定すると表1-9のようになる｡なお､ここでは､

例えば給与住宅のように､現在よりも減少していくと予測される部分については数値上表

われてこない形となっている｡

推計結果は､総住宅数が約 ユ70,000戸で､うち持家が過半を占める約 96,000戸と推

計され､公団 ･公社借家は約 23,000戸増加するものと見積られる｡建て万別には､共同

住宅が最も多く約 94,000戸,一戸建は約 73,000戸となった｡個々の種類別には､戸建

持家が最大で約4割を占める約 70,000戸となる他､中層(3- 5階 )共同住宅が比較的

多く､公団 ･公社借家で約 15,000戸､民営借家で約 18,000戸となっている｡現在大き

な部分を占めている民営借家の低層(1･2階 )共同住宅は約 17,000戸と次第に減衰し

ていくものと考えられ､中 ･高層(6階以上 )の持家共同住宅､いわゆる分譲マンション

は､それぞれ約 12,000戸と､若干ソェアを拡大していく増加が見込まれる｡また､公団

公社借家は､これまでの実折から共同住宅のみの増加となり､長屋建はほとんど増加が見
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図1-17'住宅の所有関係別 .建て万別普通世帯数
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図1-18 住宅所有関係-建て方 .マトIJ,クス(世帯数樵成比推計 ) -昭和55年べ一ス
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込めない結果となった｡

以上を総括的に概観すれば､所有関係別には､持家が増加するとともに､公団 ･公社借家

が大巾にシェアを伸ばすものと予想され､建て万別には一戸建はほぼ横ばいであるが､中 ･

高層の共同住宅がさらに増加するものと考えられる○つまり､戸建持家と中 ･高層共同住宅

借家を両極とした多様化が進行していくと思われ､中 ･高層共同住宅持家と民営の低層共同

住宅借家がその補完的な役割を担っていくものと予測される｡

表1-8 昭和70年計画人口による住宅所有関係-建て方 ･世帯数構成推計 (対象圏域 )

世帯

忘てこ 合 計 - 戸 捷 長 足 建 共 同 住 宅汁 1 .2階建 3-5終建 6階建以上

持 家 240.950(50.0) 180.710(37r5) (0_0) 60,240(125) 9.640(2.0) 28,910(6.0.) 21,690(4.5)

倍i 公 営 19.090(4ー0) 960(0_2ー 1.930(0.4) 16,200(3.JI) 350(0.1) 12.000(25) 3.850(0.8)

公Bl公 社 29.260(6_0) (0ー0) (0.0) 29.260(6.0) 350(0_ユー 19.280(4_0) 9.630(2_0)

民 営 168.810(35.0) 20.240(42) 13,300(2B) 135,270(28.1) 101.150(21.0) 25.500(5_3) 8.620(I.8)

捻 与住 宅 23.790(5.0) 4,340(0.9) 300(0ー】) 19.150(4.1) 3.650(0.8) 14,250(3.0) 1.250(0.3)

汁 2JIO.950(50.0) 25.540(5.3) 15.530(3.3) 199.880(41.6) 105.500(22_0) 71.030(14.8) 23,350(4.9)

蓑119 昭和56-70年 (15年間)増加世帯の住宅所有粥係一建て方樵成推計(世帯増による潜在需要JL)
tFl'〔

…∵ 令 :I - 戸 建 長 足 建 共 同 住 宅1 .2階建 3--5階珪 6階建以上

持 家 96.364(565) 69,734(40.9)＼ 2(6305.6) 3,289(1_9) ll.706(6.9) ll.635(6.8)

借莱 公 営 4.255(2.5) 718(0_41 - 3.537(2.1) - 1.648(1.0) 1,889(lJ)

公団公社 22.628(13.3)＼ ＼ 22.628(133) 284(0.2) 14.688(8.6) 7.656(4.5)

民 営 47.421(27_8) 2.806(ljl) 3.082(1ー8) Ill.533(2LI3ー J6.940(9.9) 17.730(10.4) 6,863(4_0)

冶与住宅 - - - - - - -

汁 74.304(43r5) 3.524(2.1) 3.082().8) 67.698(39ー7ー 17.224(10_1) 34,066(20.0) 16.408(9.6)
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1-6 在住世帯の住みかえ住宅需要量予測

(1) 住みかえ発生率の推計

昭和 48･53年の神奈川県住宅統計および昭和 49-53年の神奈川県の住みかえ実態 (図

1- 20 )から､神奈川県における昭和 48年在任世帯の 5年間の住みかえ状況を住宅所有

関係別に算定する｡

神奈川県の住みかえ実態では､持家-の移住が 307 %､民営借家-が 502 %となって

おり､これで全体の約 8割を占め､特に民営借家への移住が非常に高い｡逆に､住みかえる

世帯の前住宅では､民営借家が 447 %､同居他が 285 %､給与住宅が 114 %となって

おり､この3種で約 85%を占める｡個別にみると､民借一民借が最も多く 256 %を占め､

次いで給与一民借が 19.9 %､民借一持家が 103%､持家-持家が 67%､給与一持家が

60%の順となっている｡全体に､持家への住みかえ志向がうかがえるが､現実的には借家

一借家､同居その他一借家の住みかえが大勢を占めていると云うことができ､なかでも民営

図1-20 神奈川県の住宅所有的係別住みかえ実態(昭和49-53年)
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借家と給与住宅が住みかえの主体となっているようである｡公的借家についてみると､絶対

量が少いために､それほど大きな役割を担っているとは云えないのであるが､前住宅よりも

現住宅が増大していることから､また､前住宅の大部分が民間借家であることから住みかえ

対象としての期待は大きいものがあると考えられる｡

この神奈川県の実態から住宅所有関係別に住みかえ発生率を算定 したものが表 lr lOで

あるoここで留意しておくことは､図1- 20の住みかえ数には､前節で検討した増加世帯

数が含まれているため､これを除いた在住世帯の住みかえ数で算定することである｡算定結

果は､持家世帯の住みかえ発生が非常に少 く(8.6%)､民営借家 (627 %)､給与住宅

( 62.8 % )が高い値となった｡公的借家からの住みかえは 29.4 %で､在住世帯の約%と

なっている.

表1110 在住世帯の住みかえ発生率の算定(神奈Jl日長)

昭和48年 昭和53年 昭和48-53年 昭和49-53年昭和49-53年 5年FE'V)在住世

普通世帯数 普通世帯数 増加世帯数 住みかえ世帯数 在任世帯脚 攻 静住みかえ発生

A. A2 A-A2-Al B C-B-A 率 α-C/A.

持 家 798,800 992,100 193,300 262,200 68,900 0,086

公営公団公社借 家 127,400 151.800 24,400 61,800 37,400 0.294

民 営 借 家 602,000 652,500 50,500 428.200 377,700 0,627

給 与 住 宅 134,800 143,300 8500 93,200 84,700 0,628

A 計 1,663,000 lt939,700 276,700 853,600 576,900 0.347

(カ 住みかえ発生量の推計
前項で算出された住みかえ発生率によって､昭和 55年を在住世帯とした対象圏域の将来

住みかえ発生量を算定すると衰 1- 11のようになる｡

ここで､住宅所有関係別の住みかえ発生率を､持家 90%､公的借家300%､民営借家60･0

%､給与住宅 60% (いずれも5年間 )と予測設定した｡その結果､昭和 55年､ 60年､

65年を起点とした昭和 70年までの住みかえ発生量合計は約 373,000 世帯と推計される｡

-31-



表1-11 対象圏域の住みかえ発生旦

昭 和 昭 和 l- 昭 雨] 昭和55-70年 世帯設定(5年間 )

55-60年 . 60-65年 65-70* 合 計 住みかえ率

持 家 12.940 1.5,830 18,720 47.490 9.0%

公営.公団.公社借 家 6,500 9,190 ll,880 27,570 30,0

民 営 借 家 73,450 82,940 92,420 248,810 60.0

給 与 住 宅 17,510 16,390 15,280 49,180 60.0

C3) 住みかえに伴 う新規住宅需要量推計

算出された住みかえ発生量は､持家 ･借家を問わず､中古住宅への住みかえも多く含まれ

ている｡従って､在住世帯の住みかえ発生によって生ずる住宅数増加を､ さらに予測推計 し

なければならない｡しかし､実態的には､借家建設量を予測することは非常に困難であり､また､

この場合､大部分が世帯増に伴う借家の増加に含まれるため､ここでは､住みかえ量から直

接算定することのできる新築持家への住みかえ量を新規住宅需要量として推計することとす

る｡その結果､昭和 55-70年の 15年間で発生する､住みかえによる新築持家は107,820

戸と推計される｡

蓑1-12 対象塵域の在住世帯の新築持家への住みかえ世帯数世帯

昭 和 昭 和 昭 和 昭和55-70年 住みかえ発生孟

55-60年 60-.65年 65-70年 合 計 に占める割合

持 家 7,760 9,500 ll,230 28.490 60.0%

公営.公田.公社借 家 2,920 4,130 5.340 12,390 45.0

民 営 借 家 14,690 16.580 18,480 49,750 20_0

給 与 住 宅 6,120 5.730 5,340 17,190 35.0
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図1-21 住みかえ世帯に占める新築持家住みかえ率
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2 住み替え世科 i圭世帯であって,同居世帯を含3-ない｡

3 住み替え期間は49年 1月～53年9月｡

4 期間中に2回以上住み替えたせ掛土最後の 1回のみが計上さ

れている｡

国民生活自!_:(S56)

(4) 住みかえ住宅常雲量

算出された､住みかえ住宅需要量を､世帯増に伴う住宅需要量推計と斉合させるために､

さらに建て万別に分類する｡

ここでは､住宅所有関係が持家のみを対象としているため､図1- 17の横浜市 ･川崎市

で昭和 50-55年に持家に入居した世帯の建て万別分析を参考にして推計した｡結果は､戸

建が約 70,000戸､共同住宅が約 38,000戸となり､長屋建は建設されないものとした｡

(表 1-13)

表1-13 対象圏域の昭和55-70年の住みかえによる新規住宅需要土

合 計 一 戸 建 長 屋 建 共 同 住 宅
計 1.2階建 3-5階建 6階建以上

持 家 107,820 70,080 - 37.740 2.160 19,410 16,170

* 昭和50-55年建て万別持家入居割合 (坊浜市 ･川崎市合計参照一回1-17)
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l-7 対象圏域の潜在総住宅需要量予測

1-5 〝世帯増に伴う住宅需要盈予測 〝と1-6 〝在住世帯の住みかえに伴う住宅需要

量予測 〝で算出されたそれぞれの住宅需要量推計の合計が昭和 55-70年の 15年間に対

象圏域で発生する潜在的な絵住宅需要量となる｡

結果は､表 1- 】4に示すが､総計で約 280,000 戸,個別には戸建持家が約 50%を

を占める約 140.000 戸､中 ･高層共同住宅持家が約 59,000戸､民営借家が約 47,000

戸と算定された｡なお､公団 ･公社借家は全て共同住宅で約 23,000戸である｡これを年

平均需要量とすると､表 1～ 15に示すように､総計で 18,500戸///年になると推定される｡

蓑1-14 昭和55-70年 (15年間)対象圏域の捲住宅需要JL

戸

…了㌧ 合 計 一 戸 建 長 屋 建 共 同 住 宅計 1.2階建 3-5階建 6膳以上

持 家 204,184 139.814 - 64,370 5,449 31.116 27.805
(73.3) (50_2) (23.1) (2,0) (ll.2) (10.0)

借莱 公 営 4,255 718 - 3,537 - 1.648 I.889

(1.5) (0,3) (1,3) (0.6) (0.7)

公田公社 22,628 - - 22.628 284 14,688 7,656
(8.1) (8ユ) (0.1) (5.3) (2.7)

民 営 47.421 2,806 3,082 41.533 16.940 17,730 6,863
(17.0) (1.0) (1.1) (14.9) (6.1) (6.4) (25)

給与住宅 - - - - - - -

汁 74,304 3,524 3,082 67.698 17,224 34.066 16,408
(26.6) (1.3) (1.1) (24_3) (6.2) (12.2) (5.9)

A 計 278.488 143.338 3,082 132,068 22.673 65.182 44,213

蓑1-15 昭和55-70年 (15年間)の年平均住宅無事J(概数)

…∵合 計 一 戸 建 長 屋 建 共 同 住 宅計 1.2階建 3--5階建 6階 以上

持 家 13,600 9,300 - 4,300 400 2,100 1,800

借 家 4,900 200 200 4,500 1.100 2.300 1.100
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1-8 潜在住宅需要の収入階級別分類

潜在的に存在する住宅需要が顕在化してくるには､様々な要因が考えられるのであるが､

現実的には世帯の収入と住宅価格との関係が､最も重要な要素として働いていることは確

かであろう｡その住宅取得能力と取得の実態から顕在化需要量を予測する推計は後述する

が.ここでは､推計を行ううえで基礎データとなる潜在住宅需要の収入階級別分類を行っておく｡

分類の基礎指標としたのは､住宅総計調査 (昭和 53年 )の 〝住宅所有関係別 ･収入階

級BrJ世帯数 (資料編参照 ) 〝であるが､ここで行われている収入階級分類は､世帯年収の

5分位階級で世帯分布を表現しているものである｡従って､世帯分布を均等に分類した家

計調査年報にみられる5分位階級とは視点の異る分類であるが､ここでは､設定年収の変

化(経年的な所得の伸び )に左右されない家計調査年報の分類概念を用いつつ､昭和 53

年の住宅統計調査の世帯分布を原単位として採用することとする｡つまり､昭和 53年の

住宅統計調査分類を年収設定値と見ずに､将来的にも同様の構成比で推移していくと仮定

した 5分位階級として把えるということである｡

以上の考え方で､潜在住宅需要の収入階級分類を試みたものが蓑 1- 16であるoなお､

建て万別収入階級分類の基礎指標が得られないため､それぞれの所有関係別収入階級構成

で建て万別分類も算定している.

1-9 所得と価格による顕在化量推計

(1) 住宅取得能力

世帯の収入と住宅価格の関係から得られる住宅取得能力は､一般に敷地 ･建物状況や住宅

ローン等の各種指数によって算定する経済企画庁の算式が参考となる｡これによれば､近年

の住宅取得能力は､住宅価格の著しい増加にもかかわらず昭和 53年までは徐々に上昇して

きたが､昭和 54年以降は低下の傾向に移ってきている｡この間の住宅取得能力の最高値は

昭和 53年の 80%若であるが本来 100 %に達しなければ計算上取得できないことを考え

ると､近年は特に､厳しい状況にあると云わなければならない｡ただし､実際にはこの算定

には貯蓄以外の保有資産や贈与などを考慮に入れていないこと､あくまでも平均能力をみて

いることから､必ずしもその水準だけで判定できるものではなく､むしろ時系列的変動に注

目することがより有効となろう｡すなわち､住宅取得者は､平均以上の所得や貯蓄残高をも

っているであろうし､資産売却による資金調達や将来の所得上昇を期待することも可能であ

ろう｡その意味では､昭和 55年以降､取得能力の上昇が見られることは明るい材料と云え

る｡ (資料編参照 )

地域的には､大都市勤労者の取得能力は､高地価によって町村勤労者の約半分しかなく､

(資料編参照 )特に京阪神 ･京浜大都市圏での取得能力低下は著しいものがある｡これは､

対象圏域が京浜大都市圏に位置することを考えると大きなマイナス要因と考えざるを得ない｡
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蓑1-16 対象圏域の総住宅需要量-収入階級別マトリックス- 〈昭和55-70年 )

節杏 収入 汁 一 戸 建 長 足 建 共 同 住 宅

:M係 階級 汁 1.2階建 3-5階建 6階 以上

拷栄 IJl川lVV 4.900 (2.4) 3.4009.60023.60056,20047,000 15004.40010,90025.80021,600 1004009002,2001.800 7002.1005.30012.40010.500 7001,9004.700ll,2009.300

汁 5,400(2.6)

借家 公蛋 J日日ⅠVV 300 (7.5)100 (2.1) 200300200 3001J)001.300800100 100500600400 200500700400loo

汁 700(16.7) 3800(83ー8) i.900(452)

忠汁公社 1U州lVV 8.200(36.1) 2.600820010.0001β00 100200 1.7005.3006.5001.200 9002,8003,300600

汁 300(1.3)

氏IL3' I日川lVV I,700 (3.6) 3008001,000600100 3009001.100700100 4,40012,000ユ5,0008,6001.500 1,8004.9006.1003.500600 1.9005.1006.4003,700600 7002,0002,5001,400300

汁 2.800(5,9) 3,100(6.5)

十 lnmtVV 3001,0001.300800100 3009001.100700100 4.70015,60024.50019.4003AOO 1.8004.9006,2003,700600 2.0007.3001230010.600I,800 9003.4006,0005.1001,000

言十 3,500(4_7)

a汁 IlⅠ川lVV 3.70010.60024.90057,00047.100 300900I.100700100 6,20020.00035,40045.20025,000 1,9005β007.1005,9002AOO 2.7009.40017,60023,00012300 1,6005,30010,70016,30010,300

*収入陪差別ま｢家計調査｣における5分位を参考としている.従って経年的な所紺の伸びには左右されないことと
する.ちなみに昭和55年の平均年収は l:191万円,Il:295万円,nl:376万円.JV:482万円,

V:791万円である｡
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図1-22 住宅取得能 力の推移

100 1 丘理府琵計局 ｢家計萌立｣.｢貯蓄動向調査｣,建設省 r建築統計年報J,
日本不動産研究所 ｢全匹市街地価格指数 ･全国木造建築22指数｣,国土

45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55仲性)

90 庁調べ劉こJ:り作乱
2. 珪宅取待能力は次の井式に上って東めた.

知 V-W ●■I(Y(I.毛等 71)左?.A.(iT.b)●)+X xloo
分子は資金調達可能W,分母は住宅価格である｡

70 V,住宅取持柁力 d;鼓地面62
W,年rdl可勉分所符 e;宅地価格措故

60 a,住宅F7-ソ退所負担率 E;基準時点の宅地価格指故
b,住宅E,-ソ金利 Z,基準時点の建築単価

50 妄…覧喜蒜 1/返糊 間 g;窪霊芸諾
Y;基準時点の宅地単価 1,基準時点の建築焚指数

40 > (l件 p,阿 姐分所待･貯蓄残称土勤労者世帯の数値とする｡
(2)返済負担率は25%とする｡

30 (3)住宅Fl-ソ金利･住宅p-ソ返済期n..1は民間金融披見の条件とする｡
ただし金利は年度間平均金利とし.返済期間は亜長とする.また返済

20 方法は元利均等年耽返済とする｡
>(4)基準時点の宅地単価は39,300円/mZ(53年7月都道府県地価m玉にJ:
る宅地地価 (全国平均))とするB

IO 卜(5娠粗面恥 20,6m2(R物床面恥 ..a.a,,建ぺい率50%)とする｡

o (6)菅芳讐 霊芝ふ誓 警訂 警 警 指数は全駅 馳 価格花立 (各年
>(7)基準時点の建粟粒価は68,400円/mZ(50年度の着工建築物における未
達建諌物の床面摂当たり平均工事升予定額)とする｡
(8)建物床面61は 1048m2(50年度の着工新設住宅T=おける持家の平均床
面研)とする.
(9)逮_q5才指数･基弊時卓の建築井指数は全国木造建築費指故 (各年9月,
基準時点50年9月)とする｡

圧】民!-F_活白子;(S56)

図1-23 住宅価格 と所得 (年収 )の倍率推移

(倍)8765- 8.0

7了＼/ l缶/所得倍率l

I5'95-/7( ■＼ 照 一6 ＼＼＼＼ B 15.7)＼′5二!(5.0)､＼ ＼--上5.

/ 4.8 メ～,z j.1I一､一､､4.8ト､ →-､l(4.8)戸娃住宅

434'-J4.1 ＼＼＼<B ＼ー A､ーJ､(4,

46 50 55 60 年
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(資料編参照 )

住宅所有関係別には､給与住宅,持家居住者の取得能力が非常に高くなっているが (資料

編参照 )､貯蓄率や資金調達能力が高いこと､資産があることを考え合せると当然の結果と

考えられる｡

なお､住宅取得能力については､主として民間業者で使われている価格/所得倍率と買い

易さライ-/の設定もわかり易いのであげておく｡ (資料編参照 )ただし､買い易さラインと

実際の倍率の関係については､ほぼ前述した状況と同じ読み方が成り立つ｡

C2) 収入階級区分による住宅需要顕在化圭の推計
表 1- ユ6の潜在住宅需要量から､住宅取得能力をもつと想定される収入階級区分によっ

て､住宅所有関係別に顕在化需要量を推計する｡

持家は､Ⅳ,Ⅴ分位のみで､ 150,500戸である｡うち約 70%は戸建と見込まれ､顕在

化率は738 %である｡これは年平均 10,000戸/年に相当する｡

公営借家は､中間から低位側のⅡ･Ⅲ･Ⅳ分位で3,800戸となり､ 80%は共同住宅であ
る.顕在化率は 905%と最も高く､年平均は 250戸/年である｡

公社 ･公団借家は中間から高めのⅢ･Ⅳ分位で 18,200戸､年平均 1,ZOO戸/年である｡
全て共同住宅と想定され､顕在化率は805 %である｡

民営借家は､ほぼ中位のⅡ･皿 ･Ⅳ分位で40,700戸､年平均2,700戸/年である｡共同

住宅が約 90%を占めており､顕在化率は 85.9%と比較的高い｡

合計では､213,200戸となり､年平均約14,000戸/年と見込まれる｡全体の顕在化率

は､持家が 70%を占めるため 766%となった｡

表1-17 対象圏域の総住宅需要顕在化A(収入常扱区分による)-昭和55-70年-
p- (i)

% :+ 一 戸 建 長足 埋 共 同 住 宅 偏 モ

汁 I.2階建 3-5階建 6階以上

持 家年平 均 150500(70.6) 103.100(48.4)＼ 47.400(22.2) 4,000(1_9) 22900(10.7) 20.500(9.6) 収入措抜rV,V73B%10.000 6.900 ＼ 3.100 200 1,500 1.400

肺家 公 営 3BOO(1B) 700(0.3)＼ 3.loo(1_5)＼ 1500(0_7) 1.600(0.8) Ⅰ1,dl,IV90.5%

250 50 ＼ 200 100 loo

公 虻公 田 18200(85)＼ ＼ 18,200(8.5) 300(0_1) ll.800(5_5) 6,100(2.9) JLl.lV805%I.200 ＼ 1.200 800 400

民 営 40.700(19_I) 2.400(1.1) 2.700(I.3) 35.600(16_7) 14,500(6.8) 15,200(7_ユ) 5.900(2月) 日,nl.lV85.9%2,700 140 160 2̂ 00 1.000 1.000 400

汁 62.700(29.4) 3,100(1.5) 2.700(1.3) 56.900(26.7) 14.800(6ー9) 28.500(13.4) 13.600(6̂ ) 84.5%4.150 190 160 3.800 1.000 1.900 900

令 il- ･213.200(100.0) 106.200(49.8) 2.700(I.3) loll.300(48.9) 18.800(8.8) 51.400(24.I) 34.100(16.0) 76.6%
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1-10 対象圏域 の住宅需要量推計
(1)供給主体別分類

1I1-9で行った昭和 55年までの需要と供給実続による｢対象圏域の総住宅顕在化量

将来予測(昭和 55-70年 )｣(蓑 1- 17 )を､昭和 57-58年の近年供給突崩によって

検証するとともに､算出された将来予測の修正を試みる｡

まず､昭和 57年度の新設住宅着工戸数をみると､(表 1- 19 )総着工数が 16,657戸

と､昭和 50年以降の漸減傾向から若干上向き､着工数の安定化若しくは多少の増加傾向へ

の転化の兆しが見られるo地域別には､緑区が 43.7%とさらにシェ7を伸ばすとともに､

中原区のシェ7減退がなお進行していることが特徴と云える｡また､住宅種類別には､分譲

住宅が長も多く､以下貸家 ･持家 ･給与住宅の順となっており､シェ7も分譲住宅が 35-

40%､貸家が 30-35%､持家が 25～30%､給与住宅が 2%前後と､ほぼ安定した構成

を保っている｡

次に､同じ新設住宅着工戸数を建て万別にみると､衰 1- 20のようになっている｡ここ

では､戸建住宅 ･長屋建住宅がシェアを下げるとともに､共同住宅､その他住宅(寄宿舎 ･

併用住宅 )が大きくシェアを伸ばしている状況がうかがえる｡共同住宅の増加は､特に緑区

において著しい｡なお､約 9%を占めるその他住宅を除いて､将来予測と同様に戸建 ･長屋

建 ･共同住宅のみの構成で､住宅種類別着工数を修正すると表 1- 18のようになる.これ

によれば､昭和 57年度の住宅着工戸数は 15,146戸となり､算定された将来予測合計とは

ぼ合致する数値となる｡また､持家 ･借家数 ･構成比も､持 家 9927戸､65.5%､借家

5,219戸､ 345 %と大巾な相違は認められない.一方､建て万別には､戸建が 50%の予

測に対して実績値 30%､あるいは共同住宅が 50%の予測に対して実絞値 57%と全体的

に共同住宅への強い憤斜が見られる｡

以上から､ 】-9で算出した住宅需要将来予測の総数および住宅種類別 (所有関係別 )戸

数に関しては､ほぼ予測通 りであると見ることができるが､建て万別予測はその組み換え修

正が必要と考えられる｡

表1118 住宅種類別新設住宅書工戸数(その他住宅を除く)

住 宅 種 類 合 計 公 的 故 閃 民 間 .個 人

持 家 3,776 (24_9) 532 (3,5) 3,244 (21.4)

貸 家 4,898 (32.3) 911 (6_0) 3,987 (26.3)
給 与 住 宅 321 (2.1) ll (0.1) 310 (2.0)

分 譲 住 宅 6.151 (40.6) 1,317 (8_7) 4,834 (31.9)
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表1-19 昭和57年度 着工新設住宅戸数

A 計 冒 .県 .市 公EZ].公社 民 間 個 人

依 港 持 家 1.276(35_3) 2 (0.1) 7 (02) 38 (1.日 1,229(34_0)

貸 家 887(24.6) 2 (0.1) 46 (1.3) 53 (1.5) 786(21.8)

北区 給与住宅 66( 1,8) 3 (0.1) 0 55 (1.5) 8 (0_2)

分訴住宅 1.382(38.3) 0 34 (0_9) 1,237(34_3) 111 (3,1)

計 3,611(100.0) 7 (0,2) 87 (2.4) 1,383(38.3) 2,134(59.1)

a 持 家 1,979(272) 21 (0.3) 1 (0.0) 32 (0,4) 1,925(26.4)浜 貸 家 2,717(37.3) 1 (0.0) 567 (7.8) 109 (1,5) 2.040(28,0)
給与住宅 131 (1.8) 7 (0,1) 0 117 (1.6) 7 (0.1)

市 区 分譲住宅 2,454(33.7) 0 828(ll.4) 1.431(19.7) 195 (2.7)
汁 7.281(100_0) 29 (0_4)1,396(19.2) 1,689(23.2) 4,167(572)

汁 持 家 3,255(29.9) 23 (0_2) 8 (0.1) 70 (0_6) 3,154(29.0)
貸 家 3,604(33.1) 3 (0.0) 613 (5_6) 162 (1.5) 2,826(25,9)

給与住宅 197 (1,8) 10 (0.1) 0 172 (1_6) 15 (0_1)

分譲住宅 3,836(35.2) 0 862 (7_9) 2,668(245) 306 (2.8)

汁 10.892(100.0) 36 (0_3)1.483(13.6) 3,072(282) 6,301(57.8)

川 中 持 家 473(25.7) 215(ll.7) 258(14.0)

貸 家 855(46.5) 58 (3,2) 797(433)

原区 給与住宅 96 (5_2) 0 96 (5.2)

分譲住宅 415(22.6) 68 (3,7) 347(18.9)

汁 1.839(100.0) 341(185) 1.498(81,5)

忠 持 家 704(17.9) 286 (7.3) 418(10.6)

崎 律 貸 家 1,294(33_0) 237 (6.0) 1.057(26.9)
区 給与住宅 28 (0,7) 1 (0.0) 27 (0.7)

市 宮前区 分譲住宅 1,900(48.4) 387 (9.9) 1,513(385)計 3,926(100.0) 911(232) 3.015(76B)

計 持 家 lt177(20.4) 501 (8,7) 676(ll.7)
貸 家 2.149(37,3) 295 (5.1) 1.854(32.2)

給与住宅 124 (22) 1 (0.0) 123 (2.1)

分譲住宅 2.315(402) 455 (7.9) 1.860(32.3)

計 5,765(100_0) 1,252(21_7) 4,513(78.3)

合 計 持 家 4.432(26,6) 532 (3_2) 3,900(23.4)
貸 家 5,753(34_5) 911 (5.5) 4,842(29.1)

給与住宅 321 (1.9) ll (0_1) 310 (1.9)

分譲住宅 6.151(36.9) 1.317 (7,9) 4.834(29.0)

(2) 新築住宅の中の宅地分譲

ここでは､昭和 57･58年の 2ヶ年で供給 ･販売された分譲住宅を供給主体別 ･住宅種類

別 ･建て万別にみることによって､住宅需要将来予測の検証および修正の参考 としたい｡そ

の供給実損概要は表 】- 21に示すが､資料収集上の関係から昭和 57年だけでも､全着工

戸数の約 65啓の新規供給戸数についての実続であることを留意 しておく｡
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これでみると､戸建率が昭和 57年 14 3 %､ 58年 7 9 % ､ 2ヶ年合計で 10.1 %と予

想に比して極めて低い値であり､なお年々そのシェアを下げつつある状況を示している｡従

って､共同住宅率が約 90 %前後を占めているのであるが､これをさらに供給主体別にみる

と､公団 29 1 %､公社 5.6%､民間 55 2 %という構成比が得られる｡それぞれの 2ヶ年

合計の契約率が公団 82 4 %､公社 】00 %､民間 89.5 %であることから､公社住宅の需

要が若干伸びる可能性を示しているとは云え､概ねそれぞれの供給量と需要量のバランスを

反映したものと考えられる｡

なお､当資料以外の供的戸数約 35 % (約 2,000戸 )の大半は､その販売上の性格から､

小規模で開発される民間戸建分譲住宅と予想されることを付記しておく｡

蓑1-20 昭和57年度 建て万別着工新設住宅戸数

令 .汁 戸 姓 E3:良 建 共 同 住 宅 そ の 他(霊品 g).汁 1.2倍 3- 5階 6階 以上

港 北 区 3.605/100_0) 1.272(35.3) 161(4.5ー I,747(48_5) 515(14.31 647(17.9) 585(16.2) 425(lib)

掠 区 7.272(loo.0) 2.349(323) 226(3.1) 4.188(57_6) 1Jl3(15,3) 2.539(34.9) 536(7.4) 509(7.0)

中 原 区 1.839(100.0) 405(22J)) 55(3.0) 1.195(65.0) 643(35.0) 276(15_0) 276(15.0) 184(10.0)

蓑 1- 2 1 昭和57･58年 対象圏域内分譲住宅供給実績

残 戸 昭 和 5 7 年 昭 和 5 8 年 汁

物件 戸 数 物件 契約数 残戸 物件 版,Jt.救 契約数 残戸 物件 販売数 契約数 残 戸

9 191 19 582 526 56 16 523 342 181 31 1.049 868 181

共同住宅 公川 1.2階3--5階6階 以上 000 000 150 2LI1,1800 241.1460 03LI0 030 0I,8430 01,3120 05310 180 242.9890 242.4580 05310

汁 0 0 6 1.204 I,170 34 3 1.843 I,312 531 9 3.013 2,482 531

忠 1.2階3 5階 000 000 001 00(39) 00(39) 00(0) 022l= 0402174(434) 0402ユ74(434) 000(o) 02(3) 0402(441) 0402(441) 00toュ1t 6牌以上 l=0(21 0(471) 0(471) 0(0) 2(5) 17LI(905 174(905 0(0)

汁 0 0 0(3) 0(5ユ0) 0(510) 0(o) 4ー5) 576(836) 576(836) 0(o) 4(8) 576(1.3′16 576I.346) 0(0)

氏nJ'1 1.2階3-5階6階以上 01010 0152277 03727 09601,323 0802i,216 0158107 06038 01.6872,004 01,4141.678 0273326 08857 02̂ 893.220 02.2162,894 0273326

汁 20 LI29 64 2.283 2.018 265 98 3,691 3,092 599 145 5,709 5.110 599

汁 20 429 70(73)3,487(3.997) 3.188(3.698)299105(106)( 110370)4(5980240)lユ30 158062)9.298(10068) 8,168(8,938)I,130

事 ( 柄 は.疑区に隣接した神劉 H9.I.-公社の大塊供開先EEl地｢若葉台 ｣地区 (跳浜市旭区 )を含めた戸教 不動産経済調査月報
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(3) 供給主体別持家住宅需要

以上の近年における住宅供給実績から､持家 ･借家それぞれの供給主体別 ･建て万別の構

成比を大まかに整理すると､表 1- 22のようになる｡これでみると､ 1- 9で算出した将

来予測と比べて､持家では戸建指向(70% )から大きく共同住宅へ傾斜した傾向が示され､

借家では建て万別構成には変化が見られないが､供給主体別で公社公団が半減し､民営が膨

らむ傾向を示している｡また､持家で住宅市場内に顕われる住宅 (分譲住宅 )が60%と若

干予測 (70解)よりも少 くなっていることと､共同住宅における中層 ･低層指向が進みつ

つあることは留意しておく必要があろう｡

表1-22 供給主体別･建て方別住宅需要構成
%

合 計 戸 建 長 屋 建 共 同住宅

拷衣 公的機関 10 - 10

民 間 50 20 30

汁 60 20 - 40

そ の 他 持 家 40 30 - 10

汁 100 50 - 50

借 公 営公 社 51580 5 515
家 民 営 5 70

計 100 5 5 90
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(4) 対象圏域の総住宅需要予測

表 1- 17で推計した｢総住宅需要顕在化量 ｣を､以上みてきた昭和 57 ･ 58年供給実

続から､持家住宅をさらに供給主体別に分け､個々の予測値の修正を行うと蓑 1- 23のよ

うになる｡

これでみると､総住宅需要量が14,150戸から15-000戸へ､若干増えたものの大巾な変

更はなく､また､持家 ･借家比もほぼ推計値に近い実績値が得られているo修iEが加えられ

たのは､持家 ･借家それぞれの建て万別構成比が戸建から共同住宅へ比重を移したこと､借

家の民営比重が高くなったことにより､これを中心とした構成比の組み換えである｡従って

顕著な変更を行ったのは､戸建持家の減少､共同住宅持家の増加､民営借家の増加､公的借

家の減少であるo

表1-23 対象圏域の総住宅需要顕在化jt〈昭和57･58年実績による修正予測)

∵∴ 合 計 rl- 長 足 建 共 同 住 宅汁 1.2階 3-5階 6階以上

持栄 分訴住宅 公的親 閲 1,300(8.7) 300(2.0) - 1.000(6.7) - 800(5.4) 200(1.3)

民 Fi;) 4.900(32.7) 1,700(ll.3) - 3.200(21.3) 900(6_0) 1,300(8.7) 1,000(6.7)

吉十 6.200(41.3) 2.000(13.3) - 4,200(28_0) 900(6_0) 2,100(14.0) 1,200(8_0)

そ の 他 持 家 3,800(25.3) 2.900(19_3) 300(2ー0) 600(4.0) JlOO(2.7) 200(1.3) -

汁 10.000(66ー7) 4.900(32.7) 300(2.0) 4,800(32.0) I,300(8.7) 2.300(15.3) 1,20(I(8_0)

(,ut家 公 営 200(1_3) - - 200(13) - 200(1.3) -

公 社 . 公 団 800(5_3) - - 800(5_3) - 500(3.3) 300(2.0)

民 営 4,000(26.7) 200(1.3) 200(1.3) 3,600(24rO) 1.600(10.7) 1,700(ll.3) 300(2.0)

汁 5.000(33.3) 200(1.3) 200(1.3) 4,600(30.7) 1.600(10.7) 2,400(16.0) 600(4.0)





第2章

住宅 ･宅地供給の事例分析





2-1 首都圏における住宅 ･宅地供給の現況

(1) 住宅の供給量

首都圏4都田 (東京 ･千葉 .埼玉 ･神奈川 )における､昭和 50年以降各年の住宅着工戸

数は､昭和 50年の約 37万戸から漸増 して､昭和 53年に約45万戸とピークに達 し.以

後漸減 して昭和 57年には約 33万戸となっている｡このうち､分譲住宅は昭和 50年の約

8万戸から増加 して､昭和 54年に約 13万戸と同様にピークとなり､以後漸減 して昭和 57

年に約 10万戸となっている｡この増減傾向は総着工数とほぼ軌を一にしているとみなせる

のであるが､分譲住宅の総着工数に占める比率は､昭和 50年の216多から次第に大きくな

り､昭和 55年には343多と全体の約3分の1を占めるに到っている｡

首都圏分譲住宅の最大の特徴は､共同住宅比率､供給戸数の飛躍的拡大である｡オイルソ

ヨツク後の 50年には3万 4000戸台で全分譲住宅の435率であった比率は､ 54年で一戸

建を逆転 し､ 56年には697飾

と約 7割が共同住宅という状況

になった｡ 57年には売れ行き

不振から､着工戸数も6万3000

戸に激少したものの､比率的に

は649%を占めている｡

一方一戸建住宅は､50年に

4万 5000戸､565虜から52

年には6万8000戸とピークに

達 し､それ以降減少の一途をた

どり､ 56年以降は3万4000

戸と大幅に減少をみせた｡ 57

年はそのままの状況で推移 し､

3万4000戸を示 し､ 351%に

とどまっている｡ このように､

共同住宅が都市型住宅として定

着 したことを示す反面､戸建住

宅の供給不振を如実に現わして

いる｡犀､因として考えられるこ

とは､a､消費者ニーズに合致

した良質戸建住宅の立地の遠隔

化､b､ ミニ開発物件の供給減

少､ C､土地価格の高騰があげ
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られる｡各都県別の57年の戸煙 と共同住宅の供給割合をみると､千葉､茨城県では戸座が

上回 り､東京､神奈川､埼玉県では共同住宅が上回っている｡ 50- 57年までの推移をみ

ると戸産では千葉県のウェー トが相対的に上がったのに対 し､東京の激減ぶりが目立つ､反

面東京では共同住宅が50年 56多から､ 56年には85かこ連 している｡このように今後

の首都圏の供給動向は､マソショ./中心の供給体制が確立され､都心部までの通勤時間 1時

間圏内はマ ソソコソ主流､ 1時間以上圏での建売分譲というパターンが定着 しそうであるO

表2-1 (%)

昭和 (午) 50 51 52 53 54 55 56 57

捻 着 工戸 数 首 都 圏 /全 国 27.2I27.8 28.5 28,9 27_5 28,9 29.3 28.7

分譲住宅 首 都 圏/ 全 圏 33.6 34.8 35.8 38.3 38.1 38.7 42.3 43,3

首 都 圏 分譲住宅/怠着工 21.6 34.4 29.5 29.7 32.4 34.3 33.9 29.5

首 都 圏 一戸建,長屋建 56.5 60.0 54.0 50.8 48.1 44_2 30.2 35.1

蓑2-2 (帝)

昭 和 (午) 49 50 51 52 53 54 55 56 57

平均価格 共同/建売 80.6 72.8 85.7 73.5 77.7 77.4 81.3 75.8 71.2

建物面前 共同/建売 70.0 66.9 67.5 61.8 61.5 62.4 62.4 58.8 57.7

契 約 率 共同/建売 131.0 122.9123,7138.6122_7 106_8112.2120.3 110.0

GZ)供給内容の比較
一戸建住宅と共同住宅の内容について比較 したのが表 2-2,図 2- 2である｡平均価格,

平均建物面前 (専有面積 )は､常に一戸建がまさり､契約率は常に共同住宅が一戸建を上回

っている｡ 49年と57年の2時点で比較すると平均価格は､ 49年､一戸建は2055万円､

共同住宅は 1657万円に対 し､ 57年では一戸建は3622万札 共同住宅は2578万円 とな

り､ (共同住宅/一戸建住宅 )価格の比率は､ 49年 806車から､ 57年 には71･2多と価格

のひらさが拡大している｡一方建物面積 (共同住宅は専有面后 )についてみると､一戸建は

拡大しているのに対 し､共同住宅は607nt程度にとどまっている｡このため､ 49年には共

同住宅専有面前/一戸建住宅建物面掛 ま､ 700多から､ 57年には577多へと規模の格差が

ひろがっている0年間累積契約率 (年間総供給に対する年間総契約戸数 )は､ 54年がど-

クであり一戸建 849帝(共同住宅 907%)から､ 57年には640帝(l司704多)となってい

る｡共同住宅の在庫数は､ 58年 6月末現在 2万 890戸であり､一戸建 ･長屋建分譲住宅戸
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数は､ 57年末には約 1万 9000戸程度であることから､合計4万戸近 くの在庫数が推定さ

れる｡つまりここ10年間では､ 54年に売れゆきのピークがみられ年 々売れゆき不振が続

いている｡

図2-2 分譲住宅着工推移
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(3) 住宅価格と調達可能資金の帝離

三井不動産では､首都圏の所得 と価格の葬離状況を調査 している.7-/ションについて､

取得能力指数 (調達可能資金の住宅価格に対する比率 )が最も高かったのは､53年であり

975｡それが 57年には87.1に下がっている｡つまり53年にはマンション価格 と調達可能

資金との開差は42.8万円で 5 67n2(3DK程度 )I 1711万円のマンソヨソが手に入ったが､

57年には､開差は 3326万円に拡大 し､60.27TLt程度のものが2578万円となり､価格は､
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50%の上昇をみているO一戸建住宅になると､さらに厳 しい｡ここ10年間で取得能力指

数が最も高かったのは 5 3年で69.7であるが､ 5 7年には600に下がった｡つまり調達可能

資金と､住宅価格との開差は 5 3年の6811万円から5 7年で 14394万円住宅価格の年収

に対する比率は5.45倍 から674倍となっている｡一戸建住宅は､貯蓄額が相当高いか､買い

替えによる自己資金でもなければまさに ｢高嶺の花｣である｡一時ブームとなった ミニ開発

はマンシ｡ンなみの価格で､戸建指向を満足させるという消費者の期待に答えるひとつの方

策であった｡ しかし､その後の規制の強化､質向上を求める消費者のニーズに対応できず､

主流の座から触れてきた.一方､質､価格とも消費者ニ-ズに合致 した戸建住宅は､立地の

遠隔化から敬遠される事態に直面 している｡ しかし､マソション市場は､57年に平均価格

が7年振 りに下落 し､取得能力も55､56年に比 し若干上向くなど好転のきざしをみせてい

る.総 じて,住宅の需要構造は.戸建て持家層は､建て替えあるいは買い替え｡マンショ-/

持家層は買い替えへ｡ 1次取得層は中古住宅や新築マンションの取得へと､住宅の移動が進

展しよう｡これは中古住宅市場と密接な関係をもち､中古住宅の流通が止まれば,買い替え

に伴う新規需要 も減少する｡ 首都圏の分譲住宅市場は､マンション増加.建売減少という

傾向がこのまま続きながら､年間建設戸数 10万戸 (5 7年 97206戸 )というラインを展

開してゆきそうである｡

表2-3 首都圏民間分譲マンション推移

49年 50年 51年 52年 53年 54年 55年 56年 57年

新 規 供 給 戸 数平 均 価 格 (J,Il)3_3Tn,単 価 (m)平均専有面gl(Trハ契 約 戸 数契 約 率 (弟) 32.3011,65789_960_8l5.7J548.6 25.873I.53088.956.8】6,68064.5 25.8161.63095ー256.621.68184.0 47.799I.64096_556.44),0日85.8 54,7001.712】01_355.948,87l89.3 53.772I.998】10.859_6L18.78LI90.7 48.47】2.479129_863.137.85978_I 54,6722.6J6J41.961_037.8も769.3 52.4652.578)4).560.236.94570.4

幣料 不動産経済研究所 ｢全国マ//F/市場動向｣

表2-4 首蔀圏建売住宅推移

49年 50年 5】年 52年 53年 5Ll* 55年 56年 57年

軒料 不動産経済研究所 ｢全国マノ/ヲノ市場動向 ･姐7T.E舶｣
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表2-5 住宅価格と調達可能資金との帝#

&'1仰17年◆■49 5tI 5L 52 53 54 55 56 57
2.008 乙386(L&9) 2.826(lA3) 3.270(l5.7) †ーL～+(lO.ユ) 1998(10.9) 4.ー22十十い 1.4l与(7.9) Jl.927(]0%) 5.l63(4.SJ 5.359( 18)

tD JL JL,i ■ Tl t(対Fi年Jt)◎ tt 't 缶 払(対i年比)打JAei鳥もJt串 (Bl⑳÷①⑤ 血 相 k 力 持 故◎÷⑳ 7.0○0 ■い ★(24_5) r4.l)OJくl07)ELユ○○(&5)一～2619 2I,320(7_2J2&l6○( iS)5076l.5 2115▲i(i3)
(2ま9))も570(H j5_8664_6 tI&2) (lO_6)I6.160( L,○)J.】291.I (771 (&4)19_92○(l61)9D_8 (lAO)2.I.770(ZJJ)570380_31839aO (52jI一9l7.日 (▲77J4.688と7 (19)■lヽ97rS (一Lさ)183d7.l

F1-■ (対前年比)① LE 宅 昏 払(J7Ji年Jt)iT)IlLAるJt半 (忠)◎÷(DQ t FI ■ ♪ rtl L⑳÷⑳ も783 &3一一(21○) 9.963(19.1 ーL.629(lA7) )lD23(la0)2一〇7○(■19lヽ一●619 lJ.587([210)2乙27○(】LO)1576575 l5.669く7一日22.l80(A_9)S一5697 (6_5) (9_81 (l乙2J しゝl)3&00tI( 18IL74600

三井ポib&Ztへ

tE 年rL'q題折や11年瓜の254として計p

64) 建売住宅供給内容の分布状況

a. 戸建て分孫住宅の敷地規模

5 6 年の首都朗における戸建て分譲住宅の戸当 り平均敷地面積は､民間 1 9 2 6 m2/ 戸､

公共 20127TLl/戸である｡ (LgI 2 - 3 )公共の場合は､比較的均質な規模 (標準偏差 3 0 2 )

で分布 しているが､民間の場合は､大小規模巾広 く分布 (標準偏差 1119)している｡ま

た.首都曲における平均敷地規模は､図 2- 4のように推移 している.

郡心からの距離 と敷地規模

郁心からの距離が遠 くな り､単価が低 くなれば､その分宅地規模の設定にはゆとりがで

るはずであるが､実際には宅地規模 と距離圏 との間には､有意の相関はない.〔r-1 03 5

(民間 )I 0 2 6 ( 公共 )〕

図2-3 敷地面積分布 (昭和56年)

虫地面研く〟)

事昭和56年1年間首都圏供給の戸建分課住宅民
間23 1物件7,548戸､公共 19物件 1.3 12p-.

図2-4 首都圏における敷地面積の推移

.J 宅地分執 d 建売住宅

52 53 54 55 略 Sl 52 53 54 55

｢不動産経済調査月報｣首都圏の住宅宅地物件.
宅地分訣 50- 5 5年2 1.0 67区画.建売住宅 50
- 55年 4 9,8 67 戸

回は 50年略

宅地分譲 民間昭和55年は､年間7物件(2 2 1
区画)と供給品少な)㌔
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b･ 首都圏における公団 ･宅地規模の分布

昭和 54- 57年度に住宅 ･都市整備公団が首都圏で供給 した宅地分譲の宅地規模分布

している｡同一期間中の公団宅地規模の平均値は234067TL2,1/4分位は211247nt,中央

値は22996TnZ,3/4分位は 234067TLtである｡また各地区の傾向をみると､200- 219

7TL'にピークのあるものと､200- 2797ntまで､なだらかなど-クのあるものに分かれて

いる｡住宅都市整備公団が.昭和 54- 57年度に供給 した宅地を首都圏について概況を

まとめたのが蓑 2-8,回 2-7である.首都圏では,昭和 54- 57年度の4年間に､

15地区 2005画地 (平均 501匝l地/午 )を供給 しており､公団が全国で供給 した量の

1/2 に該当する｡この内容を年度別にみると､昭和 54､.56､ 57年度の平均値は

231-2327TLt､昭和 55年度がやや広 くなり2437nZを示 している. 4年間の総数を 20

7711単位に度数分布をまとめると､ 200- 2197ntがピークで全体の 1/ 3､宅地規模が拡

大するにつれてなだらかに減少 し､ 220-2397㌔が 1/4 ､ 240- 2597Ttlが 1/5､

2607TL2以上が 1/5と, 2007TLZを越えるものが9割を示しているo

図2-5 首都EEl 宅地 規模分布 (公EZl)

30 防 人 ≡ ……棚

20 57-- 54-57年度1年以下略

10(+) A1 ,,// 遇 ま ≡ 忘♂ / 1..-k

0(i)岬-120-140-leo-leo- 呪-220- 240- ZED- 2ZXL 3dL320- 340- 360- 軌 -400-
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図216 首都患 (公団)

宅地規模分位分布
LIl1

280270260250240230220210 ′十55//I1l′/ ll′ 】,,,7 =言言
:,,,I .F7 :( 折 54-57年度ll ll 】】

o

∧U

0

o

0

n〉

7

LD

LL'

.4

3

2

計

図2-7 首都圏 宅地規模分布 (昭和54-57年度)

56年血相200

54年ラk山206

55年北柏320
56年鴨志田

56年北柏215

l取_120～ 140～ 160～ 180_ 200～ 23)ー 24(し 2EO～ 2BO～ 3∝L 320～ 34(し 360_
(R')

+1分讃時あたり100画地以上､地名の右は画地教

反面2007nt未満は 8 1%に過ぎない｡また昭和 54- 57年の公田住宅規模 の平均値 は

234067Ti,標準偏差は 2953であるので､首都圏供給量の 68多 は 205-2737niに分布

し､同 じく95多に該当するものは､ 175-2937TLtに分布 していることになる｡ また4年

間の中央値は22996m2､ 1/ 4分位は 211-247n2､ 3/ 4分位は 23406m2である｡なお､

一分譲時あた り100画地を越 えるものは,昭和 54- 57年度 の 3年間首都圏において 8

回あ り､これを図示 したのが図 2-5である. これによると､ 200-219mlにひと山のピ

ークがあるものと､ 220-2797㌦まで､なだらかなど-クがあるものに分かれるようであ

る｡

蓑2-6 公EZl宅地供給実績 (全国)

地区数 画也 数

計 36 3,930

昭 54年度 12 1.185

55 7 880

56 15 1,697
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蓑2-7 首都圏宅地娩検分位分布

i分位 中央値 (i) 言分位 平均 値

54-57年度合計 211_24 229_96 253.54 234,06

54年度 209,72 234.67 250_35 231.62

55 234.13 255_37 278_90 242.48

56 2】1_20 234.45 248.61 232.60

57 207.22 232.26 254.30 232.80

蓑2-8 首都圏 宅地規模分布一覧

■■tlJL区も 一事JLl)lf (■) ■■■■■■■

q■■ ～一--57tl 缶Jt )○○1l AO5 QhS○j25LZI32&712u ZW i I9_2l17 1○3○lS201二〇0.AAI■■ヽ叫5 2953

51 ◆ゝ◆■一l )IB一〇b4 ulu 2j ll ユL99219 17月Ill W OJl U Oj 01 23lJBZ 2795

I l～34 17 IT 232D9 }○5○50 ー 2 2 】ー 2 25410 2u■
千月 (久書市)20 5 5 2 ～ 2 274.10 51日

兼山tI (兼山市)】】 1 25ま2L 1乙2)

206 5 2 13138 20 5 I 217｣I6 )952

～S 55年ZllI 一〇9100.0 )5i-tJJt9310二IZ5.2 l2731.1 B220.0り).27】.7 I.0】0.2 2一之一B 2L96Jt的 (拍市)32lI I 15 77 11679 り 6 I 219.78ZL89
■がLE (■中古)J+ 一事Z} I zLS7一 2433

56～◆◆■ ー■ 1〇一〇l○○_○ ■一一959.l 3一731一73622:7 ーヽ†1S.ltZ}llJ292J2○ll】○HII○▲ 2 ○J 1 Ll 232JSO 3ul
Jt心 くねit)571 ) 7:～ ● 7 tI I ll I 2 2 2S2_7～llDs
■が丘 (■浜jC)9○ t書tL22 2 一122

l●.7ー1■ tt■ゝL1ーZlS t2 16D5 ユu 一

tJ:l l●■●1 ZOO 2 ● }l 一●一〇 7 5 2一M 17JB2■ゝ l I2 2 ZZL56 3■さ}
217 tt I 2 l○ 22Al一 lt与I

～7～7■JlH 1一一 t l ○1 52 3547 I 一■ l■ 23u○托■tl (1点市)tIS 2I 19 2 t}Lr● 318与

C. 戸建て住宅の供給価格

o 戸建て住宅の供給価格

56年の首都圏における戸建て分譲住宅の平均供給価格は､民間供給 3452万円/戸､

公共供給 27745万円/戸であり､公共は民間に比 して平均敷地規模で大きく､平均価

格で低廉 となっている｡価格分布も公共では比較的均一 (標準偏差 4745)であるのに

対 し､民間では巾広い価格帯に分布 (同 12068)している｡図にみるように公共の供

給価格帯は 2500-3000万円 が 50帝を越 える一点集中型の価格帯であるのに対 して

民間は 500万円きざみの価格帯にまんべんなく分布 している｡これは公共の場合､マク

pな需要丑に対 して供給ポ1)シイを定めるのに対 し､民間では多様な所得層､需要層に
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対 して多様な供給内容供給価格を設定 し､価格帯別17)需要をきめこまかく掘 りおこして

いることと関連する｡

図2-8 価 格 (千万円/戸 )
0

0

0

0

0

0
%

0

6

5

4

3

2

ユ

15 2 25 3 35 4 45 5 55 6 65 7

価格(千万円)

o 都心からの距離と供給価格

距錐と供給価格については､民間供給のものは有意な相関関係がみられ(rニー0759)

時間距離 10分にほぼ 570万円の割合いで低減 している｡公共供給のものは､価格 と距

離圏とは有意な相関はみられない｡ (r--0269)

2-2 沿線別民間供給の推移

(1) 建売 住 宅
昭和 51- 55年までの5年間について首都掛 こおける民間建売住宅全体の平均値を100

とした指数表示であらわ し,沿線別 1戸当 り数地面桁､ 1戸当 り延床面后､ 1戸当り価格を

あらわしたのが図 2-9である｡東京湾に向って右岸である小田急 ･田園都市線､東海道 ･

京浜急行線､中央 ･京王線での指数が全般に高 く､西部新宿 ･池袋線以東が低 くなっているo

折れ 図2-9 沿線別1戸当り敷地面積 .1戸当L)延床面積 ,1戸当り価格
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図2-10 建売住宅の沿線 ･年別特性

東海ii･ 小 田急･ 中央. 西武新宿 ･ 東武X上根 東北 ･ Xit･
京浜息棚 田Eq的 錦 京瑚 池袋は 柵 は 伊納 繰 梢 繰 紙 は 首都田全体

表2-9 建売住宅 (1戸建 )の年別 ･沿線別物件の属性と契約率

那
心
ま
での
平

均時
朋

区 分 物 件 政(分 JR)戸 数 戸 f 如 め .i. i4;少のみ時 間(+) 久 利 FFl 3ケ月維SZ約 等(+T■Ie≠hLt■リ tLL*■(RJ) t5 枯(万円) 平E)昨rL'1(分】 39分以内 4U- 59分 60--79分 且O牙ut 汁 利用串;+i 牡歩BWL'l;+i バスLW"l(分)

汁 1.Ol6(44.182) 1897 913 2.一81 63.7 5-L( 5.3) 339(33.4)473(16_6)lSU(14.8) LD16日 OO) L2_A 5乙7 4_A 801

(年 別)

51年 l60( 6,935) L88_7 84_5 2.01:) 62.4 6( lu) 68(Jユ5) 7:I(LLS.O) ll( 88) l60(lol一) Ll乙5 751

52年 188L 8.46l̀) 1897 899 乙'L49 6L5 9( 4.8) 76(JO.り tl5(45.2) LS( 9.6) 188(100) 1LLJ 60_6 ま1 LO.4 7一9

53年 183l &645) 19】.7 91.2 2.262 618 17( 9.3) 57(3Ll) 捗7(47.5) 22(1J}_0) 183日 00) 12_8 64.5 一.5 lL9 #20

54年 zOJi( 9.475) ltI77 96.1 2.594 64.2 9( 4.3) 63(30.3) Loョ(49.0) 3Ll(16.3) 208(100) 12ー7 1R.1 一.3 1号_2 910
55年 277(10.663) )907 3.O48 66.7 ]3( 4.7) 75(27.1) 127(.118) 62(2ユ一) 277(100) 4&7 4.5 1】.2 762
(沿iR別)(51--55年 ) r

I十1( 7.9LT) 2028 99.0 2,908 5&7 5( 乙3) 143(668) 58(27_1) 也( 3.7) 21.1日 00) 1乙9 598 18 ♭33
127( 6.136) 201.1 100,tl 3.237 6tl.9 -( - ) 37(291) 73(57.5) 17日 3り 1:)7(LOO) 54.3 53 9.7811

中 央 . 京 王 線 7l( 3.894) 203.8 96_7 2_74O 7.I.O 2( 2.8) J( 5.6) 53(74.6) L2(lag) 7l日 00) 1atl 59_2 1こl.5 U23
西武新TZL. 池袋疎 31( L.5J8) 17JLl 93_7 !乙LL81 7'L7 2( 6.5) 1(12.9) 12(3且7) L:H Jl).9) 31(10くり 35_5 5.1 )).8 761
東 戸こ AL 上 線 ( l.263) 18.86 84_9 L912 69.3 -( - ) -( - ) 2tJ(lou) -( - ) ZO(100) 50.0 乙2 1一.3 919
双 北 . 応 崎 披 38( l.3301 16&0 90.3 2.'L7こl 62.6 2( 5.3) L6(JI2)) 16tJal) 4(Ll).5) 3B(loo) 1乱2 4.I.7 5.9 829

東 武 fP g)哨 蚊 ( 乙274) )61.ド 8rL2 60_8 -( -) 7(117) Ll4(H6.3) -( - ) 51日 00) 10_3 7.a 6.8 9,0812
t TL O 186( 8.195) 1820 阜ti.8 2.025 601 8( J3) 69(:17.日 102(54.8) 7( 18) 186(LOO) 14.5 1&4 10.3 836
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a. 建売住宅の敷地面前､延床面積

5年間の平均値をみると､敷地面積は中央 ･京王線､東海道 ･京浜急行線､小田急 ･田

園都市線沿線が2007Tt2を越え､その他の沿線はいずれも1907TLT以下である｡中でも東武伊

勢暗線 (1618m')､東北 ･高崎線(16807TIZ)が狭い｡東武東上線は､平均 18867TLtであり

53年をピークに狭くなり､ 55年は1807㌔を下廻ってしまった｡ (首都圏51- 55年

の5年間平均値は､ 18977n')

次いで延床面積は､全体の年次別の平均でみると昭和 51年 8457n2から昭和 55年 101

mlへと約20車程度規模が大きくなっている｡その5年間の沿線別の平均規模をみると､

小田急 ･田園都市線沿線が1017TL!で最も広く､次に敷地面積同様､東海道 ･京浜急行線

997Tlt､中央 ･京王線 967Tntと比較的広くなっている｡

b. 建売EE宅の価格

全ての沿線で著 しく上昇しつつある｡全体について年次別の平均価格は､昭和51年の

2.012万円から､昭和 55年の3,048万円へと約 15倍に上昇 している｡ 5年間の平均値

で最も高価なのは､小田急 ･田園郡市線で3,237万円､これに次いで東海道 ･京浜急行線

沿線 (2,908万円 )､中央 ･京王線沿線 (2,740万円 )､西武新宿 ･地袋線沿線 (2,484

万円 )となっている｡この他の沿線は 2,000- 2,300万円台に分布 している｡

C. 建売住宅の都心までの平均時間

最寄 り駅から都心までの平均時間は､昭和 51年の624分から昭和 55年の667分へと

除々に遠隔化の傾向がうかがわれる｡この5年間平均を路線別にみると､東海道 ･京浜急

行線沿線が567分で最も短かく､中央 ･京王線沿線､西武新宿 ･池袋線沿線が70分台と

最も長い｡

d. 建売住宅の最寄 り駅からの交通条件

最寄 り駅からの交通条件をみると,/ミスの利用率は東武伊勢崎線沿線が7.8車と最も低

く､東海道 ･京浜急行線沿線､中央 ･京王線沼線､総武線沿線が約 60帝と高い｡これ以

外の沿線では､西武新宿 ･池袋線沿線 (355%)を除くと, 50多前後の利用率となって

いる｡

e. 3ケ月後の契約率

3ケ月後の契約率をみると､全体を年次別にみると昭和51年の751帝から昭和54年

の91%へと好調に上昇 しているが､昭和 55年には76･2%へと落ちこんでいる0 5年間

平均で路線別に平均契約率をみると､首都圏全体の5年間の契約率平均は80･1帝であるO

総武線沿線 (712多1 西武新宿 ･池袋線沿線 (764車)が80多を割って低 くなっているほ

かは.80帝を越える契約率を示 している｡中でも東武東上線沿線では919帝と長も高く

なっている｡
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(診 宅 地分譲

51- 55年までの首都曲全体の平均値を100とした指数表示による1区画当りの面積 ･

7TL;単価 ･1区画当り価格を路線別にあらわしたものが図 2-11である｡ただし､近年の宅地

分譲の件数は極めて少いので､この資料からみられる統計値は誤差が大きいとみなければな

らない｡これによると東京湾に向って右岸の東海道 ･京浜急行線､小田急 ･田園都市線､中

央 ･京王線の評価が高く､時計廻 りに評価が下がり､常磐線.総武線に至る左岸においても

1区画当り面積はやや上向きになるもののmz単価､ 1区画当り価格の評価は低い.

つまり､中央線 ･京王線よりも以西の敷地面積は広く､価格は高く､西武新宿 ･池袋線以

東では狭 く､安く､住宅内容の水準が両沿線の東西で明確にわかれていることになる｡

a. 宅地分譲の区画面院

首都圏における宅地分譲全体の年

次別平均面積をみると､昭和 51-

55年の間に190-360m2と振幅の

大きい状況があらわれている｡ しか

し､ 5年間の平均は､ 20837㌔であ

り､建売住宅の平均敷地面積よりは

やや大きい｡これを路線別の平均面

横でみると､最も広いのは′J＼EEl急 ･

田園都市沿線が2557㌔以下中央 ･

京王線沿線､東海道 ･京浜急行沿線

常磐線と200m:以上が続くが､ これ

以外の沿線では2007㌦を下廻ってお

り､中でも東武伊勢崎沿線は1667nZ

と最も狭い｡

図2-11 沿繰別1区画当り面積,

1n}当LJ単価 ,1区画当t)価格

遊芸 描 失望 芸 叢 芸 常 は

. ∴ 一 ･ こ l :

jL独 仏耶 1.,
行

ijHh'l仙列全体i･100とし1-脚軟水示｡
nfごJりjlHd )区帥l叫りの†dlf指については､旭†dl公示 lpA(J/A
t現)の変細 い:1り娼珊化してみろ｡

b. 宅地分譲の価格

昭和 51- 55年の5年間の首都圏における平均宅地分譲価格は､ 1,248万円である｡

同じく5年間の路線別の平均価格は､最も面積が広い小田急 ･田園都市沿線が 1,832万円

と最も高く､中央 .京王沿線､東海道 ･京浜急行線沿線が1,500万円程度で続き､他のJ.''｡rl

線は 1,000万円前後である｡

7'L2当り単価も､小EEl急 ･田園都市線沿線が8万円と最も高く､以下東海道 .京浜急行線

沿線 (71万円 )､中央 ･京王線沿線 (68万円 )と続き､その他の沿線では､ 5万円前

後であり､常磐線沿線 (47万円)が最も安い｡
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表2-10 宅地分譲の年別･沿線別物件の属性と契約率

LL Y 分拝せ(lTrI<転) l LL ■l 十 t十 徒歩のみ托少時Gl ･{ A fl 用 3TTlRQ r)+■ ¢ ■●■ 也 格 fEII3-鞘 39分un 40_59分60ー79分80分Ll上 Lt 利 用4(畔歩IlJ問 パスBWLJl

;I 199(1L.ー85) レ′l2083 ーX t'.'.禁 (分)67ー3 5(2.5)63(31.7) 9】(15.7)10(ZO_I) t◆十199く100) (令)】3_1 ぐ◆ー16.2 (5})6.5 (分)ll.5 (+I5B9
( 年 別 )

51年 106(6,一33) 200.8 6乙7 L.260 612 4( 3_8) 39(36,8) 51(48.l))2(ll.3)]06(loo) L2_1 10.6 5.8 10.9 600

52Y. 5l( 3,029) 206.4 i 68L -(-) 1あく35J)2 一Sl )O L96 51(loo) lL7 56.9 7.1 12_7 599
53年 22( 927) 23&1 71_7 l( 一.5) 4 1且_2 12(54.6) 5(22_7) 22(LOO) ll.8 SO_0 9.I 9.1 720

5一年 13( 575) l912 11ー9 8457&8 -(-) 2(15ー1) 3(211) lLq ユL5 10 ll.5 らlo

5SY. 7( 22)) 36Ll 56_I lh39 89.0 -(-)-(-) 2(28.6) 5(71_一) 7(loo) 20_○ 57.- 乙5 15ー8 66L

(ZlqLN)(5l - 55年)

50( 2.281) 2】4.I 70.6 】,501 6】.2 1(2.0) 26(52ー0) 18(J6ー0) 5(10.a) 50(loo) ]2_2 62.0 7.2 ll.8 715

21( 1.559) 254.5 79.5 1.832 68.3 -(-) 7(33.3) )1(52.I) 3(】Ll,3) 2l(loo) 】2.3 23.8 4,a 】】.6 762

中央ーL王堵 21( Ll92) 226.2 67.5 ]5)0 77.6 -(-)-(-) L5(71.1) 6(28,6) 2lく100) 17.3 71.4 5.I Ilo 687

6( 347) 185.～ 52.6 951 75.3 -(-) 1(16.7) 2(313) 3(50.0) 6()00) 10.0 16.7 ユ0 10.0 660

A jt X 上 iC 8( 105) 17一_5 55.0 970 -(-)-(-) 7(87.5) 1日 2.5) loo tO_0 12_5 7.0 ll_0 877

It.AIa+ 12( 719) 190.8 51l LO33 71_9 -(-) 5(41.7) 5(一l.7) 2(16_7) ー2llO(l) )4_7 一l.7 lOj 678 369

XjtOLわqtL ( SIS) I65.7 57_9 95663J 1(12_～) -(-) 7(87.5) -(-) 8(lO(I) 9ー3 12_5 7ー0 7_0 405

tf 4 ( 1538) 201.5 17r2 938 61.I -(-)[6(1&5) 15(一5.5) 2( 6_1) 33(‖)0) l乙8 4&S 6｣ tLS 5ー5

C.宅地分譲の都心までの平均時間

最寄り駅から都心までの平均時間は､中央 ･京王線沿線が 78分と最も長 く､以下西武

新宿 ･池袋線沿線 (75分 )､東北 ･高崎線沿線 (72分 )と続 く｡これ以外の沿線では

60分台であるが､中でも東海道 ･京浜急行線沿線では61分と最も短い｡

いずれにせよ､各線の平均値をみると､ 63分-77分の幅にそれぞれ分布し､宅地分

譲は都心から1時間-1時間 20分程度に分布 していることになる｡

d.宅地分譲の契約率 (3カ月後 )

昭和 51- 55年の5年間の首都圏における3カ月後の平均契約率は 61.8帝であり､

建売住宅の同 801%よりかなり低い｡自前で住宅を建てなければならない宅地分譲より､

即居住できる建売住宅の方が ｢使いやすい｣ ということであろう｡

5年間の 3カ月後の契約率を路線別にみると､東武東上線沿線で88啓と最も高く､以

下小田急 ･田園都市線沿線,東海道 ･京浜急行線沿線が70車台､中央 .京王線沿線,西

武新宿 ･池袋線沿線が60車台で続き､それ以外の沿線では常磐線 (52飾 )を除き､ 4

割前後である｡
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(3)沿線別民間供給量の推移

首都圏を9路線に分け､ 6年間の宅地分譲及び建売住宅の供
給豊を加えると､総武線沿線

が 17,911戸(区画 )､ついで東海道 ･京浜急行線沿線 13
,493戸 (区画 )､常磐線沿線

ll,542戸(区画 )､小田急 ･田園都市線沿線 10,623戸(区
画 )の順になり､いずれも東

京湾に沿って東西の供給量が多く､東武東上線,西武新宿 ･
池袋線など西北部の供給量が少

ない｡

図2-.2 ′細 別供給丑の推移宅地分譲 宅孟 禁 笠禁 諾 .戸建,
EiEO)トtLiiE)

宅地分譲は全ての路線で供給量の減退を示 しているO

また､建売住宅の供給量は､常磐線 と総武線の両沿線で頗著
な増加を示 しており､これら

以外の沿線ではほぼ横ばいとなっている｡この結果､建売住
宅の沿線別構成比は､常磐線と

総武線の両沿線が50年には全体の3割であったが､その後
激増 して､ 55年には6割を占

めるに至っている｡

図2-13は､昭和 51年 と55年の2時点に限って､宅地分
譲,建売住宅,中高層住宅の

供給量を比較 したものである｡供給量は､ 51年 24.603戸
(区画 )に対 し55年 33.022

戸 (区画 )であり､約 1.3倍の供給を示 しているものの､そ
れぞれの沿線における割合はい

ずれも中高層の供給が著 しく増加し､建売住宅は6路線で増
加､ 3路線では減少している｡
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図2-13 昭51･55年の宅地 ･建売住宅 ･中高層住宅の供給王比較
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2-3 着北地区周辺の民間供給について

当ニュータウン周辺において､昭和 57-58年の2年間に行われた民間供給の事例を分析

した｡不動産経済調査月報によると､この期間に横浜市緑区,港北区および川崎市高津区,宮

前区,中原区で供給されたものは､中高層集合住宅及び建売分譲であり､宅地分譲､低層集合

住宅には該当がなかった｡

(1)建売住宅の需要と供給

建売住宅供給は､横浜市緑区,川崎市高津,宮前区のみで行なわれ､港北区,中原区では

該当がなかった｡物件は､東急田園都市線沿線上にあり､事業主体は東急不動産によるもの

である｡調査地区 (横浜市緑､港北区,川崎市高津､宮前､中原区 )における2年間の総供

給数は､ 30物件 1,012戸である｡(同一地名でも供給時期が異なるものは1物件として算

出した｡ )この内 57年以前からの継続物件は8物件 191戸であり､新規は22物件821

戸となる｡年間平均 11物件 411戸が新規供給 (1物件平均 373戸 )されていることに

なる｡ちなみに新規物件は57年 10物件 354戸､ 58年は 12物件 467戸の供給があ

った｡これを月平均になおして､供給 ･販売状況をみたのが表 2-ll,図 2-14である057

-58年における調査地区平均供給数は 124戸/月 (新規 358戸/月,継続891戸/

月 )であり､販売数は､ 382戸/月 (新規 185戸/月,継続 197戸/月 )である｡こ

れはおよそ 308帝/月の販売率 (新規 517飾/月,継続 22.1車/月 )となる｡新規物

件は､ 4月と10月の年 2回でありこの両月は平均 2053戸/月の供給があり､ 即月に

1055戸/月が販売済となる｡両月の新規平均販売率は514免//月となる｡つまり図 2-14

に示した供給と販売の推移に示 したごとく､新規物件の月は新規供給のytが当月中に販売済

となるのに対し､翌月は極端に売れゆきが低減 しており､そのままの状況が次回の新規物件

供給月 (約 6カ月後 )まで継続していることになるoなお.地区別にわけると､蓑 2-12,13

図2-15,16のように.秩浜市の緑区では月平均 1025戸/月が供給 (新規 299戸/月､継

続 726戸/月 )され､川崎市の高津,宮前区では215戸/月 (新規 59戸/月､ 継続

165戸/月 )が供給されている｡また販売数は緑区が平均 331戸/月､高津,宮前区が

平均 61戸/月である｡横浜と川崎の供給量は5:1であり､販売量も5:1となる｡また

完売期間については､ 57- 58年に 19物件が完売しており､最短は即月､最長は 18カ

月となり平均87カ月かかっている｡つまり1物件平均 38戸新規物件を9カ月かかって売

りつくしているということになる｡

+ 賢 料 : 不動産経済網査月報(昭和57年1月～58年12月供給弔例)

対象地域 : 神奈川県緑区 ,港北区

対象タイプ : JJさ合(中高層,低層).戸建,宅地分譲
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図 2 - 1 4 民間建売住宅の供給 ･販売推移 (横浜市 長･港北区 川崎市 高津･宮前 中原区)
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図2-15 建売住宅の供給 ･販売推移 (横浜市 振 港北区 )

図2-16 建売住宅の供給 ･販売推移 (川崎市 花辞 宮前 中原区)

′ヘ
＼/ ＼ / /～ - .メ
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(2) 建売住宅の販売価格と面積分布
昭和 57-58年に調査地区で供給された建売住宅は､ 30物件 1,012 戸が該当する｡

この2年間の特徴は次のとお りである｡

表2- 14

敷 地 面 前 (mz) 建 物 面 前 (m,) 稔 額 (万円)

般 小 最 大 平 均 値 ■ 最 小 & * 平均 値 * 最 低 tf A 平 均 値 *

+ 全戸数平均(n-1.240)による井出

5 71 58年に供給された平均的なモデルは､敷地面積 214ー7m7,建物面積 1208d ,紘

額は 65848万円となる｡また価格ラ-/クをみると5001 万円以上が 9 4 0車をしめてお

図2-18 建売住宅･敷地面積 (X)と価格(Y)の相関

○ ○● 58ElL.

● ○ 573r'-●⊂】

l ○

#0.1●●■■ク′

午 専有面前x (A) 璽 椿Y (Z1円) グ ラ フ 式 相関係数 単 価万円/m> ∩

昭 57年 211.7219.9215.0 6.430_9 0.86285 30_4 537914158 6.861.5 0.59236 31_230.7



り､当地域は､高額物件供給地帯と云えよう｡土地の価格を求めるため､建物単価について

は､ 40-45万円/坪が平均的な価格相場との資料 (民間大手企業,横浜営業担当者談 )

にもとずき､ここでは 136万円/7n2(45万円/秤 )を想定値とすると､敷地価格は 49375

万円 (2147のZ)､建物価格 16473万円 (建物面桁 1208nLl)敷地単価は 71-3万円/

秤 (216万円/mJ)となるoまた建築単価を121万円/7n2(40万円/秤 )とすると敷

地価格は51206万円 (2147nlZ)､建物価格 14642万円 (建物面桁 12087nZ)敷地単

価は787万円/秤 (239万円/爪2)となる｡総額にしめる敷地と建築との価格比は､お

よそ3:1であるO (建築単価 45万円/坪のとき､敷地価格 750帝,建築単価 40万円

/坪のとき､敷地価格 778車,建物価格 222飾)

図2-19 建売住宅･建物面積(X)

と価格(Y)の相関
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●∴
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建物面稚

7-7●⊃7X~1JTdz

図2120 建売住宅･建物面凍(X)

と敷地面積(Y)の相関

26L)2利)22rI200 一■⊂】 ロ
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./○

■ /才.●

.敷地面積と価格
1物件を 1サ ンプルとして､敷地面積 .建物面前 .価格 .それぞれの相関を分析したの

が図2118.19,20である｡ 57十58年について有意な相関が認められた.(図2-18

有意水準0001)によると推定値は,敷地面積が20m2増加すると約 796万増額 (敷地

十建物 )となる｡

各物件の平均値をみると､敷地面積は 152-527m2k分布し､価格は4250-12895

万円に分布している｡
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表2-15 推 定 値

57+58年の グラフ式 Y-3982X-1,9575 X :敷地面前 (m')

n-30 Y:価 格 (万円)

敷 地 面 前Lnf) 160 180 200 220 240 260

価 格(7'1) 4.413.4 5,209.8 6,006_1 6,802_5 7,598.9 8.395.2

b.建物面積と価格 (図 2119)

57･ 58年の相関を求めると､有意水準 0001で有意 と認められた｡価格が上れば､

それに伴なって建物面積も伸びている. 57158年の平均価格帯 (5100-8800万円)

では､建物面掛 ま100-150nzに分布 していることになる｡専有面鏡の平均値は 122.1

爪2である｡

C 建物面積と敷地面桁

図 2-20 をみると､敷地面前によって､建物面前にも変化がみられるo敷地面前180

-220m～では､建物面積は 110- 125m2であり､このグル-ブ内では敷地面積が大きく

なっても､建物面桁は 1107n2程度にとどまっている例がみられるo次に敷地面積 220-

2507nZに対 しては､建物面若は 125- 140nlZ程度と拡大 しているo平均建物面積1221

7n'に対 し､平均敷地面積は 2150mZである｡

(3) 中高層集合住宅の常要と供給

a.供給数と販売数

調査地区 (横浜,川扉)内で57年 1月～58年 12月までに供給された中高層住宅は､

56年よりの継続物件 19件,301戸昭和 57年新規物件 43物件 ,1815戸､昭和58

年新規物件 79件 3396戸であり､これは年間になおすと平均 705物件,2756戸とな

るoこれを月平均になおすと新規 ･継続あわせると57年は4631戸//甥､58斡ま7097

戸/月が供給 (新規は翌月になると継続物件 として罪出した｡ したがって重複して罪出し

た｡ )されていることになる｡ (57-58年 5864戸/月 )これに対 して販売数(契約 )

は57年 1998戸,58年 30972戸であり､これも月平均になおすと毎月212戸が販

売済となっている｡これを月平均供給数と比較すると2年間の平均販売率 (月 )は 36･2

多となる｡また2年間で最大の供給量を示した月は､58年 10月で､1086戸 (新規 686

戸,継続 402戸 )販売戸数は 559戸 (新規 454戸,継続 105戸 )である｡さらにこれ

を新規物件と､継続物件にわけてみると､衰 2-17に示すごとく､平均新規供給数は､

2191戸/月新規の販売数は 1406戸/月に対し､月平均の継続は､供給数が3674戸

/月,販売数は718戸/月であるo契約率は新規が642%に対 し･継続は195帝と､

新規物件は当月中に過半数が販売済になるのに対 し継続物件は､提示物件戸数の約 2割弱

ー67-



しか契約に至らないoなお新規 1物件あたりの戸数は､最少 9戸 ,最大205戸 ,平均427戸

である｡

. 横浜市 中津 ･宮前 ヰ 原区 ,川崎市 港北 .緑区

2年間の供給戸数は5512戸､うち横浜市は44飾､川崎市は56多であり､ 57年に

比 して､ 58年は両市 とも増加 したものの､やや川崎市内の供給数が勝っている｡物件を

地図上におとしてみると､東急田園都市沿線､なかでも川崎市内の同沿線に物件が集中 し

ている｡

b.販売期間

調査期間 (57年 1月～58年 10月 )内に､販売完了したのは69物件､最少 1カ月､

最長 21カ月､平均すると76カ月となる｡つまり1物件 40-50戸 の中高層集合住宅

を半年以上かけて完売に結びつけているのが平均像 となる｡

蓑2- 16 57-58年 民間中高層集合住宅の供給戸数

】0 57.6 135 JLl.9 16 37.2 683 37.6 33 41月 1.588 46,8 59･HB 2.-]06)35 42.7 Ll8,I .lob.

9 Ll7̂ )66 55.l 27 62.8 I.】32 6乙1 46 5&2 ),808 532 82 582 3.LOG】&4 Jl.9 39.3 379

】9 JOOD 301 】00∫) 13 )00D l.8LS 100一〇 79 100ー0 3.396 一oo.0 )4L JOOJ) 5.5L2

･ 1物件平均戸救 - 港北･韓Je -･応沖 宮前 中頃区 -･･ 57年】月光り出 し中のもののみ

表2117 中高層集合住宅の供給 .販売推移 (横浜市長･港北区 川崎市高津 宮前･中原区 )
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図2-21 民間中高層集合住宅の供給 ･販売推移 (横浜市 振 勘ヒ区 川崎市 榊 宮前･中原区 )

t一Utrl( /～Il

J仙'LlUli)U /l

/I八 /㌔. -｢ ｢→ ｢

ハ ′､ / ～1′/墓 望 込 .＼.2
L'仙 r･7ll ql!LIJrJt(I

図2-22 民間中高If集合住宅の供給 ･販売推移 (横浜市 振･潮ヒ区 川崎市 応津 宮前 ･中原区 )
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図2-23 中高層集合住宅の供給 .販売推移 (横浜市 振 港北区 )

販

売
数

pI川 L57il一
m l-}81I +珊 ィ､仙郷 汎耶川棚

表2-18 中高層集合住宅の供給 ･販売推移 (横浜市 振 港北区 )
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図2-24 中高層集合住宅の供給 ･販売推移 川 崎市 布*･宮前･相 区 )
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蓑2-19 中高層集合住宅の供給 ･販売推移 (JI怜市 布沖･宮前 中原区 )
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(4) 中高層集合住宅の販売価格と面積分布

昭和 57-58年の2年間に調査地区で供給された中高層住宅は､141物件5512戸にな

る｡ 1物件を 1サンプルとして専有面積 と価格の相関を求めると図 2-26のとおりとなる｡

57+58年の専有面積 (Ⅹ )と価格 (Y)の関係は､有意の相関が認められた｡Y-4327

･-480(n-145 相関係数 084525日 * )推定値を求めると次のとお りとなる｡

表2-20 推 定 値

専 有 面 戟Lnf) 70 75 80 85 90

図2-26 中高層集合住宅･専有面積(X)

と価格(Y)(横浜･川崎)★

0 T)Hll=.- ′ン

■○●一●ヽ ●○qe 穫 二〇

○ヽI○ ● tI●Co t○ ●●●

図2-27 中高層集合住宅･民間(横浜市)

専有面積(x)と価格(Y)

0 58

0 ●O / 57+5/～ *
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2O (m･) JO uO HO lou

専有面稚

これによると､専用面横が 10m2拡大すると､ 216万円価格上昇することとなる｡ 2年間

の推移をみると専用面積は､57年 662〝㌔から､ 58年 623〝12へ と39mZの減少を示 し､

価格についても57年 2803万円から､ 58年 2658万円と1449万円 (52多)低価格

となっている｡一方単価をみると57年 423万円/仇2,58年 427万円/dであるからほ

ぼ変化がみ られない｡次に､横浜市 と川崎市の相違をみると､専有面軌 ま川崎市が 94nlZ広

く､かつ､価格も495万円高いo単価については､横浜市 416万円/m2,川崎市 431万円

/mZと36帝程川崎市の物件が割高 となっているo
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図2-28 中高層住宅 ･専有面積 (X)と価格 (Y)(川崎市)★
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(5)供給形態別の月平均供給量と販売数

57-58年における横浜市,川崎市の 1カ月平均の建売 ･中高層別の供給販売数を比較

したのが図 2-29である｡供給数は建元が 124戸/月に対 し､中高層は5864戸/月で

あるから､ 1:5の比である｡販売数は､建売 382戸/月に対 し､中高層は 2123戸｡売

れるのは 1:6程度の比 となる｡ついで販売率 (販売数/供給数 )をみると､建売 429車

に対 し中高層は 362車であるから､建売は中高層 と比 して戸数は少ないものの売れゆきは

やや良いとみることができる｡また新規,継続別では､新規物件はいずれも瀬が当月中に販

売済 (建売 550承,中高層 642%)になるのに対 し､継続は 2割程度 (建売 20･8承,中

高層 195帝 )にとどまり､はるかに売れゆきが悪 くなっている.

図2-29 1か月平均供給数と販売数 (横浜･Jll崎)

中高層 建 売

EJSr,4J■ (ト 〆 】2,1OJ
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2-4 東急多摩田園都市開発の概要

(1) 開 発実績

東急多摩田園都市開発は､横浜市 ･川崎市 ･大和市などにわたって､東急田園都市線沿線

に拡がる約 5.000haに及ぶ開発であるo開発は昭和 34年から始められ､これまでに (昭

和 58年 10月 )43地区の土地区画整理事業が完了しており､開発完了面債は約2,800ha

に達 し､昭和 57年時点で既に343.000人を超える人口を擁 している｡開発は今後約 10

- 15年以上続けられる見通 しで､現在実施中の区画整理事業が6地区,322ha,近い将

来開発が実施される計画事業が3地区, 164haとなっている｡従って､現在進行中の計画

も含めて､昭和 66年時点での開発実績を予測すると､ 52事業地区､約 3,300haの事業

が完了することとなる｡ しかも､昭和 58年時点における完了地区のうち､宅地利用率が約

40序程度 (清和 -昭和 58年 10月 )であると云われていることを考え合せると､今後の人

口増加に占める役割の大きさがうかがえる｡

(診 人口･世帯の増加状況
開発地域内の開発状況と人口の関係は､概観すると次のようになっている｡昭和47年の

開発完了地区 (18地区 ), 10189haにおける人口は､ 122,000人で120人/ha で

あったのが､10年後の昭和 57年には､開発完了面積が､24484ha(41地区 )298000

人,130人/ha(いずれも対象圏域内分 )になり､この間約 176.000人が増加 している｡

これは､対象圏域内の全人口増加数 198,000人 (ただし､昭和 48-58年の10年間 )

の実に889帝を占めるものである｡一方､同時期の世帯数の増加をみると､東急開発地区

が73.000世帯増,対象圏域が 126,000世帯増で､その割合は 579多となっている｡こ

のことから､東急開発地区内には､ 2人以上の家族世帯が,それ以外の対象圏域内には単身

世帯が多く増加 していることがわかる｡

(3)人 口･世帯の増加予測と住宅需要

以上の開発実績および人Jj.世帯の増加状況から今後の人口 ･世帯の増加予測を試みるo

その期間は､とりあえず､開発計画が明確になっている昭和 59-66年の8年間 とす る｡

まず､開発完了地区増加分については､完了後の期間が短いことから､昭和 66年におい

ての人口定着を 130人 / ha とすると､約 64,000人の増加が推計できる｡これは､約

26,000世帯 (25人/世帯と設定 )の増加になるU

次に､昭和 58年時点における既開発地区の増加分を想定すると､昭和 58年 130人/ha

から昭和 66年 140人/haになるとして､約 25,000人,同様に約 10,000世帯の増加に

なる｡
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従って､合計では､ 89,000人,36,000世帯の増加になると見込まれ､年平均に換算

すると約 11,100人/午 ,約 4,500世帯/年 となる｡これは､対象圏域の住宅需要顕在

化量の約 30車を占めるものであり､民間開発による住宅需要量 8.230戸/午 (建売 ･

分譲住宅 4,500戸/午,宅地分譲 1,050戸/午 ,賃貸住宅 2,700戸/午 )の約 55序を

占めるものである｡これは､これまでの対象圏域内の東急開発が占めてきた比率よりも低

いものであるが､多摩田園都市開発が終息期を迎えつつある中で､実施地区の減少,初期

開発地区の市街化熟成 といった要因によって生ずる結果であろうと考えられる｡
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2-5 神奈川県内の住宅供給公社の供給状況

昭和 57,58年に神奈川県､横浜市､川崎市の住宅供給公社が供給 した住宅は蓑 42,

43,45,47のとおりである.建売住宅は57- 58年 で5物件 168 戸､中高層住宅(12

物件 3069戸であるo

(1)建売住宅の供給状況

57,58年 とも調査地区内での供給事例はない○蓑 42 ,43に示 したとおり､県内の f

の地域では､県公社が4物件 156戸､川崎公社が1物件 12戸であるo川崎市公社は､市l

多摩区であ｡､調査地区に近いが県公社の4物件は､相模原市､茅カ崎市､開成町 と調劉

区から離れており､都心への利便性や地価にも相違点がある.図2-32 公社建売住宅.敷地面苛(X)と価格 (Y)
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比較的調査地区に近い川崎市公社 (野戸呂住宅､昭 57年 )の平均値は敷地面槌 151.8m2

建物面積 103･3m2､総額 3,8035万円である｡ これを民間建売供給 (昭 57年, 敷地面前

211･7ナ戒 建物面積 121･1,,i2.総領 64309万円 )と比較すると民間がはるかに高額物件へ

指向 している｡一方県公社 (57-58年 )の平均値は､敷地面積 1558''i2､建物面積97.3

〟､給額 31856万円であり.民間供給と比較すれば､川崎市同様低額物件 となろう｡それ

ぞれの相関を求めたのが図2-32,33,34であり､57-58年の公社全体の平均像は次のとおりで

あるO奴地面群は140-259m2に分布 し､平均値は160.1m2.建売面掛 ま82-148m2に

分布 し､平均値は99･1mも価格は2527-4751万円に分布 し､平均値は33074万 円で

ある. これは､ 57-58年の民間平均値 (敷地両群 214.7m2､建物面掛 ま1208m2､価格

6584･8万円 )と比較すると､敷地面掛 ま546''12.建物面掛 ま21.7m2小さく､価格は

3277.4万円安いことになる｡

図2133 公社建売住宅･建物面積(X)と価柘 (Y) 図2-34 公社建売住宅･敷地面積(x)と建物面領

(神奈川県･川崎市)
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図2-36 公社･中高層集合住宅･専有面積(X)と価柘(Y)
(神奈川県･横浜市･川崎市)
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図2-37 住宅供給公社の供給量

IL'川Ir.7年 l,,[27J■ lLlihI58LI- 1,6L12戸

川叫 27%

一一般に総額が3000万円になると50如 ;買い替る層､又5000万 円になると80 多近

くが買い替え層になる傾向にあり､200万 円 台に､民間が公社よりも120万円程安く提

供 していることは､比較的若い世帯や､第 1次桝入着層を,民間がより強 くイノ-ジ して

いるためではないだろうか｡

6 住宅 ･都市整備公団 (中･高層集合住宅)の供給状況

港北ニユータウ./内Tは､建売住宅については該当がないが､58年に2回中高層集合住宅の募 集

が行なわれも 港北二ユータウン｢けやきが丘j440戸 (昭5616)､同｢みずきが丘｣264戸(昭566)

計704戸である｡平均専有面静 ま804m2､平均価格は3141.5万 円､単価 39.1万円

/ガである｡ 58年に横浜､川崎の調査地区で供給された民間中高層住宅の平均が専有面

前62.3m2､価格 2658.3万 円 ､ 単価 42.7万 円/m2で,bるから専有面積では18.1m2

(29%)広く､価格は 4832万円 (182多 )高いが､単価については若干 (3.6啓)

安いということになる｡つまり､住宅の質的な側面を加味すれば､相対的には公EE住宅は

民間住宅よりも低価 ということになるが､絶対額において民間 2660万 円 に対 し､公団

3140万 円 は.第 1次購入者にとっては､大きな障壁といえよう｡一般に民間大手営莱

担当者によると､ 3000万 円 の物件に対 し､買い替え層は50多､ 5000万 円になる

と80多と云われてお り､下取 り､仲介システムをもたない公団は-ソテ ィを負うものと

思われるO住宅タイプは3LDKと4LDKのみで､ 3LDKが841車である｡また価

格ランクは1 2800万 円 以上～3200万 円 未満が6-7割を占めている｡
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図2-38 港北ニュータウンけやきが丘価格分布 図2-39 みずきが丘価格分布
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2-7 民間住宅宅地供給面からみた港北地区周辺の特徴

港北地区周辺における民間住宅 ･宅地の供給実態の特徴的な事項を整理すると次のよう

になる｡

(1) 高級イメーシ･高価格指向

図2-40でみるように､宅地価格､総価格とも小田急 ･田園都市線沿線の供給内容はあき

らかに≠高級指向 〝とみることができる｡

他沿線に比 して51- 55年の建売 り住宅の敷地面積についてみると､中央､京王線､東

海道､京浜急行沿線と並んで小田急 ･田園都市線が広面研であるが (平均 201m2)､宅地

分譲については､北､東､東南部が1000万円 前後であるのに対 し､田園都市線沿線は平

均 1,800万 円 と開きは更に大きい｡民間宅地分譲の単位面積当り価格についてみても､小

田急､田園都市線沿線が79.5万 円/㌦ときわだっている｡

これは.本来東京圏における西方指向に加えて､東急電鉄による新緑の設置と､計画的な

大規模開発への好感があって､この地域のイメージが格段に上ったことを意味するものと思

われる｡
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図2-40

建FEり住宅 (昭和51･-55年) A- 1

欺地面Gl

東武 東上

中央

荊王

J.ttl二･
田園堺市

宅地分訴 (昭和51-55年) Bll
RJea)Fl

8

価 格 A- 2

214

公団住宅および宅地の供給上の問題点

東海芯
京浜急行

(五 戸建て住宅について

57年における緑区､港北区の民間戸建て分譲住宅､分譲マンシ コソの価格分布､及び

敷地面積分布を示 したのがr図2-39及び図2140である.

ここでみられるように､この地域の戸建て住宅の平均数地面措2196m2平 均価格

6,300万 円 で一段 と高級色を鮮明にしているようにみえる｡これらの3カ月平均契約率

は70多であり､概ね順調な売れ行きをみているように思われる｡これに対 して､港北地

区において供給する公EBの分譲宅地については､表 2-22で想定 したように､住宅建

設費を含めて4.050-6,300万 円 であるとすれば､民間供給の物件に比して低価のイ

メージで供給が可能であると思われる｡
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図2-41は緑区､港北区における57年民間戸建て住宅について敷地面后価格､最寄

り駅､契約率の諸要素に関連 して基準化 して対比 したものである○

これによって全般的な憤向をみると､

o 小規模敷地の物件は価格も低く､契約率も高い｡

o 大規模敷地の物件は､価格は必ずしも高くないが契約率は相対的に低いo大規模物件

の価格が中規模物件よりも低いのは､最寄 り駅から遠く､建物床面桁も小さいことによ

る｡

o 中規模敷地の物件は､価格は最も高いが.最寄 り駅には近く､契約率も高い｡

このように､要素別には一見して矛盾 した傾向がみられるが､これは異なる企業がそれ

ぞれの販売施策や事業内容によって商品企画をたてた結果 として､このようなバラエテ ィ

のある供給内容になったものとも思われる｡

基準点からみた民間建売分譲住宅の性向 (港北区､緑区 )

1 小規模敷地 (169m2- 190m2)､価格は低価､最寄駅距離はやや遠い｡ 3ケ月契

約率は高めである｡

2_ 中位規模敷地 (213- 220m2) 価格得点は高く､最寄駅距掛 ま近い｡3ケ月契

約率は高い｡

3 大規模敷地 (250- 304㌦ ) 価格得点は中規模より低く､最寄駅距離は遠い｡

3ケ月契約率は高い｡

4. 大規模敷地の物件が必ず しも中位規模物件より高くないのは､痕寄駅から遠いことに

よる｡

5 大規模牧地の住宅床面掛 ま､中､小規模敷地のそれより小さい｡
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② 集合住宅 (マンション)について

一方､同 じ57年における緑区､港北区の民間分譲マンシ ョンの価格は､図2-42に

みるように平均 2,477万 円であり､価格分布からも平均価格からも戸建住宅とはかな り

の落差がある｡分譲マ ンシ ヨ./の3ケ月契約率は平均 54.7蕗であ り､価格にかかわらず､

販売状況は良好とはいえないようである｡

公団の最近の中層分諦住宅の例としては､けやきが丘住宅の価格を図に示 したが､専有

面積及び価格面では公団の中層分譲住宅は､民間7./ンヨL/よりは上位に位置 している｡

一方､宅地分譲における敷地面積については､図 2-43に見るように､ほぼ民間戸建分

譲 と同レベルであるが､価格については､これまでの経験上からみてかな り低価であると

みることができよう｡ したがって､港北地区における公団住宅 ･宅地の位置づけは､民間

のマンシ ョンと高級戸建住宅の間の大きな欠落部分を埋めることを意味 し､その低位部を

集合住宅 ･上位部 を戸建て住宅 (宅地分譲 )がうけもっこととなろう｡

この場合､戸建住宅については､民間戸建てと対比すれば､同規模 ･低価格ということ

から販売については楽観視することができると考えられるが､集合住宅については､民間

供給 とのかな りの競争があろうと思われる｡

公団の中層分譲住宅と民間分譲住宅 との差は､価格については平均値で､ 500-900

万円程度高いが､一方専有面積については平均値で17- 30m2大きいO

つまり､公Efl住宅と民間マ ソンヨ./にかかる購入者の選択枝は､高 くとも広いスペ-ス

をとるか､せまくとも安い価格をとるか､ ということになる｡公団の ｢中間層指向｣の巾

の中で適正な住宅タイプの組み合わせ と価格配分をおこなうことによって､質のよい､相

対的に価格の安い住宅供給による供給成果 をあげることは十分可能であると考えるのであ

る｡

(3) 分譲マンションの要素別にみた販売状況

図 2-44は緑区､港北区における民間分譲マンシ ヨ./について､要素別に基準化 して

対比 したものである｡

これによって全般的な慣向をみると､

o 専有面積大､高価格のマ ン/ ヨソは最寄駅近くに位置するが､契約率は低い｡

o 専有面積小､低価格のマンシ ョンは最寄駅から遠 く位置するが契約率はやや高い｡

o 専有面積中位､価格中位のマ ン/ヨソは､立地性向は高価格マンソ ヨソとほぼ同じ位置

であ り､契約率も､高価格マンシ ョンと同様､高くない｡

これからみると､マンシ ヨ./については､一般に立地､専有面積を犠牲に しても､低価格

指向であるようにうかがわれる｡

ー91-



ちなみに､住宅公団が八王子市において昭和 56年におこなったタウ./-ウス寺田地区

については､応募倍率について住宅タイプ別に大きな差がみ られなかったが,入居率は､

低価格 (2,640- 2,660万円 )のものが高 く(入居率89多)高価格のものはど低い

入居率 (70- 78% )となっている｡

図2-42

85 ｡｡5.AGT戸建供給価格帯 (住宅含 ま3｡｡万円

IIIII IIIIIIl ltIIII

I,500 ～ 2J)00- 2500- 3DO0- 3500～ JI.㈱ ～ 4500- 5DO0- 5500- 6JX)0- 6.500～ 7000- 7.5)0- 8J加 ～ 8,500-

港北区 ,掠区における民間分譲†-/y'/,戸建分領住宅の価格分布

平均値 マンyヨソ2,477zn,建売り6.302zFPl (S57 1- 12)

図2-43

l l l(書ケ丘 )

民rl)l乎I均依219_l6J

160- 180- 200- 220- 210- 260- 280- 300-A

港北区 ,投区戸建て分譲住宅の赦地面功分布(S57I- 12)
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基準得点からみた民間分譲マンションの傾向(港北､緑区 )

o 高価格11ソンヨ-/ 専有面前九 1件当り戸数少､ 3ケ月契約率低､近距離物件大

(2986-4152万円)

o 中価格マンシ ヨソ 専有面積中位､1件当り戸数やや多､3ケ月契約率低､近距離物件

(2375-2452万円)多､

O 低価格.? ソシ ヨ-/ 専有面措小､ 1件当り戸数中位､ 3ケ月契約率やや大､遠距離物件

(1660-2060万円)多､

(4) 宅地供給物件にかかる価格面からの検討

港北地区の造成地の販売原価は概ね､ 16万円/〟～ 18万円/ガと想定される｡これを

これまでの一般的な計画規模 (戸当り敷地面臥 戸当り床面積 )により住宅価格を算定する

と次のようになる｡

轟2-22

t●■■I_l il●■ b-1≡tFLl_ll: ■■■14IlSh-PI書■■

戸 qPて lS〇一■2.1〇〇万-乙7○○ l○ I.6～○4,050-4,}i○2○○■1～〇〇一16○○ ll○■l.■～○ I.85〇一5.250
250 ■ t〇〇〇一一.500 l20 ■′ 1.BOOi.440-6r30tl

It主はrt 150■′2.100-2.700 80-9○ ■ I.2○○-L.35○1600-4.○SO

小 爪 VIqi 介 120 J L.920-2.160 90 ィ 1.350 1270-15】○
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住宅iI払

方Pl

J000

3LIOO

2J)00

1DDO

戸建て■

タウンノ

ZLFl一 3.湖

■800 中満月i18

2Jn2
2̂冴 22& A2

l17 lLBS

叫/午

390 473 552 693
+ /＼ /＼ /＼ /＼+
l u nl rV v 分位

所得と住宅取得能力に関する算式

Ⅴ=W.a･〔(1+A)C-1〕÷〔b･(1+A)C〕+x

v : 住宅取得能力

W:可処分所得

a : 返済負担率 ,25多とする｡

b : 金利 ,73多とする｡

C : 返済期間 ,35年 とする｡

Ⅹ :貯蓄残高 ,最低年所得担当､最高 2年所得担当とする｡
所得分位は昭 57年家計調査による｡

これらの想定される価格帯に対 して前章でのべた想定される住宅取得能力により所得階層

を対応させると図 2-45のようになる｡

港北地区で供給中､あるいは今後供給する中高層住宅～宅地分譲の価格と現在の勤労世帯

の所得からみた取得力との間には､かなりの落差があるといわざるをえない｡

a･ 住宅取得力に関する一般論からは､このように所得 と価格との間に落差があるが､実際

面においてはどうか､公Eflの一般宅地分譲応募者調査 (57.3 )によれば､首都圏の謀ケ

丘地区応募者の場合､住宅 ･宅地の平均全資金 3,452万 円中､自己資金 (預貯金､有価

証券､不動産処分､贈与他 )の占める割合は､ 1,722万 円､499多 を占めている.つ

まり､平均的な貯蓄残高よりははるかに大きな額を自己資金 として用意 しているのであ
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先の収得能ノ)JLにおいて､価格の49.9.=50解がn己汽金によって.粥止されるとすれば､

IT''七 .'t地価格 ×05-V -X

となり､収得可能佃i桁は各//1位1Ljに

I/JI位L!E.I.HT 2.444万円まで

TT/JI位 LLl,.rけ ～ 2,964万円まで

ul/J7位Lu:絹 ～3,460万円まで

lV/JJl位Lil.i;r･ ～4.344万円まで

の物件が収得HT能 ということになるOつまり､当地l*.において供給する化宅宅地について

は､ほぼ価格の%私慨 までをF=l己Yf金でまかなうこととして.タウン-ウス､中高)･Ell~宅
についてはⅢ分位階JIEY:.以 ヒ､宅地'/Jt掛 こついてはIV'Jl位層の 1二､あるいはV'Jjt位階桝が対

応するのであろうO

(参考 )

千糞東南部地l*_における､供給モデルfE宅についての市城調介において.購入者側から

の期待する規校､価桁の佃州は図 2-46のようになったo

借家tu･肌 持家世瑞･ではあきらかに求めるものの条件は児るが､ここでも)gl待する価格

と′丈際の供給物件の価格 との掛 こは薪 Z-:がみられたのであるO

図2-46

I:-:ドI-.:一:.■I.::I一二.:- l lドI一三Il一一一 一一 一一ヰ+-

(5) 具体的な購入行動力

･l′均的な化七収得能ノ)と′人際価格との剛 こ孫JLがあることか ら､個々の版･J'lt地に対する

応掛 こは大きな,;ラノキが′1-_ずる｡応分の際の選択行勅は叫こIIll櫛 だけでなく､宅地の位臥

)ry状､脱税で多様な班弟を総合化 して判断されるが､これらを公川のこれまでの宅地'Jl戊地

の止､易3-状況か ら好W.してみる,)
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図2147 霧ケ丘地区宅地分譲の基準値の比較

図2148 寺田団地庭付き連続住宅の基準点比較
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昭和57年度研究 ｢宅地分譲および宅地の供給形態に関する調査｣ (その1)によれば､

宅地分譲における応募倍率を高める要件として相対的に o価額低い､ 0単価高､ o規模小､

0万位南入 り . という憤向がみられている.つまり､絶対額が低ければ規模が小さく､単

価が高くとも応募率は高くなる､ということである｡

港北ニュータウンに近い寮ケ丘地区における宅地分譲の応募倍率と諸要素とについて基準

化 したものが図2-47であるが､ここでも､面静 ま小さく､単価は高くとも低価格のものに

高い応募がみられるようである｡ただし､済ケ丘の場合､応募倍率の高さと価格の高低との

間に礁い関連はみられないようで､倍率はむ しろ他の要素 (方位､位置等 )に関連すると想

像される｡

(参 考 )

[:

なお､庭付き(一部はルーフガーデン付き)の連続住宅 (タウ./-ウス )の分譲につ

同様の検討をしたのが図2148である｡ここでも高価格､広面積となれば､応募､入

意向は落ちこむ傾向がうかがわれる｡

これらから､当地区における宅地分譲の方策としては､

o 民間建売 りの高級指向に対 して,それをやや下廻る所得層 (Ⅳ分位階層 )にターゲ ット

を求める｡

o そのため､個々の宅地規模は従来よりも小規模化することはやむをえない｡宅地の小規

模化にともなう環境保全の問題は､別途の方策 (緑化協定等 )によってカ,(-する｡

O 宅地の位置､形状､方向等によってノミラニチ イある(価格設定をすることで平均的な好

応募状況をつくりだす｡

等が考えられる｡

(6)住宅の質と市場の範囲

住宅が量的に不足 していた時期には､供給地の如何にかかわらず､東京圏の広い範囲から

の応募が期待された｡質的により良い住宅 ･環境を求める時代に入ってからは､購入者の立

地選択指向は強くなる｡たとえば､現住宅と同一沿線､同一市内､同一県内､ という指向が

強いことが知られるO-方､特定の地域イメージによっては､かならずLも.同一沿線､同

一市等にとらわれずに広い応募市場を得ることもある｡公団の宅地分譲物件の諸要素と応募

者の構成要素等について主成分分析をしたのが表 2-23である｡

これから供給物件と応募者の広がりとをかなり大担に把握すると次のようになろう｡

第 1グループ

これは一定レベル以上の年令､月収､自己資金を有するもので,前任宅は持家であるグ

ループである,その現住宅は､首都圏の広範囲にわたる｡宅地供給についても高価格感を

もたない｡対照的に前住宅借家の層は､かなり疎外されている｡これが公団分孫宅地応募
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の-jI枢 となる｡ これを､仮に Hl:･七ステイタスml･'･J炉日 と鋭'jiiするOその'布Ij一科 ま約 60

%であるo

m 2グループ

地JE前､地元馴 こJパ付するグルー-/で､必ず しも年令､所得は高くなく､より広い宅地

に肘 L'りするグループで､現代宅は持家JL,Y:･がやや多いO これを仮に I地域'jiI化指Ir-JhYH と規

'jiiする｡その寄 Ij-率は約 22多である｡

約3グループ

地元刑 ･子任者が主体でより広い什宅へと指向するO年令,所得はIt一石くなく､'宅地脱掛 こ

ついても必ず しも大きいことにIRl''JJしないOこれを仮に T地域安'k指1.'･州 lとみなす.寄

Ij･率は約 9多であるO

蓑2-23 主 成 分 表

主成分主成分 一一三成分 i-A_成分 ーl:_J成分項目 l ∩ 川 lV

-0.3776 --0.0065 -0.1596 -0,0445

2 宅 地 tl"i格 -0.3743 0,0337 -0.1679 0.0031

3 持'#ヰi(liTJ-住宅 ) -0.3723 0,2008 -0_0462 0,1663

4 'lF 令 -0.3610 一刀,1227 -0_2756 0.0584

5 lLt 珊 月 収 -0.3573 -0,1793 -0.2428 -0_0817

6 建蟹 (,定 lrliG'i -0.3505 -0.0126 0_6181 0.2644

7 他 人 llL -0.1913 0.4290 0.5115 -0.5372

8 宅 地 In gi 0.0728 0,5602 -0.0250 0.7082

0.0956 0,6376 -0.3996 0.3097

lO II'f'#* (IiiJH)I/i ) 0.3788 -0.0826 0.0724 0,0662

国 有 Idl: 5.7678 2.2168 0.8794 0.6813

'5 5- 率 0.58 0.22 0.09 0.07

Yf肺からのけ七収得))のrrriからだけでなく､このようないくつかの指rl.J特性をもつJJ5lJ=:し

て杷淋 し､あるいは､そのような1JiE,flのfrraJ_をl桁鎚 とした眺倉持ホ リンイをIIF_案することも､

今後の供給ノj筒としてぶ,味があるのではないかと考えられるO
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第3章

住宅 ･宅地供給方策の検討





3-1 港北地区の公団取得地分類

(1) 公団取得地の宅地規模別分布

昭和 58年 10月時点の換地計画による港北地区の公団取得地は､集合住宅用地 (第 1地

区 13ブロ ック､643ha､ 第 2地区 21ブロック､ 941ha )を除いて､第 1地

区で798筆 ､第 2地区で553輩 ､合計 1,351筆 が ある.面掛 ま､第 1地区 42.7ha､

第 2地区 52･1ha､ 合計 94･8haであるから､ 1筆当りの平均面掛 ま､第 1地区 535

m2､第 2地区 942m2で､両地区合計 702''fとなるOこれを､いくつかの輩のまとまり､

すなわち2筆以上で一つの宅地 を形成するものを1ヶ所 としてみると､第1地区で634ヶ

所､第2地区で 522ヶ所､合計で 1156ヶ所となる｡従って､実質的には､ 1ヶ所当り

平均面横が､第 1地区 674m2､第 2地区 998m2､合計で 820m2となる. この宅地の規

模別分布 を図 3-1に示す｡

これでみると. 200- 300m2を中心とした附近が最も多く､それ以降､面前が大きく_

なるに従って漸減する傾向にある｡つまり､比較的小規模の宅地が非常に多く､まとまりの

ある宅地分譲用地が確保できる面前 をもつ宅地が榛めて少いということである｡中でも､ 1

宅地 としてはほとん ど成立不可能な 100m2以下の宅地が約 2割もあることは､これを含め

た 400m2に満たない宅地が5割以上であることと併せて､宅地分譲供給に非常な困難が伴

うものと予想される｡

図311 公団分譲宅地 画地規槙別分布

tIqql)

Etは壬汁 l 一

l弘 一JtLI互 4 司

/ 戸 2〒

i● /ノ ＼

./ ＼ ′
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C2)公団取得地の供給形態検討地区の選定
a 検討対象地区の分頬方法

港北地区の公団取得地は､前述 したように､地区全域に渡って小規模に分散 している｡

これらの中には､一般住宅地以外の土地利用で計画されているものや､規模 ･地形 ･形状

等で住宅地として不適当なものも多く含まれている｡従って､ここでは､住宅 ･宅地供給

方策の検討対象となる公団取得地を選定することと､選定された公団取得地をさらに地形

･形状等によって分類しておくこととするo

検討対凌地区の選定 ･分煩は､図3-2のフローチャートに従って行うが､大きくは ｢

検討除外地区の選定｣と｢検討対象地区の分類｣の2つのフィルターリソグによって分類

を行う｡

検討除外地区の選定は､公団取得地のうち.明らかに住宅 ･宅地供給の対象とならない

宅地を除外するもので､(9商業 ･諸施設用地等の一般住宅地以外の土地利用に供されてい

る宅地､②アパ ー ト･マンション地区内の宅地､③高圧送電線下で建築制限エリアとなる

宅地､(参計画鉄道 .計画道路用地､G)大規模な造成法面が発生する宅地および既存地形を

保全する必要のある宅地､⑥まとまりある宅地としても､150m2以下となる過小宅地､

の6種類を要素としてあげた｡この結果は, ｢住宅 ･宅地供給検討対象地区｣､ ｢利用が

明確でない空地として残される不利用地｣､ ｢用途が確定 しており､検討対象から除外す

る宅地｣の3種榎に分類される｡

検討対象地区の分煩は､選定された ｢住宅 ･宅地供給検討対象地区｣ を.規模 (面前 )

･地形 ･形状 ･造成計画等の要素によって､宅地の性格づけを行うもので､①整形地一面

積別にさらに分頬する-I②擁壁 (3m以上 )･外満が造成計画で決定されている宅地､

③高圧線下地部分 を一部に有する宅地､(参鉄道用地 ･計画道路用地沿いにある宅地､⑤傾

斜地 (勾配20飾以上 )､⑥三角地 ･短冊地等､形状が矩形でない不整形地.(か周辺状況

等によって利用可能性のある過小宅地､の7種掛 こ分頒する｡なお､ここでは､不利用地

選定された宅地のうち､線下地の宅地利用や過小宅地の利用を復活検討地区として､再度

選定検証を行う｡また､検討対象地区のうち､極端な形状などによって住宅地利用不適と

みなされる宅地を不利用地として選定することも併せて行う｡

b.検討対象地区の選定

前述のフローチャートに従って､全公団取得地を選定 ･分頬 したものが蓑 3-1､およ

び図3-3､ 4である｡結果は､E]公団取得地からB]検討対象除外地区を除いた回検討対

象地区が968筆 486.418m2となった.ただし､いくつかの筆のまとまりから得られる

宅地数では､773ヶ所である｡

ここで除外された匡〕検討対象除外地区は､前述 した6種頬であるが､それぞれの面前 ･

筆数は.(訂土地利用239,155m2. 171筆 (第 1地区72,950m2､ 52筆､第 2地区
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166,205m2､ 119筆 )､②アパート･マソンヨソ地区71,125m2､ 102筆 (第 1地

区41.119,n2､ 52筆､第 2地区30.006m2､ 50筆 )､③線下地部分 18.905,,㌔(第 1

地区 10,854m2､第2地区8,051m2).④鉄道 ･道路用地部分 88,606m2(第 1地区

3,986nf､第2地区84,620r'i)､⑤大規模造成法面および､既存地形保存部分

36,055m2(第 1地区 13.338m2､第2地区 22,717,,㌔)､⑥過小宅地7,879m2､ 81

筆 (窮 1地区6,360m2､ 68筆､第 2地区 1,519m2､ 13筆 )､であり､除外地区合

計で461,725m2､383筆 (第 1地区 148,607m2､182筆､第 2地区 313･118nf､

201筆 )となる｡なお､③線下地部分､④鉄道 ･道路用地部分､⑤造成法面､について

は､大部分が宅地の一部分にかかる場合であり､この部分のみの面横集計を行っているo

従って⑥過小宅地の選定に当っては､部分除外された残 りの面桁を-宅地とみなして選別

を行った｡

以上の選定から､検討対象地区として抽出された公団収得地は､第1地区が278,514

m2､ 616筆 (452ヶ所 )で,平均宅地面掛 ま452m2/輩､ (616m2/宅地 )､第

2地区が207,904m2､ 352筆 (321ヶ所 )で､平均宅地面掛 ま591〝ヂ/筆 (645

,n2/宅地 )となり､全地区平均宅地面掛 ま502'㍉/筆 (629m2/宅地 )となったo

図3-2 公団取得地検討対象地区の選定7°-チ十一ト
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表3-1 公団取得地の検討対象選定

也区 住区 回 公 団 取 得 地 E] 検 討 対 象 除 外 地 区 ''F的SA 面 折 TYf 土地 利用 ア パ ー ト 高圧送電緑綬 下 地 鉄 道 .追用 地 造 成法面 過 小 宅地(150mz以下 [司 検 討対 象地 区 筆数 画地のまとま 検 討 対 象地区 4 A 整 形 地 [司 問題を有する地 区 復活検討地区 (線下地棚 岬 )汁 150-20 200-300〝㌔ 300mZ以上

中 1 58 25.949 I9,325 (9)J261(1) D1,001 E C(2,612) H742 (10) 14,620 38 ヶ所25 15,621 (38) 4,928 (17)A】 A2742 (3) A3-74,186(14)B.D.E.F.G9,692(21) D 1.001

2 137 64,973 10,569 (7)3,191(4) 2,076 1.271 (5) 1,659 (22) 46.207 99 76 48.283 (99) 22,352 (59) 526 (3) 3,251(13) 18575(43 23.855 (40) 2,076

3 58 50.067 2.974(4) (7,312) loo (1) 46,993 53 36 46,993 (53) 14,525 (39) 321 (2) 1,029 (4) 13J75(33) 32ー468 (14)

4 62 36,486 3,105 (6 3,327(4) 2,015 460 (4) 27,579 48 37 27,579 (48) 18,561 (33) 691 (4) 701 (3) 17ユ69(26) 9,018 (15)

5 70 30,531 1,581 (1 1,101(10) 10,980(2) 563 (4) 16,306 53 42 16,306 (53) 12,727 (42)1,075 (6) 2,342 (9) 9,310(27) 3,579 (ll)

6 112 50.300 15,228(6) 7,777 699(1) 627 (5) 25,969 100 62 10,094 (36)1.714(10) 2.202 (9) 6,178(17) 15,875 (64) 7,777

也区 7 50 23,966 ■ 3.855(6) 1,931 127 (1) 18,053 43 38 18.053 (43) 8.137 (22) 520 (3) 1.504 (6) 6,113(13) 9,916 (21)

8 23 40,944 40,944(23) (820)

9 17 ll,666 3,273(4) (600) (3,103) 139 (1) 8,254 12 9 8,254 (12) 1,719 (6) 360 (2) 543 (2) 816 (2) 6.535 (6)

10 92 43,654 4,393 (2)4,530(7) 118 (I) 34.613 82 50 34.613 (82) 13,257 (49)1.532 (9) 1β86 (8) 9,839(32) 21.356 (刀)

ll 91 27,611 3,033 (4)3,379(6) 1.579 (17) 19,620 64 57 19.620 (64) 13.302 (48)1,346 (8) 6,026(24) 5.930(16) 6,318 (16)

12 28 20,974 40 388(2) 246 (2) 20.300 24 20 20,300 (24) 4.255 日51 553 (3) 778 (3) 2.924 (9) 16.045 (9)

汁 798 427,121 72,950(52)41,119(52) 10,854 3,986 13,338(10 6.360 (68) 278,514 616 452 289,368 (616)123,857 (366)8,638(50)21.004(84) 94215(232)154,657(250) 10,854

的 1 55 75.059 21.135(26) 506 (3,936) 21.771(4) (10.796) p429 (4) 31,218 21 20 31,218 (2日 5.806 (8) 443 (2) 5,363(6) 25,412(13)

2 15 13,410 265(1) 8,766(2) (3.397) 75 (1) 4,304 ll 9 4.304 (ll) 993 (4) 153 (1) 489 (2) 351(1) 3.311 (7)

3 16 9,271 2,141 156 239 (1) 6,735 15 15 8,876 (15 1,279 (4) 521 (2) 758(2) 5,456 (ll) 2,141

4 31 23,592 16,543(19) 1.374(4) 3.807(2) (1,593) 130 (2) 1,738 4 4 1,738 (4) 724 (2) 260 (1) 464ll) 1,014 (2)

5 19 22,536 2,992(4) 1.976 9.106(I) 8,462 14 14 10.438 (14) 1.097 (3) 527 (2) 570(1) 7.365 (ll) 1,976

6 27 19,919 1,433(2) 1,044 (1) 106 (1) 17,336 23 23 17.336 (23 1FiF.q (ll) 518 (3) 664 (3) 2,487(5) 13.667 (12)

7 15 15,072 3,541 (7 1,496(3) 7,947(1) 2.088 4 3 2,088 (4) 2.088 (4) 269 (1) 1,817(3)

8 1 642 642 1 1 642 (1) 642 (1) 624(1)

9 32 54,886 54.886(32) (9,452) (8,436)

也区 10 ll 19,992 15,721 (1) 1,478(4) 2,793 6 6 2,793 (6 2,793 (6ー 208 (1) 2.585(5)

ll 29 29,025 21,157 (9) 2,633(2) 358 (7,340) 4,877 18 13 5.235 (18) 2,459 ー川ー 197 (1) 222 (1) 2.040(8) 2,418 (8) 358

12 35 41,562 15,116 (9) 2,928(3) 2.839 7,813 12,866 23 22 12.866 (23) 2,685 (8) 933 (4) 1.752(4) 10,181 (15)

13 20 7,826 1,080 (2) 1,314(2) 5,432 16 16 5.432 (16 3,471 (12) 366 (1) 1,375 (6) 1.730(5) 1,961 (4)

14 23 30.796 I,7(,.2(3) 20,227(3) 70 (1) 8,797 16 16 8,797 (16) 3,770 (10) 330 (2) 466 (2) 2,974(6) 5,027 (6)

15 50 21.145 8.295(ll)3.456(9) 9,394 30 21 9.394 (30) 7,354 (21) 2.306 (9) 5.048(12) 2,040 (9)

16 31 10.848 1,594(5) 9,254 26 22 9,254 (26) LI,888 (18) 321 (2) 1.354 (6) 3,213(10) 4,366 (8)

17 41 12.361 642(2) 600 ll.119 39 31 ll,719 (39) 5.753 (24)1,514 (8) 1,964 (8) 2,275(81 5,366 (15) 600

18 69 76,532 8,731 (3) 6,193(6) 2,976 10,157(2) 5.517 (3) 470 (3) 42,488 52 52 45,464 (52) 6.517 (20) 538 (3) 2.028 (8) 3,95lLq) 35.971 (32) 2,976

19 33 36,548 8,187 28,361 33 33 28,361 (33) 6.098 (17) 157 (1) 1,377 (5) 4,564(ll) 22.263 (16)

553 521,022 166,205(119 3),∝応(50) 8.051 84ー620(15)22.717 (4)1.519 (13 207,904 352 321 215,955 (352 4.615(24ー14,885(61) 42声86 (98)145,818(169) 8,051
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(3) 検討対象地区の分類

前項で除外 ･選定された公団取得地 を､供給方策検討のためにさらに地形 ･形状 ･規模を

要素として分煩すると､表 3-2に示すA～Jの10種頬に分けられる｡このうち､公団宅

地分譲の対象となるものはA ,良 ,C ,D ,E ,F ,Gの6タイプで､合計 757宅地 (

966筆 )､公田宅分が困難 と考えられる不利用地はC,E,H,Ⅰ,Jの5タイプで､合

計 370宅地 (385筆 )である｡ただし､Dは線下地の宅地利用を検討地区 として復活さ

せ､また､Eは､鉄道 ･道路として除外する部分 (1筆内で分かれる場合が多い)と､宅地

として検討する部分をそれぞれ別途に抽出 している｡A～Jの分燥内容は次のとうりである｡

A 地形 ･形状に特に問題がなく､通常の画地割によってそのまま供給することのできる整

形地で､宅地規模別 (いくつかの輩のまとまりによって一体 とみなされる宅地 )にAl

～A丁の7種類に分けられる｡ ここで､Al (150- 200m2)IAZ (200 -

300m2)は､ 1宅地 で1画地供給 となるもので､合わせて221宅地､ (第 1地区

134宅 地､第2地区 87宅地 )あるOこれは､宅分対象宅地の 292かこ相当する｡

A｡～A,は 1宅地で2画地以上供給できるもので､合わせて241宅地 (第 1地区

159宅地､第 2地区82宅地 )とな り､Al～A,合計は462宅地 (550筆 ､全

宅分対象の72.7%)である｡

B .現造成計画で既に､擁壁 .外債整備が計画されている宅地で､周辺民有地の造成計画上､

整合性を検討 しなければならない宅地である｡全地区で58宅地 (第 1地区 24宅地､

第 2地区 34宅地 )となっている｡なお､擁壁は3m以上の場合 を対象とする｡

C.計画変更のできない大規模造成法面や､現況地形を保存 しなければならない宅地で 15

宅地 (第 1地区 6宅地.第 2地区 9宅地 )あるO ただ しこのタイプの場合､ 1筆の中で

いくつかの平場が形成されることが多く､検討対象宅地を部分的に発生させる場合があ

るため､ここでは,除外する部分のみ を抽出 している｡

D 高圧線下建築制限エ リアを部分的に有 している宅地で､線下地部分の宅地利用 を図る意

味から､全てを検討対象地区 とした｡公田収得地全体の中で線下地 となる部分は､

22,841㌦であるが､緑下地部分を有する宅地で宅分対象となる宅地は39宅地 (第 1

地区 18宅地､第 2地区 21宅地､計 48,347㌦ )である｡

E 計画鉄道用地 (地下鉄 )､計画道路用地 (第 2外塀道路､東京一厚木線 )にかかる宅地

で､地区全体で29輩 (96,162m2)ある｡このうち､計画用地部分は15筆 (88,606

nf-一般任宅地内-)で､残 りの部分は 14筆 (7,556nl)であるO ここでは､計画用

地部分を不利用地.残 りの部分 を宅地対象用地 として分類することとする｡

F:変更可能な造成法面がある場合も含めて､周辺との高さ関係から傾斜地 となる宅地で､

地区全体で16宅地 (第 1地区 8宅地､第 2地区 8宅地 )である｡なお､ここでは勾配

20帝以上の場合を対象としている｡
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虫等､整形

L地区 84

5過小宅地

);､後述す

よ不利用地

ぐ,主に商

Z地区 49

也区に集中

を(共同住

19宅地 )

図3-3 検 討 対 象 取 得 地 の 分 類 (第1地区 )

B 溌壁 ･外構付宅地

C 宅地利用不能造成法面 ･現況地形保存地区

D 高圧送徽 下地部分を有する宅地

E 鉄道用地 (地下鉄線上) 計画道路用地を有す
る宅地

F 傾斜地

G 不藍形地

H 過小宅地 (150m?以下)
Ⅰ 一般住宅地以外の土地利用地区
J アバ- ト マ/ソコソ地区
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凡 例

整形地 150- 200m'
200- 300
300- 500
500--1,000
1.000-2.000
2.000-5.000
5,000-I0.000

B 擁壁.外横付宅地
C 宅地利用不能造成法面 現況地形保存地区
D 高圧送電線下地部分を有する宅地
E 鉄道-用地(地下鉄線上)･計画道路用地を有する宅地
F 傾斜地
G 不整形地
H 過小宅地(150㌦以下)
I 一般住宅地以外の土地利用地区
J 7Jt-トマンノヨン地区

図3-4 検 討 対 象 取 得 地 の 分 類 (第2地区 )
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3-2 供給方策検討の概要

〔公団取 紺地の 分m 〕

<形状分爪>

･ 焔形地 I i l;:0:～: 230oOod

三tZJ他

台形 地

短 冊他

その他の不軒形地

く地形 分m >

1 怖斜他 (勾庶20≠以上)

2 擁壁 (3m以上 )

<位rl･I.I.I辺状況分類>

1 線下地沿い

2 鉄血用地 (地下鉄 )沿い

3 j包成方師 (既存接地 )沿い

4 幹線in絡沿い

5 接逝峠Llの小さい宅地 (10m以下)

6 繭糸地域I.qiZ2

7 地区IR界付近

<規模にJ:る分原>

I - 宅地It ::0:～ ::5:0

<不利用地>

+ 上記分析 と正枚

〔柁宅 ･宅地tJ与折 )I-領 〕

･･･qq,l=q-{ 三三:≡;…≡芸‥･川

外柿酢偏

挽t快･階段煎肺

仰木 (脈鞘 )･成規n傭

人 r地盤紫仰

I ･･亡･ .I:㌦ .:.I::-･1

7 迎枕住宅姐設(2-救戸 )

8 JI･同住宅娃投 (,ト規映JJi合住宅 )
9 t諌他 として転㈲

10 プレイ E]クト･運動施設範傭

11 少行者緒として愚糊

く ソフト而>

l 役計回付取?'e(故能的制約条件の群苔例 )

2 過′ト宅地との七 ,ト取,J'LI

3 1T字他柵方式の採用(過小宅地を含tl)

4 肌人前の共同化 (コ-ボラティプ方式の帝人 )

5 各練協定 (建策協定･較化協定帝の まちづ くり協定 )
6 地区計画制度

7 民和地 との交換分合

8 地権者 (隣接 )への鎌先分譲制lLE(特約分譲の役柄 )
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10 地区吸界部分の上乗せ遜成串某

日 土砂組物の情報 七 /ター設匪 (民有地のLH発指革 と公CZl取

紺地 .民有地の七 7日淵先王コーディネーターとしての公E7日

12 1宅FLJl奥書 ･公約故FRlへの特約付払い下げ.廠Îi:代行

13 1f歯面地親株の朽検討

14 線下地利用

15 地下鉄用地の上部利用

(JP.宅 .宅 地L)t拾 タイ プ 〕

A 宅地分訴 1J

･ 遜- 宅地分R -1 2RR?,憲 1,500二 ….0.0.A
2 外t苅付宅地分捕

3 溌現 ･階段什宅地分訴

4 駒木什 苑LR付宅地分旅

5 児形痢他の宅地分.TX(水平型 ･≡TZ】地T･)

6 コモ ン付宅地分譲

7 払in付宅地分諏

8 別途小宅他付宅地分譲 lf川Ⅰスペース･物VE帯多El的

スペース付 )

9 敷地利用 (組物位四 ･外偶部分や )梼定宅地分所

ll I,I-. や

B 紐,J'Lt住宅

1 戸建蛙･/I.t旺宅

2 コモ/付戸畑蝿77住宅

3 私道frP姐姐･/;任宅

4 連続住宅 (テラュ-ウス )

5 共同住宅 (タウ/-ウス I

6 佃斜地Lii宅

7 人 口地雀住宅

8 別途小宅他付AJ!･jt･住宅

9 コ一.i-'ラテ ィプJt'同住宅 ()もrq所和 )

10 倍地建,J'ctL宅

C その他用途 利用

I tt小曲

2 プ レイn グト

3 j3(動公鋼

4 輸 他

5 歩行者絡3Sサ ービスヤ ード

6 店舗 (臼板故 .コーナ ー/ ･Yブ符の仮設店舗を含tJ)

7 物毘･Jl川 ･Tf村松切等aZ殴娃焚物による利用
8 家庭薫陶苛の空地利用 (伸地もあ り紺る )



3-3 供給方策の検討

港北地区の分譲対象となる宅地の供給方策には様々な形態が考えられるが､ここでは.

それを行 う手だて (手法) として､､/､-ト面 "と､､ソフト面 "の大きな二つの側面に分け

てその方策を検討する｡

-ード面 "での方策は､最終的なアウトプットの形態､すなわち販売される住宅 ,宅

地のフィジカルな形態 を造 り出すためのものであるが､港北地区の特徴として､公団換地

は ｢整形｣｢不整形｣｢群 としての換地のまとまり｣など多様であるO従 って､住宅地と
しての利用形態について以下のような/;リエ ーショソを考えて.痕も有効な利用方策を追

求することとしたい｡その方策は､概ね次の 11項目に分けられる｡

〔--ド面の方策 〕

1 画 地 割

公団が一般的に行 っている宅地分譲の画地割を想定すれば良いが､この中でもさら

にフィジカルな整備 ,あるいは利用形態の指定等によって次の 3種に分けて考えられ

る｡

a.通常の画地割

背割 ･旗竿宅地等､通常の画地割によって供給する形態0

-対象となる宅地形態-は､地形 ･形状等で問題のない比較的整形な宅地が対象と

なる｡面斑は､最低画地規模が確保できれば特に問題はない｡

b.コモ-/スべ一ス付画地割

通常の画地割を行 うのであるが､その際､いくつかのまとまりある画地群のサー

ビスヤード部分をコモソスペースとして指定する｡この場合､コモンスペース内の

駐車場やアプローチ道路等を整備 しておく方式と､コモンスペースの位置指定のみ

で供給する方式が考えられる｡

一対象-は､通常の画地割 と同様の整形な宅地で､間口×奥行関係等で通常の画地

割が困難な宅地の他､不整形地への対応策 としても有効であるOただし､数画地以

上 とれるまとまりある面積が必要.

C.私道付画地割

bのコモンスペースに替る位置指定道路を取 り付ける場合で､基本的考え方はコ

モンスペース付画地割と同 じである,.

一対象-はbと同じであるが､コモンスペースの確保 (例えば間口が狭い等)が困

難な場合に有効 となる｡
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2 外積整備

駐車スペースや右折み等の外構部分を整備 しておくもので､高擁壁の埋込み駐車場

(ポ ノクスカル/I-ト方式)なども含まれる.

-対象-は､比較的小規模で､画地内の土地利用が困難な場合 ,その他緩傾斜地 ,低

擁壁が必要 とされる宅地 ,雛段造成が必要とされる宅地等である｡

3 擁皇 ･階段整備

一種の外構整備であるが､高擁壁 と専用階段 (共同もあり得る) を､宅地内の利用

形態 を想定 (あるいは指定) しつつ整備 しておくものである｡

一対象-は.急傾斜地 ･高擁壁が必要とされる宅地であるO

図3-6 (外横付宅分〉

4 樹木 (植樹 )･薬 園整 備

宅地内の植樹 ･現存樹木の保存 ,あるいは菜園として利用可能なように整備 してお

く｡

-対象-は､宅地内で利用不能な部分をもつ不整形宅地や､住宅地利用が不可能な過

小宅地 ,高圧線下地や鉄道用地沿いの建物建設が不適当な部分 ,あるいは､利用が困

難な造成法面や､現況地形を保全 しておく必要のある地区である｡
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5 人工地盤整備

高さ関係や周辺状況から､地盤面を上げておく必要のあるとき､擁壁処理や傾斜地

にせず､構造物によって地盤をつくっておくものである｡利用上､地下部分が使用可

能 となるメt)ットをもつが､整備費が高価なものとなるデメリットも併せもつO

-対象一は､擁壁 ･階段整備と同様の急憤斜地 ,高擁壁が必要 とされる宅地であるが､

特に､逆法面となる宅地や､間口が狭い場合等に有効となる｡

6 戸建住宅建設

いわゆる戸建建売住宅となるもので､戸建住宅の建設まで行う｡

敷地の利用形態は､ 1の画地割と同様の､a.通常の画地割 ,b,コモンスペース付画

地割 ,C.私道付画地割が考えられるが､単なる宅地分譲が困難 となる場合に適用する

こととなろう｡ただし､住宅需要予測によれば､宅地分譲に比べて需要量が多く見込

まれているため､住宅供給方策における販売戦略上の有効な手だてとなることは特記

しておきたい｡

一対象一は. 1画地割 ,2外構整備 ,の他､画地割のみでは宅地利用が不利になる整

形地および不整形地を中心に.その適用範囲は広い｡

7 連続住宅建設

公団等の公的住宅に多くみられるテラス-ウス (長屋建)の建設を行 うもので､ 2

戸～敷戸の連続住宅形式がある｡

-対象-は､基本的には､中規模以上の宅地に適用するのが望ましいが､小規秩 (1

画地以上)であっても､面前的に画地割が困難である宅地や.高路線価すなわち住戸

密度を上げる必要がある宅地に有効である｡

図3-8 (連続住宅)
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8. 共同住宅建設

共同住宅の形態がもつ範囲は広いが､ここでは､宅地分譲用地 (基本的には戸建住

宅の建設)からの利用転換 という観点から､低層 ,すなわち1- 3階建の接地型ある

いは準接地型の､いわゆるタウン-ウスの建設を想定 している｡建設に伴う応用範囲

は広いのであるが､問題は比較的小規模 (集合住宅用地に比べて)の宅地において適

用するかどうかの基本的な政策ポリシーにかかる部分が大きい｡

一対象-は､中規模以上の宅地が望ましいが､画地割が困難な宅地 ,連続住宅以上の

住戸密度が要求される高路線価地があげられる｡ただし､他の手だてと合体させて適

用することは可能である｡

9 緑地として整備

公共緑地 ,緩衝緑地 として利用する場合､植樹等の整備が必要となる｡このときI

4樹木 ･菜園整備と異るのは､宅地内緑地としての利用が困難である場合に限 ってい

ることである｡

一対象-は､過小宅地 ,法成法面や既存緑地を抱えた宅地 ,鉄道用地沿いや繰下地部

分で宅地利用が困難となる宅地が主体となる｡

10 プレイロット･運動施設整備

空地利用の手だてとなるもので､遊び場 ,あるいは運動設備を整備する｡

一対象-は､過小宅地 ,線下地 ,鉄道用地 ,将来土地利用までの暫定空地等､宅地と

して利用困難な不利用地｡

11 歩行者緒として整備

現行計画の歩行者ネットワークに上乗せ して指定できる歩行者路を整備する｡

-対象-は910と同様､宅地 として利用困難な不利用地であるが､歩行者路として

利用価値のある宅地に限る｡

､､ソフト面 "での対応方策は､様々な制約条件や事業手法との関連から､次の 16項目

を提案 したい｡

1 設計図付販売

宅地分譲を行う場合､画地が小規模である ,不整形である ,線下地部分をもつ等々

で､画地内の建物配置や駐車スペースの位置などの敷地利用が困難を伴う場合､ある

いは.街区やまちなみとして統一のとれたデザインや良好な環境の保全などを推進 し

たい場合に有効となるもので､供給者 (公団)が敷地利用等の設計図を付けて販売す

る方式である｡設計図には､単に敷地利用だけのもの､垣根や植樹位置 ,外構部分な

どの-クテ リアの仕上げまで､さらには､建物形態から建築図面に至るまで各種考え

られる｡設計内容を担保するために､いわゆる ｢売 り建て｣方式により工事代行 ,施
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行業者の指定などが考えられるが､よりゆるやかに設計審査を義務づけるなどの方策

もあろう｡ただし､基本的には､強制力や制限を加えるためのものではなく､画地の

俵能的制約条件に対する解答例として用いるものである0

2 過小宅地とのセット販売

港北地区には､一般住宅地内に独立 して存在する150m'以下の過小宅地が87輩

(約 1割)もあるため､これらの宅地の取 り扱いが非常に重要となる｡ここでは.過

小宅地を近接する分譲宅地とセットで販売する方式を提示 したい｡分譲宅地には､建

物建設で販売する場合も含めて､様々なタイプがあるが､駐車スペースや物置などに

利用するフレキシフ'ルな用地を分離 して配置することは充分可能であろう｡特に.

150- 200''{程度の小規模宅地や.共同住宅形式の集合駐事場用地に利用されれば

有効な措置となろう｡

ただし､この場合セットされる用地間の位置関係 ,セットした場合の面桁状況と販

売価格などに検討する余地を残 している｡

a 借地権方式の採用

借地権方式は､ヨーPッバ諸国では法制度 として一般的になっているのであるが.

わが国においては､現在ではほとんど現実的な施策とはなっていない｡これは､市街

地での異常な地価上昇に起因していると考えられ､その原因として､住宅需要者であ

る市民も土地所有者である良民も､いずれもが､土地を ｢利用すべきもの｣としてよ

りも ｢資産 として保有すること｣を指向しているためにはかならない｡従 って､この

ような一般的通念を打ち破ることが施策 として重要になる｡

そのためには､(》開発利益を公共還元する制度を設け.土地を所有 しているだけで

は帝からず､税金がかかるだけむしろ損になるという仕組みが必要で､②土地保有税

土地譲渡所得税を強化 して､遊休地化や土地投故を防止 し､③所有本位でなくなった

宅地について､所有権以外のものの利用が促進されるような借地方式を打ち出すこと

が必要となる｡

これを進めるための方策としては.イギリスのリース ･ホール ド (永代借地権)刺

度が参考となる｡ これは.自治体が農地所有者 (地権者)から良地 (宅地)の信託を

受け (99年期限付き)､これを利用者 (居住者)に三世代 99年間の期限で土地利用

権のみを分譲するもので､模式化すると図 3-9のように表わすことができる｡

ただし､この制度を用いた場合も､いくつかの問題が生 じるのであるが､次の特約

を結ぶことによって解決が可能 と考えられる｡①住宅用地 としての用途指定 と建築期

限の指定 (5年程度)､②宅地利用権の譲渡 ･転貸の禁止､③住宅の増 ･改築の際､

地上権者 としての自治体の許可を受ける.④宅地利用権老からの買収請求に応 じて自

治体が買い取る､などである｡
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図3-9 借地権方式による住宅用地供給事業模式図 (民一公一民の場合)
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地 代

可妃とすら.A 都 市 ,,4 磯 村 英 一

,所有柚分は ｣

▼ tt明 日の

なお､借地権 方式 で考 え られている"土地賃借権付 き ､と､､地上権付 き "の比較検

討 は次表 に示す とお りである｡

蓑3-3 借地権方式の検討

価格低減化方策の内容 考 察 事 例 の 紹 介

1. 借地権方式

売れゆき不振のため､完

成在庫 となっているものは

販売促進には値下げ断行以

外にない｡ しかし､すでに

入居者のある団地では､値

下げは好ましくない｡

まして大手デベロッパーに

なると簡単にはできない｡

そこで考えられたのが借地

権方式である｡

借地権方式には2通 りあ

り､ ｢土地ff借権付き｣ と

｢地上権付き｣である｡

｢地上権付き｣の方が安心

感があると評価されているO

(1)土地賃借権付き

住宅価格と駒入力との垂

離の縮小 ,新 しい供給方式

総価格では､所有権付き

の8掛程度まで安く供給で
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土地賃借権付き

o昭和 56年 9月交通公社

不動産 ｢杉並天沼分譲住宅｣

の再販物件 ,価格5970

-7420万円の物件を借

地権方式に切 り替えた｡総

額は2割引き下げられ､価

格は4610-5760万

円になった｡

o昭和 56年 11月京王不

動産 ｢平山住宅地｣価格

5908-6678万円 ,

平均価格6200万円の物

件が平均価格で 1500万

円前後低 くすることが可能

となった｡ しかし地代が重

いという｡つまり4790

万円 ,敷地面前234.03



価格低減化方策の内容 考 案 事 例 の 紹 介

の定着をねらい考 えられた. き､需要者の拡大をうなが Tnt,建築面前135.36m'

詔賓者は所有権では ｢ち すことができる.東急不動 の 5LDKの場合､地代は

よっと手が届かない｣者を 産の場合底地権の購入時期 35670円/月となる.○

対象に近い将来底地権を買 が5年以内 ,10年以内 , この他自己資金を3000

いとることを原則としてお その後によって地価上昇率 万円とすると､提携 ローン

り､価格は2割毎度の低減 を年5% .8%時価 と変え

となり､その結果粋人者層 ている○5年以内に購入 し 返済約8万円 ,計 11万円

の拡大 .需要の掘 り起こし てもらえればプt,ジエクト 以上の負担は大きく販売に

が顕著となった○ 収支は成功としているo L 結びつ くのは難 しいといつ

かし酔入着全員が ｢一生､ た声もあるo

借地でよい｣ と判断 した時 o東急不動産では力を住い

は､赤字の危険がある○ でお り. ｢柏 ビレヂ｣｢こ

また､5000万円を起 ま武蔵台｣｢はんだ千葉東｣

える高級物件 ,1億円もす ｢こまがわ｣などで供給さ

る建売住宅では ｢頚借権｣ れた○

ということで敬遠されるこ ｢柏 ビL,ヂ｣の場合､平

とになり.全ての価格帯に 均敷地面前191.477!,建築

は応用がきかないo 面机120,59m'価格は所有権付 4256万円.土地f2倍種付 (60%)は3372万円と､880万円安い.このため世帯主年令は41.7才から36.5才と5.2才若く平均年収も695万円からなっている○顧客の半数が正信権付きを選び､ この需要層の拡大をうなが したo

(2)地上権付き 地主 ,購入者 ,開発業者 地上権付き地上権は ｢物権｣登記, DEI本新都市田発の ｢市原

抵当権の設定 ,転売も自由 それぞれにメリッ トがある 国分寺台｣では.平均敷地

にできる○このためff借権 ｢土地利用面の技術革新で 面那204.47R.,建物94.82

よりも安心感を与えること ある｣ としている○今後市 mIに対 し､所有権付は価格

ができることから､信用面 街化区域内の農地 と区画盤 2500万円 ,地上権付は

で大手に劣る中小企業で行 理事業地内で ｢地上権付き｣

なわれている○◆ 供給が増えていくものと思

われるo め年収対応も所有権付が

地代は､マノシ∃ソから 420万円以上 ,地上種付

の移転者が多い為､駐車場 が340万円以上 と80万

料金 ,管理班がふ りかわる 円の差である0年収80万

等, さほど怒荷とは感 じて 円の差は5-7年かかると
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価格低減化方策の内容 考 察 卒 倒 の 紹 介

宅地分譲及び宅地の供給形億に関する調査 昭和57年 白白都市建築研究所

なお､公団では昭和 59年度から､借地方式による2種頬の新住宅供給方式を創設

することとしている｡これは ｢ス ケル トソ賃貸方式｣ と ｢借地権分譲方式｣で､その

概要は以下に示すが.土地流動が停滞 し住宅供給者の素地取得が困難化 していること､

低経済成長下において住宅取得が困難化 していることに対する一つの妥開策 として注

目される｡

蓑3-4 新住宅供給方式の概要

スケル ト/球rl方式にJ:る旺宅の粥拾 低地撫分捕方式帝人に上るVTしいEn地鉄営

入店名のライフスタイルに応 じてn;)収 り､横様件九苛が自由で､

比較的低dEなLd5柿の住宅を供給するため.公Eflがは股する住宅の う

ち.土地及UIE篭のFl体制 ま公団が所市 町用 し珊lYするとともに

住宅の必作 rAl僻耳は入店名が所有 LF確するスケル トンfTtY方式

にJ:るtf宅 をLI日余する｡ また､℡B!血合を帝人し.入居1毛の管用C

aLのF,J上を向る｡

1 1上 物

tl) K件は.公団が所有し.入店者に珊lYする｡
C2) 内装等 (5,円正作.娃共.内洪仕上材.J?.内題廿等)は.A
店者の*盟を生か し公EZ)が建設 し.入Ag方に訴#する.

2 土地及U島外M帝JI設

公民が所有 し.℡Jtする｡

3 蛙物のftnT椎は､公印の凍盟を何て.人G;宅が他に床波できる.,

4 害11及U捌At全

人倍怨の水空に上りn範等が兆)(各が.lul取 り 仕維苛が公団

の分析住宅併収の胡合は､現行のtTlモー上宅に瞭ペ､初年虻におい

てほぼ同府腔のEl担 とfrる｡ (このほか.人Ai.t毛は.一時金200

万円をJTl也するり)

作宅'J;牢戒のニ-ズの多様化に対応 しつつ.土地の合理的砥用を

凹るとともに.将来にわたってJufなはEZ境を深作するため は宅

所17様式制 こ-ラエティーを持たせなが ら.土地及U炎用施設は公

田が一体として所和 ℡期すaL汁他qi分鎌方式の帝人に.tる新 しい

仇埠伴盲目こJ:ワ､tll伐及び分捕tJ:宅の一体的かつ舛力的11折損 を行
う●

1 分詐住宅の姥物

公81が妊盈 し.親友する｡

2 分aHf宅にかかる土地BtU度外附帯Jt設
川 吐物の呼用r【地部分

借地Ne分薪とする.. (EE地格は公用が所有し.m地内をとる｡)

12) 火川虫他罪分及U出外MqTJE3
公田がtuYは毛にかかる故地と-件として所有 ℡JtL.班
用料をとる｡

3 分所tJ:毛等のZX凍条件

分捕住宅の蛙物部分及U叩JIl敷地部分の借地fiの訴茨代金は.

朋行の長期特別分TR住宅とrli)様の支払い先件とする｡

･l rllItEr

DL行のrlii住宅 と同伴 公r31が所前 野瑚する.

5 分併任宅にかかる倍地科.旺川村及U制妖金

BL行の分訴住宅に佼ペ.初句一般において約 1割 (約 10.000円)

La皮のn担軽経とfIる｡
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4 購入者の共同化

いわゆるコーポラティブ方式 (グループ分譲)の採用であるが､共同分譲宅地と共

同分譲住宅の2つに大きく分けて考えることができるハ グループ分譲は､あらかじめ

入居予定者が協議 して計画に参加することから､親愛感のあるコミュニティの形成が

期待される.また､画地線なしで分譲可能なことから､不整形地や通常の画地割によ

る分譲が困難な場合に非常に有効 となる0-万､問題となるのは､①購入者の共同化､

②宅地として提供 した場合の共同建設方式､③所有権 と買売 ･増 ･改築等に関る諸問

題が将来生 じる可能性､などがある｡①については､より広義の共同化として把えれ

ば､三世代 ,二世代住居や､友人 ,知人 ,親族などの共同化も考えられるが､基本的

には､共同化 していくためのとりまとめ方策が問題となろう｡②の共同建設方式は､

例えば宅地開発公団で検討された方式 ("共同分譲の実施に関する調査 "昭和 56年

3月)､すなわち､建物建設に民間デベロッパーが参加する方式は参考 となろう｡

③については､ マ ン ソ ヨソの分割所有等で問題 となったように､極めて板の深い問題

であり､法制度上の整備が必要である｡

図3-10 くグループ分譲方式の流れ)

5 各種 協 定

建築協定 ･緑化協定等のまちづ くりに関する各種協定を設定することによって､環

境水準を高める方策である｡良好な環境水準が保全されることは､ともすれば居住者

への制約条件 となって敬遠される可能性をもつが､逆に､地域のイメージ ･アップに

よって桝買層を獲得する手だてともなる｡
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6 地区計画制度

地区計画制度は､必ず しも市街化 を促進す るための手法ではないのであるが､実質

的 には ビル トア ップの進 んだ既成市街地の再開発手法 としては限界 もあることか ら､

新規開発が行 なわれた時点 で採用 してお くことが有効 な措置 となる｡ また､地区計画

で定 める事項についてみ る と､敷地利用や建物 についてよ り詳細 な事柄 を定 めること

ができ､ 1設計図付販売や 5各種協定 な どを推進 してい く一 つの手法 として把 えるこ

とができる｡従 って､計画地区内の過小宅地等の利用についても何 らかの供給す る手

だて と考 えられる｡

表3-5 地区計画の概要

●地区計画で定める事項

(か計画の種頬,名称,位置,区域,区域の面前

②計画の目標,区域の整備 .開発及び保全に関する方針

(診主として街区内等の利用に供せられる道路 一公園,都市計画施設以外の施設である道路 .

公園 .緑地 .広場 .その他の公共空地 (-地区施設)

●地区整備計画で定められる事項

(》地区施設の配置i及び規模

(診建築物等の用途の制限,容抗率の庖高限度 (十分の五以上),又は最低限度建ベイ率の投低

限度 (十分の三以上),敷地面前の股低限度,建築面積の収低限度.壁面の位置の制限,建

焚物等の高さの戯高限度又は最低限度

(診建築物の屋根 .外壁の形態 .意匠の形状又は材料による制限,建築物に附属する門 一-い

の高さ.形状 -材料の制限

図3-11 清水市北矢部地区計画と建築協定等の関係図

町づくり申し合わせ
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7 民有地との交換分合

特に過小宅地や不整形地について､隣接する民有地 との交換分合を図 りたい｡それ

によって､住宅地 として不適当な過小宅地をなくす と同時に､あるまとまりをもった

整形な宅地分譲用地を確保する｡これを行 ううえで考えられる問題点は､①既に決定

している換地計画を変更することと同 じである ②従 って､地権者の同意が得られに

くい ,③金銭による変更のための保障は､公団取得地を増やすことと同義であり､現

在では不可能である ,などである｡ しか し.一部の換地計画の見直 しが可能であるな

らば､試みる意義は大きい｡

なお､同様に未利用地 となる公団取得地だけでなく.ある程度のまとまりをもった

公団宅分用地を確保するために､昭和 58年度から制度化されている ｢特別借地制度｣

を活用することも考えられて良い｡ この制度は､民有地を公団が借地 して公団住宅を

供給するものであるが､港北地区の特質 となっている分散化 した公団取得地を充分活

かす うえで､また地区内のビル トアップを促進 していくうえで有効な措置 となろう｡

図3- 12 く特別借地制度の流れ)

22年

■い えなみ 【8309

8 地権者への優先分譲制度

公団開発地区で以前行われていた地権者への優先的な特約分譲制度の復活で､制度

上の問題はないO しかし､実際には民有地の増大になることであるから､過小宅地や

不整形地の一部についてのみ対象とし､不利用地の改善を図 りたい｡また､市街化促

進の手だてとなる特約を結ぶことが可能であれば.これを行 うことが望ましい｡
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9. 建築義務制度の緩和

停滞する市街化の促進 と購入者の建築資金確保のために､現行建築義務年限 を3年

間から5- 6年間に延長する｡ これは､実質的には宅地需要層 を拡大することにつな

がり､長期的にみれば市街化を促進する有効な措置 となろう｡また､保有年数指定 に

よる転売認可も検討する価値がある｡ これは､公団取得地の民間業者への払い下げを

可能にするもので､例えば何 らかのフィジカルな加工を必要 とする特約をつけるなど

して公EfE取得地 としての環境保全を図ることは必要である｡

10 地区境界部分の上乗せ事業

地区境界部分には､造成法面や既存緑地保存の斜面などが多く､このほとんどが公

団取得地 となっている｡このような宅地は､大部分が不利用地 とせざるを得ず､何 ら

かの利用を図るとすれば､長期的展望に立 った検討が必要である｡ここでは､現在行

っている事業終了後､再度上乗せ事業 を行 うことを提案 したい｡港北地区周辺は東急

田園都市開発を中心 とした開発事業が連続 して集中 してお り､これらとの連坦 した市

街地 を形成すること ,公団施行地区境界からさらに広いエ リアがニュータウン地域 と

して計画されていること ,これまでの公団開発では､周辺にとり残 された地権者が強

い開発意欲をもつようになること ,などから積極的に検討 していく意義は大きいと考

えられる｡

11 土地 ･建物の情報センターの設置

一般に公団の開発地区では､民有地の市街化 (ヒル トアップ)が最も遅れる傾向を

もつ｡ しか し､准北地区では､公団取得地が細かく分散 していることから.民有地に

とり込まれた形で公団取得地の大巾などル トアップ停滞が経念される｡また､公団宅

地分譲用地がまとまっている時には､それが市街化を促進 させる重要な要因として機

能することが期待できるのであるが､このような状況も現在のところ望めないであろ

う｡従 って､ヒル トアップを促進させ早期の市街化を進展させるために､公田がコー
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ディ不一クーとしての設割をもった､､住宅 ･宅地開発セ-/クー "を設置 してはどうか｡

そこでは､(D民有地の開発について地権者の相談に乗ること,②様々な民有地開発

に係る情報を収集 ･提供すること ,③公団取得地 と民有地のセット開発を推進するこ

と ,④乱開発 ･粗悪な開発による環境悪化を防 ぐこと ,などが主な業務として行われ

る｡

12 民間業者の活力導入

今日の住宅産業は､第 2次産業から第 3次産業への転換が進んできていると云って

よい｡つまり､住宅は､需要と供給の丑的関係に起因する数合せの時代から､流通産

業の中での商品へとその性質を変えつつあるのである｡民間業者が中古物件の下取 り

を目玉 とし大益に発生する買い替え層をターゲットとし､または買い替え層をつくり

上げていくことにエネルギーを費 しているのはこの良い例と云えよう｡

これに対 して､公団をは じめとした公的機関の住宅建設は.現在でもなお"供給 "

することを原則としているが故に､その対象者が激減 してきている｡ しかし一方で､

本来居住者が求めている質の高い住宅 ･良好な環境を提供 してきているのも公的機関

による住宅建設であろう｡

このような状況の中で.需要者サイ ドからみれば.一方が一方の領域に固執するこ

となく､低廉で､良質の住宅 ･環境を保ちつつしかもライフサイクルに合わせた住宅

流通システムの中で､住宅供給がなされることが求められているのである｡そのため

には､現在住宅地開発と住宅建設について､制度的にも技術的にも最も力をもってい

る公団 と活力ある民間業者の協力関係が必要なのである｡

両者の協力関係では､相互に欠点を補完できる最も効率の良い関係をつくり上げる

ことが必要であるが､基本的には,公団住宅の質を保ちつつ､民間業者の活力を導入

することが必要であろう｡そのため､公田 ･民間それぞれの得意な分野 を分担 し融合

するなど､いくつかの振合 ･協調 した事業の対1み合わせを工夫することが望ましいと

考 える｡つまり､現行の公団手法の開発ソステムの中に､いかに民間業者をとり入れ

るかが問題 となる訳である｡

現行の公団開発のシステムは､模式化すれば図 3- 14-Aのようになるが､前述

した基本理念に沿って新たなソステムを考えると､公団宅地部門が基盤整備を行 うこ

とは従来方式を変えず､公田住建部門 ･販売部門 と民間業者の住宅建設 ･販売部門の

関係でいくつかの児るフローが生み出せるo ここでは､より単純化 した模式であるが

図 3- 14-Bに示す 4つの方式を考えたい.

圧]は､公団が住宅建設まで行 う､いわゆる民間業者による販売代行方式であるが､

販売価格が高 くなることは避けられず､需要者には歓迎されない方式である｡

Ei]は､住宅建設 ･販売を民間業者が行 うもので､現行制度の中では滋もI)7リティ
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住宅にも応 じられる体制づ くりが必要 とされるだろう｡

以上､詳細 をここで検討するゆとりはないのであるが､公団 ･民間共同方式の概要

を述べた｡いずれにしても､公団が民間と共同 していく場合最も問題 となるのは､民

間業者の取 り組む姿勢であるO公団 としては､市街化に関る民間活力の導入を6-極的

に検討 したい.そのためには､住宅金融公庫 との連塊による､ビルダーに対する資金

提供 ,債務保証など公的機関としての立場をフル活用する必要もあろう｡

これらの方策について検証するために､民間企業へのアンケート調査を行 うことを

提案 したい｡公団と共同可能 と思われる大手デベpッバーと地元 ビルダ-に対 して､

いくつかの共同メニューを提示 して､それへの対応 を知ることは有効な手がかりとな

ろう｡

13 計画画地規模の再検討

港北地区の公団取得地の平均画地規模は 250†げで計画されている｡ これは､良好な

環境維持 と良質な住宅建設を行 うためであって､その意味での効用は大きい｡ しかし､

公団取得地が細分化されモザイク状に分散されている現在の換地状況では､まとまり

ある街区あるいは7'ロックを形成することは難 しく､単体 としての効果 を期待するに

止 らざるを得ない｡また､個別の宅地についても､過大な画地 ,過小な画地が生 じる

ことは避けられず､必ず しも計画に沿った画地提供を行 うことはできない.そこで､

路線価や宅地係数等による宅地の評価基準に従って､平均画地規模の小さい､あるい

は戸数密度の高い地区を設定 してはどうか｡

一般に､民間業者の販売救略の中では､肪入老サイ ドのニーズに合わせて､フレキ

シブルに物件 を対応させることが重視されており､公団においても数多い供給 メニュ

を取 り揃えることによって､様々な住要求に対応 していくことが求められている｡こ

のようなことから､小規模共同住宅から大規模独立住宅用地まで､広い巾の中で個々

の宅地の供給形態 を検討 してゆくことが必要であろう.

14 用途地域 ･地区カルテによる住宅以外の利用検討

一般住宅地内の公団取得地には､過小宅地や緑下地 ･造成法面などによって不利用

地 となるところが多く発生する｡これらを有効に利用 し､かつ地域住民の多様な要求

に応えるために､公団取得地の住宅地以外の利用も検討されるべきである｡個々には､

あまりにも規模が小さくなるため､地区計画など一部を除いて法的 ,制度的 コントp

-ルは難 しい｡そこで､自販機 コーナーやランドリー ,仮設店舗あるいは倉庫 ,資材

置場 ,展示場から家庭菜園利用まで､幅広い空地利用を図 りたい｡あまりにも計画的

な利用形態は､かえって住宅地を面白味のない固定化 したものに してしまうし､逆に

計画から逸脱 した形態が民有地内に自然発生的に生ずる光景はよく見かけるところで

ある｡多様な住要求の先取 りは､公的機関であっても必要不可欠と考える｡
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15 線下地利用

港北地区内には高圧送電線がいくつかあるが､これによって建築物の規制が行われ

る線下地部分が多く発生する｡公団取得地だけでも1･2地区合わせて約 19Laにも

達 しているこの線下地部分は､様々な計画的障害をひき超 している｡これに対応する

ために､原則的には線下地の宅地利用を提案 したい｡宅地内においても､庭や駐車場 ･

サービスヤードなどの空地が多く存在 しているのであり､この部分を線下地に利用す

ることは､支障を少くし､利用効率を上げることにつながるだろう｡ただし､敷地利

用形態の指定や7 ド/くイス ,画地規模増大による不利益改善など､居住者に対するサ

ービス ,アフター･ケアが必要とされる｡

住宅 ･宅地供給タイプの検討

住宅 ･宅地を供給する場合､物件状況 ,価格 ,制度などによって様々なスタイルが考え

られるのであるが､港北地区においては､これまで述べてきた港北地区公団取得地の状況

(3-1)と供給方策に関る様々な方法 ･アイデア (3-3)の2つの軸の関係によって.

その供給 タイプを検討する｡このとき､敷地利用形態 として表れる供給タイプと敷地所有

関係等のソフトな対応策として表れる供給タイプが想定できる｡一方､供給者側の政策的

対応によって左右される形態 として､宅地のみの分譲なのか､建物 (住宅)を建設 して分

譲するのか､の 2つの大きな方法が考えられる｡これらを統合 して､港北地区の住宅 ･宅

地供給タイプを整理すると次のような形態分類となる.なお､ここでは.敷地利用上は重

複する部分もあるのであるが,供給戦略上その位置付けが異るため､宅地分譲 (A)と建

売住宅 (a)に分けて掲げることとした｡

A 宅 地 分 譲

A-1 通常の宅地分譲

公田がこれまで行ってきた宅地分譲が､そのままのスタイルで行えるもので､宅地

面前によって 1画地のみを単独で供給するタイプ (150- 3001Tiz-公団取得地分類

Al,2) ,2画地以上を画地割 して供給するタイプ (300〝～以上-A3-7)がある｡

対象は､公団取得地分頬で得られた､､整形地 (Aタイプ)"の全てがあげられる｡ただ

し.2画地以上の宅地は､画地割の仕方 ,例えば面積的に中途半端な画地が生ずる場

合､あるいは画地形状に無理が生 じる場合など､その形態に困難があるときは他のタ

イプとして詳細な検討を行 う必要がある｡

A-2 外横付宅地分譲

通常の宅地分譲に近い形態であるが､石群み ,カーポート,生垣などの外構部分を

整備 したうえで行う宅地分譲で､他のタイプと併用されることも多い｡形態的にはA

-3 (高擁壁 ･階段付)との仕分けが難 しいのであるが､ここでは､勾配 20多以下

の緩傾斜地 ,高さ3Tn以下の低擁壁地 ,雛段宅地 ,に適用されるものとし､その他に
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も､敷地利用がある程度限定される小宅地 ,整備水準を上げて供給する必要のある宅

地 ,などが対象となる｡

A-3 高擁壁 ･階段付宅地分譲

A-2の外構整備部分がより大規模なものとなる場合で､高さ3TTL以上の擁壁と7

ブローチのための階段 ,その他の外横を整備 して供給する宅地分譲である｡整備内容

は､擁壁 ･階段をはじめとして､ボックスカルバート方式を含めた駐車設備 ,門 ,柵,

植栽など多彩で大がかりなものとなるO対象は､勾配 20%以上の急傾斜地 ,高さ3

TTL以上のL,ベル差をもつ宅地が主なものとなり､その範囲は限定される｡

図3115 高鉄壁 ･階段付宅地

+ +-,タ… ルパー一方犬のStTL放せ

A-4 樹木付 ･薬園付宅地分譲

良好な樹木の保存 ,あるいは植樹 ,宅地内家庭菜園を整備 して供給する宅地分譲で.

高圧線下の建築制限エリアの宅地利用や不整形地などで宅地内不利用地が生 じる場合

などに適用される｡従って公団取得地の不利用地利用を図る手だてとして有効なもの

と考えられるが､宅地面積が比較的大きくなることが予想され､そのために供給価格

の低減化措置が必要とされることが多い.

図3116 菜園付宅地分譲
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なお､菜園付宅地を公団が行っている事例では､現在施行中の南台地区における鉄

道沿い傾斜地の菜園利用がある｡また､これは小宅地の不利用地利用にもなるが､団

地の家庭菜園設置が試みられている例としてくずは団地がある｡

A-5 異形画地の宅地分譲

小規模なものは､宅地そのものの形態が大規模な宅地では画地割を行う中で生 じた

画地形態が三角地 ,台形地 ,短冊地や旗竿画地などの不整形な状態で供給 しなければ

ならない宅地分譲である｡

図3-17 異形画地宅地分譲

対象となるのは､不整形地の他 2画地以上の画地割が必要な整形地のうち､その形状

(間口×奥行など)から画地割困難となる宅地があげられる｡問静 ま､面前 ･方位や

形状から利用不能の部分が生 じたり､建物位置などが限定されることなどで､敷地利

用に工夫が必要とされる点である｡従って､単なる宅分だけでなく外構整備や設計図

による敷地利用指定あるいは､建売住宅など他の供給タイプとの併用がより有効な措

置 となる｡なお､様々な形態事例は公団 ,民間共に数多くある｡

A-6 コモン付宅地分譲

数画地が共同して利用するコモソスペースをあらかじめ設定 したうえで画地割 ,供

給する宅地分譲で､整形地であっても中規模以上で全画地を接道させるのが難 しいな

ど通常の画地割が困難な宅地に適用される｡また､不整形地や宅地内画地規模が過小

過大となる場合などにも有効となるO ただし､専有画地面積が小さくなること,コモン

の維持 ･管理を共同で行 う必要があることなどの検討されるべき問題点ももっている｡

なお､事例は公団 ･民間共に多い｡
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図3-18 コモンスペース付宅地分譲

A-7 私道付宅地分譲

A-6のコモン付宅分 と同様の形態であるが､教画地が共同 して利用する位置指定

道路を設定 したうえで､画地割 ･供給する宅地分譲である｡その対象となる宅地もコ

モン付宅分 とほぼ同様なのであるが､例えば宅地の間口が狭 く奥行が深い場合など､

コモンスペ ースがとり難い宅地形状にも適応できるものである｡事例は､民間の開発

地区に多くみられる｡

図3-19 私道付宅地分譲
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A-8 別途小宅地付宅地分譲

住宅用地 として供給することのできない過小宅地を､最寄 りの宅地分譲用地とセッ

トで分譲するものである｡このとき､過小宅地は駐車スペース ,物置などのユーティ

リティ･スペースとして利用されることを想定 しており､あるまとまりをもった宅地

の共同利用地としても有効 となろう｡対象地区は過小宅地と近隣の宅地であるが､そ

の位置関係や規模 ･形状などセットする宅地の選定に難 しさがある｡また過小宅地の

価格低減措置など､購入者側に立った特典も必要となろうが､小規模宅地の有効利用 ,

不利用地の減少など,そのメリットも多い｡なお事例は､民間によく見られる共同駐

車場などの他はあまり見 られない｡

図3-20 別途小宅地付宅地分譲

A-9 敷地利用指定宅地分譲

供給する段階で画地内の利用形態をある程度指定 して行う宅地分譲で､各種の機能

的制約条件を解決する方法を設計図などで指定 して販売するものである｡具体的には､

建物や駐車スペースなどの配置や規模 (建築面綴 ･延朱面積 ･階数等) ,門 .桐 .植

栽などの外構部分の形態指定等が考えられ､宅地の規模 ･形状から敷地利用が非効率

的になる恐れがある場合､線下地や傾斜 ･擁壁によって敷地の一部分に利用制限が加

えられる場合､壁面線指定や建物 ･エクステリアのデザイソ協定などのまちづくりに

関する形態的誘導が必要な場合などに有効な措置となる｡云わば.更地の宅地分譲と

建売住宅の中間的な供給形態 と考えられ､販売後の外構整備 ･住宅建設にアフターケ

アが要求される｡対象は､敷地利用に困難が予想される小宅地 ･不整形地 ･線下地部

分を有する宅地 ･擁壁 ･外構付宅地が中心 となろう｡
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図3-21 敷地利用指定宅地分譲

A-10 コーポラティブ宅地分譲

数画地以上の宅地を､購入者をとりまとめた共同所有形態で行う宅地分譲である○

対象は､通常の画地割が困難と考えられる数画地以上の宅地で､地形 .形状に左右さ

れることなく､巾の広い対応策として考えたい｡供給タイプとしては､形態的 (′､-

ド面の)提案にし難いのであるが､その内容と問題点については 3- 3"供給方策の

検討 "のソフト面の方策 4"購入者の共同化 "で述べた事柄があげられるo従って､

供給上の政策 ･戦略での位置付けが重要になると云えよう｡事例としては､民間開発

を中心として近年いくつか見られる｡

A-11 借 地

借地方式による宅地供給は､コーポラティブ方式と同様に形態 として表現すること

が困難であり､ 3- 3"供給方策の検討 ､､のソフト面の方策 3､､借地権方式の採用 "

で述べた政策的対応が中心的課題となる｡

B 建 売 住 宅

B-1 戸建建売住宅

宅地分譲の供給タイプのA- 1～ 5に戸建住宅を建設 して供給するもので､宅地の

利用効率を高める ,住宅地としての良好な水準を保つ ,各種のまちづくり協定を卒先

して行 うことができる ,地区全体のビル トアップを促進する ,などの利点をもつo し

かし､一方で供給価格が高 くなり対象者が限定される恐れがある ,宅地分譲を前提と

した供給計画の中で政策的転換が必要とされる ,などの検討されるべき課題も多いo

いずれにしても､供給タイプとしては当然あり得べき形態であり､その実施方策も特

に困難な点は見られないのであるが､公団の住宅供給ポリシーにおける明確な位置付

けが最も重要となろう｡
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B-2 コモンスペース付戸建建売住宅

宅地分譲の供給タイプのA-6に戸建住宅を建設 して供給するもので､その内容は

B-1と同様であるが､各画地の敷地利用形態 とコモンスペースの整合性を計画的に

とりまとめることができ､その利点は多い｡

B-3 私道付戸建建売住宅

宅地分譲の供給タイプのA-7に戸建住宅を建設 して供給するもので､その内容は

B-1,2と同様である｡

B-4 テラス‥ウス

接地型の連続住宅を建設 して供給するものであるが､公団がこれまで行ってきた集

合住宅地として大規模に建設する形態ではなく､敷戸～十敷戸 レベルのまとまりで建

設 しようとするものである｡云わば小規模集合住宅地開発の一形態として把えられる

が､小規模に公団取得地が分散されている港北地区では､その効果は大きなものが期

待できる｡対象は､整形地であっても画地割が困難となる宅地 ,不整形地で異形画地

が多く発生する宅地 ,センター附近などの高路線価地区で住戸密度を上げる必要のあ

る宅地 ,などが有力である｡ただし､独立住宅用地としての宅分用地を小規模とは云

え集合住宅地とすることについては､B-1･- 3と同様に公田の住宅政策上の見直 し

が必要となろう｡

図3-22 テ ラスハ ウス
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B-5 タウン-ウス

接地型 ･準接地型の低層集合住宅を建設 し供給するもので､その利点や問題点 ,対

象となる宅地の考え方は. B- 4テラス-ウスと同様である｡ただし､敷地の所有形

態がテラス-ウスのように明確に分割されたものとはならず､共同所有形態 となり､

共用庭あるいはコモンスペースが形成されることから､それらの維持 ･管理について

も詳細な検討が必要とされる｡従って､テラス/＼ウスよりも高密でコンパクトな計画

住宅地を形成することができるが.反面､集合住宅地色を強めることになり､その対応

B-6 傾斜地住宅

勾配 20帝以上の傾斜地に低層集合住宅を建設 し供給するもので､独立住宅地とし

ての画地割が困難な傾斜地 ,あるいは､レベル差が大きく､大規模な擁壁や落差の大

きい雛段造成が発生 し､周辺住宅地との調和を保つことが難 しい宅地に適用される｡

従って､対象は急傾斜地 ,高擁壁宅地で､ある程度のまとまりある規模をもった地区

となる｡ただし､一般に傾斜地住宅の対象とされる勾配 15多以上の傾斜地も対象と

して考慮に入れたい｡このとき. 15- 20帝の傾斜地は他の供給タイプの検討も行う

中で選定することが望ましい｡

なお､傾斜地住宅は独立住宅地として不適当な地形の一つの解決策として位置づけ

られるのであるが､公団宅分用地としての役割や住宅政策上の問題点は､ B- 4 ,5
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B-7 人口地盤住宅

A13"高擁壁 ･階段付宅地分譲 "あるいはB-611傾斜地住宅 "の特殊タイプと

して.人口地盤による住宅地供給が考えられる｡これは逆法面 となる宅地や傾斜地が

対象となるが､通常の造成では周辺宅地との整合性を保つことが困難であり､また住

宅地としての良好な環境を保全することが困難 となる場合により有効な措置となる｡

また､宅地を立体的に活用することが可能となり､効率の良い宅地利用が図れる利点

をもつ｡ しかし一方で､工事費増大による分譲価格の高騰につながる恐れもあり､対

象地区の選定 ,整備形態の立案には供重な配慮が必要である｡

B-8 別途小宅地付建売住宅

A-8"別途小宅地付宅地分譲 "に戸建あるいは共同住宅を建設 して供給するもの

で､その基本的考え方はA-8,B-1と同様である｡従って､ 150dの過小宅地の

住宅地利用を目的 として､B-1,4,5に併用させた供給形態 と考えることができ

る｡

B-9 コーポラティブ共同住宅

宅地防人者が共同 して住宅を建設するもので､宅地の販売から購入者の共同化 ,住

宅の建設までを一貫 して公団が行う供給タイプである｡宅地の共同購入形態 という点

ではA-10と同様であるが.ここでは.さらに住宅建設にまで公団がコミットしてい

くという点で他の供給タイプとは大きく異る｡小規模なものでは.2世代･3世代住宅,

親族共同住宅から.数世帯 ～ 十数世帯の共同住宅まで多様な形態が考えられるが､

住宅供給政策上の新たな位置付けと.実施に到る詳細な検討が必要 とされる｡

B-10 倍地建売住宅

公団が地主となって宅地を賃貸 し､住宅を分譲する供給タイプである｡その考え方

は､ 3- 3､､供給方策の検討 "のソフト面 3"借地権方式の採用 "で述べたが､公団

が行う方式としては昭和 59年度から創設される ｢スケル トン賃貸方式｣と ｢借地権

分譲方式｣があるので,これの活用を期待 したい｡
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3-5 住宅地以外の利用検討

(1) 一般住宅地以外の宅地分類

港北地区の集合住宅用地 を除いた公団取得地は､ ｢宅地分譲用地｣｢住宅地以外の用途利
用地｣の2種掛 こ分けられることは既に述べたが､これを再度､住宅地 として利用できない･

あるいは利用不適である地区で整理すると次のようになるO

まず､ 3- 1t･港北地区の公団取得地分燥 "で得 られた分煩肢によって､その整理対象と

なる地区をあげると蓑 3-6に示 した6種棟で､合計 4623337nt(第 1地区 148607mZ､

第 2地区 313,7267㌔)､471筆である｡

次に､これらの公団用地 を利用形態別に整理すると､ ｢宅地利用｣｢空地利用｣｢暫定利用｣

｢その他の用途利用｣の4種煩に分けられるO以下､利用形態別にこの用地利用の検討を試

みる｡

蓑316 一般住宅地以外の宅地分類

第 1 地 区 第 2 地 区
分 煩

A 計

13,338 10 23.325 7 36,663

10,854 51 8,051 22 18,905

3,986 9 84,620 20 88,606

6,360 68 1,519 13 7,879

72.950 52 166,205 119 239,155

41,119 52 30,006 48 71,125

造成法面 ･現況地形保存 (C)

高 圧 線 下 地 (D)

計画鉄道 ･計画道路用地 (E)

過小宅地 (150 以下) (H)

一般住宅地以外の土地利明 (I)

アパ ート･マンソヨソ地区 (∫)

A 計

(2)宅地利用の検討
不利用地 として分燥された中で､復活検討地区 として住宅地利用が検討される地区は､

｢高圧線下地｣と ｢過小宅地｣である｡｢高圧線下地｣については､既に述べてきたように､

付随する宅地 と一体化させて住宅地 として利用することが最も効率よい利用形態と考えるo

建築制限エ リアの活用法等､その実現方策も種々に考えられ､それらについても既に述べた

通 りである｡

｢過小宅地｣の住宅地利用は､313,3-4 でその方策 を揚げたように､単独で利用するの

ではなく､他の宅地 と共同させるセット開発によって有効な活用が因られるo一般に･過小

な敷地はいかなる利用に際 しても､小規模なるが故の困難がつきまとうoそのため､全 く利

用不能 となる危険もあり､出来得る限 りの宅地利用を図 りたいo
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(3)空地利用の検討

一般住宅地内で宅地利用を図るのが困難な場合､その他の用途利用によって無駄のない用

地利用を図る必要がある｡対象となるのは､ ｢造成法面 ･現況地形保存地区｣｢高圧線下の

建築制限エ リア｣｢過小宅地｣であるが､いずれの用地も一般住宅地内にあること､比較的

小規模なものが多いことから､将来住宅地として利用できる可能性 を残す､あるいは､住宅

地内の憩いの場 となる､住宅地に必要とされる多彩な用途に利用できる､ ｢空地利用｣を提

案 したい｡

｢空地利用｣は,仮設的なものを除いて建築物の建設は制限されることになるが､その用

途には, ｢駐車場｣｢プレイロット｣｢運動公園｣｢緑地｣｢家庭菜園｣｢歩行者路等サ-

ビスヤ-ト■｣｢自販機 ･コーナ-ショップ等の仮設店舗｣｢物置 ･倉庫 ･資材置場等､仮設

建築物利用｣などが考えられる｡いずれの用途も､ある程度熟成 した住宅地内に自然発生的

に多く見られるもので､それを事前に計画的に取 り込むことは試みられて良いだろう｡ただ

し､一部公共用地への土地利用変更､維持管理問題､等々詳細な検討を要する課題は多い｡

(4) 暫定利用の検討

当面は空地 となるが､将来的には用途が決定 している公団取得地は､港北地区では､ ｢計

画鉄道 ･計画道路用地｣がある｡この用地は､地下鉄軌道用地､第 2外環道路､東京一厚木

道路､のための用地であるが､地区全体で､886067ntと､公団取得地の約 1割にも遷して

お り､また､比較的連続 した､まとまった形態であることから,計画遂行までの ｢暫定利用｣

を積極的に図 りたい｡

暫定利用の形態は､基本的には､ ｢不利用地の空地的利用｣と同様のものが考えられるが､

単なる空閑地利用ではなく､地域住民の利用 を主眼に置いた利用を図りたいOそのためには

｢運動公園｣や ｢家庭菜園｣など地域コミュニティの形成に役立てる利用形態が望ましい.

なお､利用に際 しては､公田による土地賃貸が有力となろうが､その維持 ･管理に係る賃

貸料は以下に示す算定式を参考 とされたい｡

<暫定利用地の賃貸料>

(D 地代 宅地原価

rm言 霊 ,コ ×利用地剛 ,x惹 2

l 卜 , t 卜 ｡

L禦 竺 竺当 x利用地面相xi%o
② 個定所産税 宅地一㍍価 (円/mz)x｣ユー100

r -̀6
③ 維持 ･管理'12 宅地原価 (円/mT)xT~石丁
④ 引当金 (①十②+③ )×005(藤)

⑤ 蛇即 Iト~7 ①十②+⑤･④ 円/mE.午
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*- 1 素地原価 (用地費 )の供却は､暫定利用後の計画主体への販売によって

回収

*12 年度別設定によって変化 (参考値 .75魂/辛 )

*-3 -次造成兜として一般宅造単価と同程度 とみな して良い

*14 整備水準によって変化 (参考値80多/午 )

*-5 地区内の位置によって設定 (平均値 10.路線価が参考 となる)

*-6 利用形態によって変化 (参考値 17車/午 )

*一7 保証金を加える場合がある｡ (参考 .xヶ月×6多//午 )

<試算> 用地費 5万円/〟

工事費 1万円/〟)として参考値で試算すると･ 11718円〟 ･年

(約800円/〟･月)

(5) その他の用途利用

一般住宅地以外の用途利用が決定 している公団取得地は､ ｢一般住宅地以外の土地利用地

区｣｢7バー ト･マンション地区｣の2種寮である｡｢一般住宅地以外の土地利用地区｣は､

主に､地区センター内の商業用地､工業用地､都市施設用地､その他の公益的施設用地に指

定されているもので､ ｢アパー ト･マンション地区｣は,一般住宅地 として用途指定はされ

ているものの､主要幹線道路沿いを中心 として､沿線状に民間開発も含めた共同住宅エ リア

として指定 しているものである｡従 って､各地区内には一般住宅以外の各用途に従 ったビル

トアップがなされるので､純粋な不利用地ではないのであるが,それぞれの地区特性に沿 っ

た供給形態が､住宅地の場合と同様に今後検討 される必要のある地区と云える｡

その意味では､ ｢アパー ト･マンション地区｣は､住宅 ･宅地供給方策の中にとり込んで検

討することが可能な地区 と云える｡むしろ､住宅 ･宅地供給タイプで検討 した､ ｢テラス ･

ノ､ウス｣｢タウン-ウス｣コーポラティブ共同住宅｣などの小規模集合住宅の建設には恰好

の舞台 となろう｡
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3-6 公団取得地形態と供給タイプ

3- 1で分類 した公団取得地 と､ 3-4で整理 した供給タイプの関連､すなわち､/､

- ド･ソフ トの様々な供給方策を介 して成立する｡現宅地形態 と住宅 ･宅地供給形態の

関係は､表 318に示 した供給方策マ トリックスで表わすことができる.一般に､ある

宅地 を住宅地 として販売 してゆく形態には,極めて多様な組.み合かせが考えられるので

あるが.ここでは､ 3-3で述べた供給方策を行うことによって可能となる組合せ を表

現することとした｡また､当然のこととして異なる供給方策を採用することによって､

一つの宅地形態が複数の供給タイプを可能 とすること､あるいは､一つの供給 タイプが

複数の対象宅地形態 を持ち得ることが考えられるが,ここでは､それぞれの組み合せに

対応する-ー ド･ソフトの供給方策を表現するとともに,公団取得地分類の軸 をメイン

としたマ トリyクス優先順位で示すこととしたoなお､供給タイプにおいては､対象用

地の本来の計画形態である宅地分譲を建売住宅 ･その他開途利用に優先させたものとし

ている｡以上から､A-Jの公団取得地形態に対応する供給形態は､次のように整理す

ることができる｡

A:整 形 地

整形地が対応できる供給 タイプは､外桝や人工地盤などの特殊な整備を必要 とされるも

の以外は,概そあらゆるタイプが適用できるのであるが､特に､数画地以上確保すること

ができるA-4以上 (500nz以上 )の規模の宅地は巾広い対応が可能である｡A13以下

の 1- 2画地程度の規模の宅地についても､過小宅地 とのセyト販売や敷地利用指定など

を含めて対応 タイプは広い｡ ここでは､以上の様々な対応可能なタイプの中でも､前述 し

た前提条件によ って､I-A-1通常の宅地分譲 "と､A-1の小宅地における"B-1戸

建建売住宅 "と【A-8別途小宅地付宅地分譲 "を優先形態 として提案する｡

B:擁壁 ･外横付宅地

造成計画における擁壁 ･外供の種頬によって､いくらかその供給 タイプに違いが生 じる

が､基本的には､ t'A-2外栴付宅地分譲 "となる｡外構部分が多大にな ったり､宅地規

模が小 さいことなどによ って有効宅地面前が小 さくなる場合には､'A-8別途小宅地付

宅地分譲 "や【A-9敷地利用指定宅地分譲 " , "B-1戸建建売住宅 "なども有効 とな

ろう｡

C :造成法面 ･現況地形保存地区

地区境界などのフリンジ部分に多 く存 してお り､現況地形保存 を原則としていることか

ら､ 【C-4緑地 "として利用 し､その他用途の利用が可能とな った場合に再度その形態

を検討することが望ましい｡

D:線下地部分を有する宅地

線下地部分の宅地利用 を図ることが最も有効 と考えられるが､線下地にかかる部分 とそ

れ以外の部分の形態によって様 々な供給タイプが適用できる｡基本的には"A-1通常の
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宅地分譲 "を行ないたいが､線下地部分が大きい場合に"A-4菜園付宅地分譲 "､有効

宅地面積が小さい場合に-'B-l戸建建売住宅 "なども適正な宅地利用 と云えよう.

E:鉄道 ･道路用地を有する宅地

この形態の地区は､鉄道 ･道路用地部分とそれ以外の一般宅地部分に分けて考えること

ができる｡鉄道 ･道路用地部分は､原則として不利用地なのであるが､計画遂行までの期

間､暫定的に空地利用 を図 りたい｡暫定利用に際 しては､期間内の経済的負担に耐え得る

賃貸形式が可能な【C-1駐車場 ''や "C-8家庭薬園 "としで利用することが良いだろ

う｡一般宅地部分については､整形地 となるものについては,Aと同様に考 えることがで

き､一一A-1通常の宅地分譲 "が中心 となるが､形態的な制約が強い場合は､住宅地以外

の利用も検討すべきである｡

F:傾 斜 地

宅地分譲 を優先させる場合は､大規模な雛段造成が必要 となり､ ¶A- 3擁壁 ･階段付

宅地分譲 "が供給タイプとなるが､住宅建設による供給が可能であれば､その適用範囲は

広 くなるo その場合､傾斜地 としての地形を利用 した共同住宅が､宅地利用効率の点から

も景観上も最も有効な形態 となろう｡

G :不整形地

通常の宅地分譲が原則となるが､その場合 qA-5異形画地の宅地分譲 ''となる可能性

が高いoまた､画地形状によっては MA-8別途小宅地付宅地分譲 "千"A-6･7コモ

ン ,私道付宅地分譲 "が有効 となる場合も多い｡ただし､画地割の状況によって不利用地

が発生することも考えられるため､空地的利用も考願に入れておく必要があろう｡

H:過小宅地

この形態は､単独では住宅地 として成立 し得ないため､他の住宅用地 とのセ ット販売か､

供給方策上許 されるならば､近隣宅地 との交換分合による宅地利用を図らねばならない｡

宅地利用が困難な場合､"C-1駐車場 "を中心 とした空地的利用 を行うこととなるが､

個々には極めて小規模な宅地であるか ら､その利用形態にも大きな制約が与えられること

となるoなお､位置や周辺状況から､計画画地規模の見直 しを行い､例えば 1007nZ以上

の住宅地供給が検討されるならば､より有効な手だてとなろう｡

I:一般住宅地以タトの土地利用

この地区は､土地利用計画において一般住宅地以外の用途指定がされている宅地である

ため､商業あるいは工業などの【C-9住宅以外利用"が原則となる｡従 って､ここでは

供給 タイプの検討は行わない｡

｣:アパー ト･マンション

一般住宅地内でもアパート･マンソヨン地区に指定 されている宅地は､基本的には共同

住宅建設の上で供給 されることが望ま しいoすなわち､小規模集合住宅用地の開発であり､
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特約付き(共同住宅の建設 )宅地分譲を行うよりは､早期のビル ト7yプが望め､また良

好な住宅地形成に大きく寄与することができよう｡

蓑3-7 住宅 ･宅地供給方策

H<-ー ド面ノ

'ld'l ｢ 二 .●-::.:I;.二･1

2 外構塵備

3 擁壁 ･措段軒㈱

1 縦軸 ･菜園脈Ml'i

5 人⊥他髄狼Hl'1

‥ =- :I: :" .:: .I::･1

7 遵炭住宅地投 (2-敢p')

8 共同住宅姐設 (小規模牧舎I7=.'t)

9 緑地 として煎牌

10 プレイ.,-Jト･運動施設戦備

日 歩行者路 として軽備

L2 軒ifi域 として軽MTr

Sr ノ7 ト両>

l 汲計周付願う?(機臆的制約粂Hの桝谷例 )

2 過小宅地 との七･Jト販売

3 侶地価方式の採用 (過小宅地を含tl)

4 IF入着の共同化 (コーポラティ 方式の専人 )

5 各棟協定 (畑泰協定 .掠化協定等のまちづ くり協定 )

6 地区計的制度

7 民有地 との交換分合

8 地権者 (隣旗 )への優先分派制度 (特約分譲の役は )

9 姐車載測 度の鮒 (芸芸芸霊芝笠2警 転,,7%可〕

)0 地区境界部分の上乗せ造成lTF英

日 土地 ･姐物の情報七 /チ-設旺 (民有地の鵬発指可と公EZl取料地 ･民有地の

七 ･'ト開発=コーデ ィネーターとしての公田 J

l2 民間薬老 ･公的故関への特約付払い下げ ,板7-C･代行

13 計由由地鋭椀のilf検討

目 線地下利用

]5 地下扶用地の上部利用

川 野定不利用地利用

17 住宅以外の利用認可
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表3-8 宅地形態と供給 タイプー供給方策 マ トリンクス

住宅 .宅地供給 タイプ A 宅 地 分 譲 B 建 売 住 宅 C その 他用途 利用 備 考
1通常の 2外柄 3擁壁 4樹木付 5異形 6コモ 7私道 8別途小 9%也刺 lo ョlメラ 11借也 1戸 2 コ千ノ′ 3私追付 4テ7ス 5タウ～/ 6億料也 7人ロ地 8別逮小 9 コーA ,i:同 フ lo侍也 1駐中 2プレイ 3運動 4 5サ歩1行ビ者 6 店些舗 7 物帝位初 .匠倉 8 家磨莱 9住読･以

公団;取得地分類 形層 付 階皮付 莱園付 画也 /付 付 宅也付 用指定 チィグ 種付 建 せ戸逮 戸敬 ウス ウス 住宅 盤住宅 宅也付 住 才宅 ヴ 種付 協 ーコ日ト 公園 也 ス路ヤ等Iド 設店舗 議席等 . 園等 完外也

A整形地 1 Tn】150- 200 H-I-(D● ▲ S-1S-5◎ S-3○ H-6-①● △ S-3H-6○ S-2S-13

2200- 300 H-卜匂)● △ S-1S-5○ S-3○ H-6-0○ △ S-3H-6○ S-2

3300~～ 500 H-卜①● H-1-①○ △ S-1S-5○ S-4○ S-3○ H-6-①○ H-7○ H-8○ △ S-4H-8○ S-3H-6○ S-2

4500JL～lJ)00 H-い①● H-1-(D○ ft-I-②○ H-卜③○ △ S-4○ S-3○ Fi-6-(D○ H-6-(診○ H-6.6)○ H-7○ H-8○ △ S-4H-80 S-3H-6○ S-2

5lPOO～ 2POO H-1-価● H-1-(D○ H-1-②○ H-I-③○ △ S-4○ H-6-(D○ H-6-②○ H-6-③○ H-7○ H-8○ △ S-4H-8○ S-2

62PO0- 5POO H-1-(D● H-1-①○ H1-(ラ○ 〟-1-③○ △ S-4○ H-6-(D○ H-6-@○ H-6-◎○ H-7○ H-8○ △ S-4H-8○ S-2

75POO,L-lOPOO H-1-くD● H-1-①○ H-1-②○ H-1-@○ △ S-4○ H-6-①○ H-6-くさ○ H-6-③○ H-7○ H-8○ △ S-4H-8○ l S-2

B擁壁 .外横付宅地 H-2●H-3○ △ S-1○ Ⅰ÷-2H-3H-6-①○ H-8○ H-5--8○ △

C造成法面現況地形保存地区 H-9● S-10

D S-14H-1-くD 5-14Ft-4 S-14H-I-② S-14H.-ド(卦 △ S-1S-14 S-14H-6-(D S-14H-6-(診 S-14H-6-'S-14H-7 S-14H-8 △ H-12H-10 H-9 H-ll H-4線下地部分を有する宅地 ● Ftl-①● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

E鉄道 .道路用地を有する宅地 S-15H-1-(D● >15H-4H-1-(D○ △ S-15H-6-(D○ S-15H-7○ S-15H-8○ △ S-16H-12●S-16H-10○ S-l6H-10◎ S-16○ S-16H-4●
F傾 斜 地 H-3● △ H-3H-6-(D○ H-3H-7○ H-3H-8○ H-8●H-5-8◎△ S-4H-5--8○ H-9○ S-10

G不 整 形 地 ド-1-(ラ●汁-1-②○ H-1-③○ ▲ S-1H-1◎ S-3○ H-6-①○ 〟-6-②○ H-6-@○ H-7○ H-8○ △ S-3H-6○ H-12○ H-10○ S-17○ S-17○ S-7S-8S-13

Hi&/J､宅地(150nt以下) S-13(⊃ S-2● S-13H-6-(D~○ S-2H-6○ H-12●汁-10○ H-ll○ S-17○ S-17○ H-4◎
I-般住宅地以外の土地利用 ●
Jアパート H-1-①○ S-1○ S-4◎ H-7●H-8● S-4H-7.8◎

*てトリ,クス優先順位 :1-●.2-◎ ,3-○ *表内の記号は供給方策 :H-/､- ド面,S- ソフ ト面
*セ y ト販 売 対 象 :1-一,2-△ -140-



第4章

港北地区の住宅 ･宅地供給モデル





(1) 住宅 ･宅地供給モデルの提案

第 3章で検討 した､ ｢公団取得地分類｣および ｢住宅 ･宅地供給タイプ｣さらに､それら

の関係を表わした ｢供給方策マ トリックス｣を､港北地区の公団取得地において､即地的に
住宅 ･宅地供給形態のモデルを提案する｡

モデル地区の選定は､宅地分譲を中心 として各供給タイプが典型的に行なわれると思われ

る地区を対象とし､ここでは9地区を検討 した｡ (ただし､資料編では､この9地区 を含め

て22地区のモデル検討を行 っている｡)

なお､~つの地区についていくつかの供給タイプ適用が可能な場合は､変更モデル案の検

討も行 っている｡

② 供給モデル概要一覧

/縫 屯料地分 頼 位 艮地区 住区 番 号 面'併tqIJ 供 給 方 礁 供 給 タ イ プ 倫 考

1 Al 2 6 13@ 543 2西根

2 G 1 1026-2- 1,256 5由一也

3 G 2 18 18-⑳ 1573 付宅分 6由地
A-2 外嫌隻柵 +M (‖)3nr)

4 G 2 17 4-I 799 H-7 連続住宅建設 A-5 異形白地宅分 3島地

5 At 1 9 10-{か 257 H-3 身空 .陣段並触 1白地

6 D 15-21 6 ⑥ ⑤ I.156 J1-4 菜園亜備S-14 線下地利用 A-4 菜Eg付宅分 3由地

7 F 24-1 12 425-(D 5,921 B-6 扱斜他住宅 36戸

8 A1 2 16 23-①② 954 A-7 私道付宅分 Jt■■せ+私茄(god)
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第 2地区 6-13-㊨

lトFHt,24.0 OtD24. 一●G)G)LD a)り'ヾ0 イ〃 FH=24_5 - .りll FH=27_0 llい0- 25.. ,i

hll.htいFH=25.5hit.FHニ270 只 ＼/＼/＼/＼′＼/＼/ -bー'一一一

一一ff) 一一一
～

00:;:;≡

≒告 軒≡宗 …≡隼奉告

▲ 毒害≒ 呂撃 .

26_ LD0

FH己26.5

FH=25.8 FHニ27.5

l rlulXIJJiulXIXIXへtATJJ l...J'.''// FH-29-5 h卜

通常の宅地 分譲 (戸建 ･建売住宅 )

敷地面研 くm9
画 地 数 (TTP/p-) 2画地 27157戒′/戸

建築面前 (nF) A 7285 B 7285

延床面群 (TTf) 10981 109.81

容 損 率 (多) 4044 4044

建ベイ串 (帝) 2683 2683

住 戸 タ イ プ

A

S=1:200

ー144-



･91 G l第 1地 区 10-26-2-㊨ コモ ン付宅 地

く位置図>4 -,..: ー-こbLV:T-∴喪重き:,:/).,エコ二三害 ..-,_:I,7-:,ri- でき㌔ 'kA:ん､､'L~も こ4;,Y.こ:二 ㌧> ′ 一､′ ､､~ヒトJ,--- ー∴_～ ち ,:,･ノ1∫.i込 享矢 <造成図> S-1:1000も 雲 .Lh-鰐 rEy.:-slaSF.r誘きS;■l'--td;,.ill-I,.il.き､…二頭書:.,､_iiE:_.I,三豊--ゝ号Lr一一rfh'■ ノへ

(供給案の方策とその特孜 〉

宅地に凄する道路面がきわめて少ない状態であるため､7プロ-チの塊中化を計る必要があるoよって考えられることは､位旺指定道路の延長もしくは､ コモン付宅地が考えられる.この宅地に関 しては､両者の画計が可能となるが､宅地内の高低差をもつことから､ コモソによる7ブローチ方法が有効的で各戸のアプローチの均一化が計れる○構成 としては､5画地 +コモL/となる○

(位置概要 ) く地形 .形状概要 )

地区の北西側に位旺 し､付近にはすみれが丘団地がある○ 抜道部分が限 られてお り､9mベデ及び3mベデに接 した､

幹線道路としては､日吉 .元石川線､中山 .北山田線が近 三角形の形状をもつ宅地であるO

い｡近隣には､歩行者専用道路に沿って､公民虎 ,児童公 宅地内における高低差は 3m毎度であるが､規模的にそれ く供給案の間原点 〉

園 .医療施設がある○最寄 りの商業施設 との臣鮭は500m ほ ど間男なく吸収できる宅地であるo 各画地の規模が2307Tl-170一TIと､多少のひらきがあるのは形状上､不毛形画地が生 じてしまう為であ
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A- 6 l コモ ン付宅地 (戸建住宅 ) l 嵩坂 -ユータウン桜 山台 -敷 地 利 用形 態 事 例 〈参考 〉 建 築 物 及 び 外 観 事 例

｣ l - 叙 事 這 EEfiEB 忘 諾 巴P入f丘JI蒜IÎヽIl4叩 榊 /42Ff床面gte251_･.l,_-･盲Ⅰ芸書航 ,脚丘T.lI文事王T.zi',)日生六)1めれli テラス ■..,,〇 一 ,,i轡 塾訟 J- 1花台 JuL-,! -- ｣日 ,o l , 汁

- EヨtZ2-'2..引,=.≡.,-,,.亘,ZEI革 .垂 .車 重 ,覇担iji3lIコ車, iTil車 J亜 - 車 B-巴昏 '■■̀l･fLl申 室.ii酢.如.A.Z.:'Zii 冒 喜≡蔓

】～lZlIZI =l仰 山…洲 .∫巨]三]垂 ]司 EEjo11 日 星 匡至芸

匪;臥～1lーヽ_｣

せ要 概要

司f菜 主 体 住宅 .都市軽傭公団 建築面前 (,A) GROSS(多) NET(%) ■備 考 住戸型式 (タイプ) 戸建住宅 備考F【l

所 在 地供 給 時 期 埼玉県東松山市桜山台 17-1昭和 59年 3月 延床面研 く〃～) 構 造 . 階 数 木造 2階建

用 途 地 ~域 建 ペ イ 率政 敷地 面前(TTf/戸)



第 2地 区 18-18-㊨

<位置図> <造成図>

z
A

S-1:1000

擁 壁 ･階 段 タト構 及 び 私 道 付 宅 地

く供給案の方策とその特徴 )

中規模な宅地であ り､ 6画地の宅分が確操できる｡ しかし､接道の関係 と高低差の状態から､一般画地形

態は実現不可能であるといえる｡そこで私道及びコモ･/付が必要とされる｡そこでこの宅地においては､

一部私道の導入を考案した｡叉､宅地7)西側が3m高い地盤 となっている為､擁壁 .階段 .及び一部ボッ

クス カ ル ノミー ド型車庫等で構成した｡

(地形 ･形状概要 )

地区の南西部に位置し､幹線道路 として､横浜 ･上麻生線

が近 く､商業施設との距鹿は300m程度となっている.

また近隣には､公民館 近隣公園 小学校などがある｡

対象宅地の南 ･北側面に公道が接しているのだが､両方共､

部分的な接道で､宅地規模からみて､少ない接道面である｡

形状的には､ほぼ正方形で､中規模宅地である｡又､宅地

の西側面には歩行者専用道路が按 している｡地形 としては

宅地内の高低差が3m程度あ り､西側宅地が高くなってい

る｡

(供給案の問題点 )

高擁壁を必要 とする宅地とそ うでない宅地との異差空間が生 じてしまうことが問題点として残る｡
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去二日 第 2地区 .8-.8-㊥ 擁壁 .階段外積 及び私道 付宅地

一 l ll 鞍要

FH二59.ItlIll.- a 1818 故地面前 (77{) 1,573 (宅地-1.470d 私道-103d)

'l FH=59..● Ill,. 55L8 ＼＼､_1ノノ 拐 西 地 政 6画地

A■ A2 A3

戸当り鼓地面較 (m')

==⊆=__∫ 〝 建築面前u 延床面横

55.56.ltD0 寸 ● u 容 坊 串 (弟) 46 39,6 40

=:=:;:1 〝 建ベイ串 (東) 27 23,2 23_5- - B C D

+ JI2 日 -.l.i-I/_- 言…;藩㌍ l 戸当り敷地面前 (i)n 建辛面初n 延床面積〝 容 積 率 (序) 58 72_5 61442 42,2 41

FH=56.0 〝 建ベイ串 (蕗)

平均画地 面積 1.573/6-262 日 70/6-245

住 戸 タ イ プ 全タイプ共 木造2階建 4LDK

∞=;;;;;;≡ ;:▲ ≡塁謂 買切2副指▲一)E至 =]-..<→'-一｣…___ _,_J,,カ_ ___･.･.__｣り一A l- 3 間取 回H=56.0

FH-590
LDー ≡…≡……≒ CO血 __』 』 lll.

lI + FH二56.0 9

FH=56.2 ○

摺 】El.. ド

LJ-FH=59.0 EiiSl1-- - -tD
I - 嵩=軒‥≡;≡呈≡:

▲ FH=56.4
ooo;=三:;::: -;▲I

FHニ59.0 コ.-垂ら- I Fl

56.1 ∩′//丁㌫盲＼＼ ∩! 虫 ＼＼-｣｣ノ n- S:I:200J
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A-3 l擁壁 ,階段 ,車庫 付 (戸建住宅 )l 八王子め じろ台(民間) 敷地利用形 態事 例 く参考 ) 建築物及び 外観 事例

_ll.,, 一 億5.71坪)80m'釣祖.62坪) ノ99LzJirT'下二也塾I-紘.こ:J≡lI

●I-一一~一~ーJ｢:.'
;≠主意贋,Ji:.::,,..

'eN.脚/-暫 し･DJiI雌辻札二.DJB此雌luuI___●,吐出出帆∪｣_TT_卜 雌 ■ ,,IiJr現地案内所

- 隻. J.L諾-#p u,喜 ＼屡｣壁二/
1西^王子駅 至めじろ駅>● ● l

概要 概要

事 業 主 体 日本電建株式会社八王子市山田町 2071-1昭和 58年 7月末 日第 1種住居専用地域 第 1建ベイ率 40啓 容庶率 80総数 21区画〟 4,034.44- 建築面前 (nt) l備 考 住 戸型 式 (タイプ) 戸建住宅 備 考】】】

所 在 地 延床面析 (m2) GROSS(%) NET(i) 車庫- ボ ックスカルノト ト方式 構 造 . 階 数 木造2階建

供 給 時 期用 途 地 ~域 種高度地区 建 ベ イ 率顔 教地 面摂 (nil/戸)建築面 折 (yiz/戸) 152.295134

- 150-



第 2地 区 17-4-1-㊨

<位置図> <造成図>

S-1:1000

(供給案の方策とその特赦 )

戸建住宅

不整形宅地ではあるが､由地割をする際の面厨配分は比較的基準規模になり､-部族竿画地の利用 を要す

る画地が面前的に大きくなってしまうが､竿部分を除けば基準規模 と同等 となる｡

しかし､この放竿画地も､既存道路 との接続が可能 となるならば､一般画地にな り得る｡

低JT集合住宅

戸当り2層の連続住宅 を配位することにより､5戸分の供給が可能 となる｡

この際の土地利用としては､三角頂点部分にコそ./〟-チ./スペースを置き､バ ーキンg'スペースの集中

化を施すことによ り､各戸の専用庭の均一確保が可能で住宅配置による採光上の問題はない,
(位置枚要 〉 く地形 ･形状概要 )

位置 ･地区の西側境界に接 し､坊浜 ･上麻生線付近に位置

する｡近隣には都市運営施設 (,(ス送申場 )や工場

用地がある｡又､ この対象宅地は境界線上が既存道

路 となってお り､この道路に凌する形になっている｡

地区境界 (既存道路 )と計画街区道路にはさまれた形で狭

い三角状になっている不整形地である｡敷地内高低差とし

ては､2mで部分的に擁壁処理が施 されている｡計画街区

道路 (公道 )は宅地より04mへ 13m低 く､ 157年の

勾配をもつ｡又､既存道路としては宅地に沿う高さとなっ

ている｡

く供給案の閏月点 )

異形宅地である為､一部の画地に利用上不利な部分が生 じて しまうことが問題点 として上げ られる.

ー151-



第 2地 区 17-4-1-㊨

＼
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＼
＼
＼
＼
＼
＼

＼
＼

＼
＼
＼
＼

概要

敷地面前 (m2) 799(プレイロット.157.5)

建 築 面 前 288.5 (37_7.//戸)

延 床 面 前 460 (92/早)

容 郎 率 (帝) 57

建 ベ イ 率 (顔) 36

住 戸 プ ラ ン RC壁構造2階建 連続住宅

倣地面机GIL.)

戸当り敷地両群

戸当り建築面前

799(3画地)

A B C

248 245 306

Cの竿部分 (42TTl)

6361 6521 7257

10779 10267 10849

434 419 354

256 266 237

住 戸 タ イ プ A.B,C共 木造2階建
4LDK

B*手ロ

-1チl′` 言,., ホ_ル ＼'.叉 鮒 □ し苧Up!＼ l

TlliET/こi一一TrtGZt丘T'l -喜挿入/
区l暮■*

チ? I仰りE

｣ 一指
C 間 取 回

-ヽ
- ､ ＼

:I _,･.--

SニI:200
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A- 5 l異形 .1旗 竿 - (戸建住宅 ) l 茅 ヶ崎 海 岸 南 湖 敷地利用形 態 事例 (参考 ) 建築物及び 外観 事 例

I:I..グ公 I+I-,: r■pTr-i "｢●r■T■T'ー-7'ト1pr-服,:_.= ;..il;..■''T H.Ll.Jb A_ 3 .Ilr.rt平ZFG]

･.:rj. ㊨

T二道∩主主Tl.:I:=壷墓.l些 i酎 国 __4 .i ,=I ,_つ 棚 .餅 ._～._,I,_.i_y l=LTlp:.,I.轟 逝 去慈 善.こ,rい震 域 鵜 -J 二,寸 .寵

公道 2/.//I,rJゴミlQOー 川 11 ㍗ .＼ ＼ . 1;:i/ ._帆 .I_.付き三せん

L号主h L 主菜 鎧 1: I.?遠 -＼＼＼/

＼...′◎ I.:A ∵ 二 ltb L､ゝ ⑳ .⑪ 三二; ･◎､轡/価
A,-讃 芦L 棺尺 0 5 ー0 20 30" ElI立正EZl

概要 概要

事 案 主 体 神奈川県住宅供給公社 建築面箭 (mZ) GROSS(%) NET(%) l備考 住 戸 型式 (タイプ) 4LDK～5LDK .納戸 l備 考I【【

所 在 地供 給 時 期 茅 ヶ崎市南湖 5-396卜 2 延床面前 (mi) 構 造 . 階 数 木造 2×4工法 2階建

用 途 地 ■域 第 1種住居専用地域建 ベイ率 50帝 容前率 100多 建 ベ イ 率 敢地面辞 (yTiz/戸)
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告二日 第 .地区 9-.0-㊨ 擁壁 ,階段外横付宅 地

概要

上 L.1 FH=55.O L.t FH=55.5 " ::ー 叡地面蔚 (nf) 257

画 地 教 (mz//戸) 1画地

建築面前 (m2) 63,49

延床面研 (mP) 108_98

容 研 率 (多) 42.4

建ベイ率 (啓) 24.7

住 戸 タ イ プ 木造2階建 4LDK

※車庫-ボックスカルバート方式

(車庫上部は人工地盤による庭利用とするo)

l ー l l F 1

＼/＼< /＼ < /＼八/ ＼､< < < rtjl 同 -

訂 ⊂:コ- : . .I

l # Jヨ 【̂4所 U禦 el 8 節 居F'1**事王

l L il ル丁跳 ;Y妻胤

イ1玉川1, ≡…… ー 1l. … =Ji-チ -ス

FH=51.0 0｡ FH=51,5CO l F ..560 rlFt
d)I (～ ～

■rU

I FH--51.5 tl.. 間取図

-=- 『=二頂 二之2至 乎 --韮輩 -y//,. 挙l

l S=1:20010.800

【
i
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FHこ45.2

FH=450
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A-4 1高圧 線治 し､宅 地 (戸建住宅 ) E 常総 -ユータウン守 谷 .- ケ丘 敷地利用形 態事例 建築 物及 び外観 事例

(豊吉;)専用道路 .植栽等 q.F○l31ごlilIき.室iHI'P. lr一=~ ｢一一一~｢L｣浴Ⅰ帖 ｢一.｢iL.:汲門"L詣叫l遁走不一-切入牢農 .T.怒Z .⊥ ∴3-;-Li紅-..芸.a --.ihIILL "1¶ -｣L遡---.一一一一一⊃rG▲D

上空(;Z&I,a_1,:!J

ゴミ正堵i..肥′肥鹿 -̀7-21 IoiI,ド--

山~＼ 1捕[ ｢ 禁 …l-_｣ ｣､∠戸---守日4-■ pl -l2l‡ くり !(勺入ITlJ2) II二 一

･ ＼＼､＼＼ ｢＼恵＼ 威㌔

A一･④ 了 ＼ -

概要 概要

事 業 主 体 住宅都市整備公団 建 築 面損的815.83 l備 考 住戸型式(タイプ) 戸建住宅 備 考I

所 在 地供 給 時 期 茨城県北相馬郡守谷町大字立沢昭和 58年8月 延 床 面 Si的1308.67GROSS(i) NET(%) 構 造 .階 数 木造2階建

用 途 地 域 建 ペ イ 率 26% 敢 地 面 摂 (m'/戸) 201-287

計 画 戸 数敷 地 面 前的宅 地 面 前 (棉通 路 面 q(的駐 車 場 的共 用 庭 的 容 前 率 425 建 築 面 原 (mZ/戸)
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･41 F L第 1地区 1.22--225.=& ④,㊨ ･傾斜地宅地 (集合住宅 )

<位置図> I _ーズ ′ <造成図> I.∴4 TE申:X -) ;i姦 -…喜-喜字5,V-- -.､茎葉 ,,g ;? ;-三27;,I::-;7-;-.芸 = 三三 完 了 < ;,,,

∴ llT_ ･., ~L-

Ii/ .i/:?:II::::ttエコ:gこiy∴ ,,,,,.:..∫,-どyゝprp--､ヽL■一.-lキミ)i.I.′)-_> ++ここフ ~¶=ー_ ′ノ岸一一､- W:･.-eqL垂.トゝ ■ヾモノ YIi∫′

草 庵 要 撃 --1-物 -L.-I_A-.i-,-.軍.:iqf.-:ら弓-し.汰 .ジ 積､ L .,:/"⊥--I-去 七 / .～.

1 / ､:.ll:;i;.I, -､T＼ tー '一一一4'J --.-..:.ラ:塞fーr.-A-"l'JJ5 ＼.､〆. 蛋 ,♂･一.Jr;A_I..<i〆1-1i--.,--Tr . ,二.dqi.t:-1% 三一 B l:--:

(供給案の方策とその特徴 〉

西北斜面であり､ 24- 25○の憤斜角がある宅地であるため､日照 .採光の問題を生 じる宅地となる○よってここでの傾斜宅地としては､南面居室の確保の均一化を計るためコソク直行 .階段型 を採用 し､各戸 2階建で 2階の南側セット,こ,クによるル-フガ-テンを設ける輩によ り､ 日照 .採光の問題を解決させる｡

(位置概要 ) (地形 .形状概要 )

位置 .地区内において西側地区界に接 している宅地で､地 計画街区道路と地区境界沿いの既存道路にはさまれ､各道

区外には早調川が接近 している○最寄 りの幹線道路 路間の高低差が平均 127niうる綬斜地で､平均斜度 240

としては､牛久保 .中川線がある○ をもつ西北斜面である.形状 としては南北方向に長尺な形で､憤斜面方向(西北 )が平均 30mの奥行と､長手方向 く供給案の間頗点 )斜面方向の奥行がせまく､便斜角が大きいことと､北西斜面となっていることから住宅配歴がある程度､
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第 1地区 12- 24-㊥④㊧ .12- 25-㊨

D hB0[コlllU
I:.:L忠 劫 昌 L W c ■

傾斜地宅地 (集合住宅 )

敷地面前 (m?) 5.921(5,785+736)

戸 数 (戸)

建築面前 (wf)

延床 面砕 (m2)
戸当り敷地面前

駐中台数及び面掛

土 地 利 用

容 戟 串

建 ペ イ 率

住 戸 タ イ プ

2,754 715//早

3,888 108/戸

1644 608戸/ha

36台 1,2137㌦

宅地 4,708 駐車スペース 1,213

RC壁構造2階建

3LDK+納戸

専用庭22m2 /ミルコニー18d

- I- =

S=1:500
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B-6 座 斜地集合住宅 (タウン-ウス) 1 桜台 コー トビレッジ 敷 地 利 用形 態 事 例 (参考 ) 建 築 物及 び 外観 事 例

lTdl 一声 韻 L監 妻 :h扇司か pガ ---琶 警笥藍 冠 冠 義

･l≒ g=T竃 竃 .- -- - -- 転 義 一 一一 一一 .- - .一 一E3B

/∫ F y.hCh-_..○ ン三X17E}7タ1.式 :.i､ ′ 忠 男 鏡 x -ま.;87タ 芦,p o ty.i:-I/ 帝;

TT Jl I .Td3 .号 静Ln _ー_- .T1_

I.脂 ..IIEl壬:;i!t!汁1J旧 法r-＼J..,.,lji1廿 叫--㍗ -LZ //._.一 ′一日 痩. ■｢ー▲一一一卜｢---I‥ 詞ロIlllII】l P】日l ll

/ -JLLJ..I..JTJ.(,....i.…襲 撃 誉 す E a .-3Si-:.F:=lj:lJE;;i.iJigrfLfjSii.=Fe iLi.E,:I,1,..ii.__i{Jl纂 …

E 肌 !l警 三

ら

Je t

問 ＼＼ -
- ,イブ E ＼表.

tlLtll J:.｣

A:.-=慨 嘉 :;割 --1 lfl...;. i L- ; .I,L ll I' - E l

≡.′■'-主 義 用 ーl

Lie. _岳 蓋 l妻i

概要 概要

事 業 主 体 東急電鉄 田園都市事業部 建 築 面 厨 的 1,817.5 I備 考 住戸型式 (タイプ ) 2LDK一一4LDK 備 考

所 在 地供 給 時 期 神奈川 県横 浜市撮区桜台昭和45年9月 延 床 面 崩 的 3,969.3 北下 りの西斜面 構 造 .階 数

ヽ ロ用 途 地 域 住居地域 建 ベ イ 率容 群 率 GROSS(i) NET(i)37.0580.93 平均24度の急斜面 敷 地 面 前 (''[/戸)建 築 面 前 (TTl///早 ) 122,62
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B-6 ! 傾斜地集合住宅 L 箕 面 リリーヴィレッジ(民間 ) 敷 地 利 用 形 態 事 例 (参 考 ) 建 築物 及 び 外観 事 例

｣ ''旨 表 飛 岳 喜喜琴Ld ''''室 き 表 書喜 ≡≡≡- lGIqEg'Jaj 喜 喜 書 ≡ 喜 書 書 ≡ ≡貢ぎ亭ヨ喜 召 □ □ DDP<1 E)P<74.D lr3ほ 守 一l lllロ □ □UHタイプ Hタイプ誹

ll
全体配t図 1/TOD

ナウスt⑦ rr=願 撃 × # H _Ilh ｢I

概要 概要

事 業 主 体 苑栄典業株式会社 建 築 面 前 的 2.185.44 l備 考 住戸型式(タイプ) 3LDK-5LDK(75Ly r) 備 考lI

所 在 地供 給 時 期 大阪府箕面市牧落5丁 目昭和51年 3月末 日 延 床 面 額 的 5.367,03GROSS(A NET(i) 集会場 .公Eg広 場 構 造 .階 数 鉄筋 コ ンク リー ト造

用 途 地 域計 画 戸 数 第 2種住居専用地域 第 2種高度地区建ベイ率60車 容積率 200車 建 ベ イ 率容 損 率 50.8196.4 所有形態 敷 地 面 積 (mT/戸 )建 築 面 前 (m'///戸 )48戸 空 地 率 0.293 土地 :共有 延 床 面 較 (A/戸)
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5L B l第 2地区 .6-23-㊨ ,㊨ 私道付宅 地

<位置図> <造成図>S-1:1000 ■ ′.′一一二一-1_-J-.I,.7,.-.一.-_⊥ - ∴ ー-'＼ ⊥ /▲一一Ld-I_i㌧I,:: lL--- ′ =. r Jち′一.F.｣ - _:.Llr_'t.--i; tY′_p- 一一一÷一 一_.千;_=･.__I

∫ _rr-i_,.ー3_

_ ㍗一 ヽヽ Il＼YI,i,-<-ih A ゝ＼bi"_. lー11 ttrl:I∫ソ ■転

く供給案の方策とその特徴 )

宅地の免漠が中規模で 4画地の宅分が可能である. しかし接道部分が限 られている為､旗竿画地の利用もしくは私道の利用が考 えられる○ この宅地の場合､前面道路が歩道付であることや7車の勾配がある為､アプローチの集中化が好ましい､よって私道付宅地を採用 した○ これにより､ アプローチを小用地で成り立つ為､宅地の有効利用が可能 となり､宅地間のまとま りにも効果的 となる｡

く位荘捷要 〉 く地形 .形状概要 〉

地区の北西部に位監し､田園都市線江田駅及び東名高速道 中規模な整形地である○この宅地の北側と東側にべデが接

路に近い､又地区内においては新羽 .荏田線があ り近隣に している○また西側の公道 (前面道路 )が7多の勾配をも

は児童公園がある○ ち､宅地 との高低差が3m程度の落差をもつ部分がある. く供給案の間頻点 )
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8-3 第 2地区 16-23-の,㊨ - 私道付宅地

ー ｣ l 概 要

㊨ 4.49.000LI)ヽ上I0 冒 1 .,200 ㊧ .2.6∞ ≡ 敷地面も守(TTt)画 地 数 9544画地 (864,㌔)+ 私道 (90ナ㌔)

A B C D

戸当り敷地面前(77I)

〝 建築面前(A)J l l

〝 延床面研(TTf)

hit.FH=49,5ll.｢ ~＼卜ド- /＼/＼/＼/ l ○ ⊂)OCD■4.0.0 Hlr｣い‥

宍 〝 容積率(多) 47.9 48.3 51.0 48.2

-一一日 ｢ー司＼ー≡藻 蒸器 ～

〝 建ベイ率(多)

4CO ▲ 平均数地 面研 216,Tf(私道を含む場合238.57Tか/戸 )

住 戸 タ イ プ A,B,C,D共 木造2階建 4LDK

.芦 ....完苧 4∴ 一 135E P _聖 ｣7.354 2lZ

;:;i A ::: ;;:140

FH= ,0○ しの ∋ .FH=50_0

50_ C) lJ1IIIlI FH=50.0･〇.
lIl

H-50.2 ll,I lil.FH=51.0 LIt｢ ー≠十FH=51.8 弓可■0 ::::.;T'㌔圭蕃‡HFH=51.0 5_q) Il,)､望 ー FH=46.2 】いい.. 聖 賢 ∃JA 間 取 回.+一合 Sコl:200

i .I;≡≡;三㌔…≡;;蛛;;≡;≡;≡;≡;

l～OLD51. 8Glu')● ▼ §_0505ヽ0 ≡≡;至1_8

′FH=51.0

●]; i FH=52,O r ,.. IFH-51,5 1卜
-164-



A-7 1私道付宅地 (戸建住宅 ) l 鎌 ヶ 谷 (分- 宅 ) 敷地 利 用形 態 事 例 (参考 ) 建 築 物 及 び 外 親 事 例

'= 千鷲'<∫.ト▼善事キ

こ.k:I.,=≡:..t7.--さ.汁/､p:J:.で二､.pJ,_､～L;'=:≦コ-:.A 〟i+' l T,1■.-IJ､し ･ノモ■▲ ■入 発表-

酉 すく_1:r:経 案内図己置図 ■入 TT} 一>-I ■ "p-で7.58 ?̀1-ち.I.>.'::.-I.,Lt iL内川-._≠ン'′㌔三 ? /I' 三i-三宅 嚢 字:轟 牽 ら

一指 2搾

概要 牡要

gT.莱 主 体 興和地所株式 会社 建 築 面 前 的 GROSS(%) NET(i) l備 考 住戸型式 (タイ ) 戸 建 住 宅 備 考

所 在 地 鎌 ヶ谷市中沢字 向原 1260-9 延 床 面 額 的 構 造 .階 数 木 造 2階 建

供 給 時 期用 途 地 威 昭和 58年 3月第 1種住居専用地域 建 ベ イ 串 敷 地 面 前 (諾 戸,'

計 画 戸 数敷 地 面 校 的宅 地 面 Ef的通 路 面 群 的鹿 中 頃 的共 用 庭 的 建-イ率 50車 容群率 100飾7画地i 容 STE 率空 地 率戸 数 密 度そ の 他 建 築 両 群 (延 床 面 前 (ml噂 用 度そ の 他 仁 i



A-7 E 私 道 付宅 地 (戸建住宅 , l 高坂 -ユータウン桜 山 台 敷地利 用形 態 事 例 (参考 ) 建築物 及び外 観事 例

ヽ_J ll千 丁+≡ .II 〇三 三 l lI6-eL_ー_I_日勤 ヨ ー-｣萱嬰' ∫〇･･･. l le= 和人1≡千二フ- 胃

一･一一〇6トrlla負日冒 l l lIl lI∴lti⊇iIilI.-LJ望慣凱 目白倭ロ了凸約2llrn'白E][∋約207ryr過--倒≡噂_･.→;8-25L]嬰栖三二 l;F]zOZ,R, Ll.約212rdL 】二=一一一1-q202-折n210～r)22lr'/LSD劇塾鷲三つZlJrnJ0.-------■-.(~二//今 P,)= ~ F ノi■-.忘口 im ,,,- き - ;｢一_-1 !｣土三三二6- 2I才一.82｡;l I :-一一｢T - rep

) I . ○J押入 ≡hP

i1㌦ 荒丑雲, =L/pt言 草(6暮),1;壷. ;テラス 響 ｢3.540 2.73D一.-. ｢｡ 和一 1措

概要 概要

S # 主 # 住宅 .都市整備公E3] 建 築 面 抗 的 GROSS(4)NET(序) l備 考 住戸型式 (タイプ) I戸 建 住 宅 】備 考J

所 在 地供 給 時 期用 途 地 域 埼玉県東松山市桜山台 18-l昭和 59年 4月 延 床 面 机 的建 ベ イ 率* 構 造 .階 敢敷 地 面 折 (ITf/戸) 木造 2階建177.--227
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2-122-4-

第 1地区 2-87-㊨

<位置図> <造成図>

S-1:1000
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別途小住宅宅 地
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日
日

く供給案の方策とその特徴 )

-画地当り､標準的規模をもつ宅地 と至近に存在する過小宅地とを､一体で疑供させることを目的に選出

し､供給案 を考 えた ものである｡この際の過小宅地の土地利用としては､中味 ･物置場 ･別途小屋 (日

曜大工用 .ポピー用 その他)等の利用が考えられる｡

この対象宅地においては､戸建住宅案と2戸連住宅案が配置可能であ り､ この場合の過小宅地としては､

戸建住宅の場合､2台分の卒庫スペースを必要とし､ さらには､物思を設匠できることに適 した場合を想

定 し､それに対応できる土地利用 とした｡2戸連住宅の場合､個々の車庫と物置を設置できるスペースと

した｡

く位置概要 ) (地形 ･形状概要 )

地区の東部に位置 し､地区外には第三京浜道路が近 く､地

区内においてさま､集合用地 地区公園などがあ り､商業施

設との距離は 250m程度となっている｡

6m公道をはさんで､ほぼ整形な宅地で大小の 2宅地 を対

象地 としている｡2宅地供､地形 ･形状的にほぼ安定 した

宅地 となっている｡ く供給案の間鬼点 )

2宅地が道路 をはさんで向い合った形ではあるが､離れたものである｡ よって使い勝手の上で戸惑いを生

じ､多少の不便 さを感ずるものと思われる｡そこで､両宅地の外横を統一性のあるものを施す工夫が要求

されるOさらには､両宅地間の7ブローチに安全性を考慮 した外横が望ましい｡
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第5章

住宅 ･宅地供給方策立案に向けて





5-1 住宅 ･宅地供給の状況

(1) 宅地供給のあり方 (前提)

日本経済全般がやや回復基調にあるにもかかわらず､住宅建設にはまだ本格的な回復の兆

しはみ られない｡むしろ､住宅不況の感が依然続いていると云えよう｡このような状況の背

景 ･原因については､次のような指摘がなされている｡

(D あり余 った住宅 (住宅ス トックの量的充足 )

(参 潜在需要の低下 (婚姻件数の減少 )

わが国の婚姻件数は､団塊の世代が適令期を迎えた昭和 46- 47年頃年平均 110万件

でピークを迎え､その後は年 80万件へと大巾に減少 している｡

(参 都市への人口移動の低下

大都市の人口社会増はス トy7'し､む しろ減少傾向にある｡大都市における世帯 と住宅

の状況は､

o単身居住の住宅は.就学 ･就職などにより増大傾向にあるが､近い将来横ばいとなる｡

〇三人以上の世帯は大都市から地価の安い郊外へと脱出oこの傾向は今後も続 くと思われ

るが､これは大都市近郊へのスプロール化と地価の高騰の波及を意味する｡

④ 住宅取得能力の伸び悩み (住宅取得能力と住宅価格 との禿離 )

o高度成長期には､住宅を持つ能力のある多くの人は持家希望を達成 した｡

oこれからは持ちたくても持てなか った人にどのように応 じてゆくか｡あるいは,住宅に

困窮 している若い世代に質のよい住宅をどのように提供するかが課題となる｡

(9 建設環境の悪化 (住宅価格高騰の要因 )

o地価の高騰

o建設コス トの高騰

C2) 宅地供給の琴境の変化
このような住宅供給の前提条件の変化に伴 って､今後の計画的住宅地供給のあり方につい

て､次のような仮説がたてられる｡

① 量より質の時代に入 って､これからは単に ｢住める家｣からよりよい環境 ･良い隣人と

暮 したいという願望へと移る｡住宅地や住宅にではなく､ ｢まち｣や ｢すまい｣のもたら

すベネフィ ットへの期待に全が支払われるO

(参 公団の供給の場合も,単に安 く･質のよい住宅という漠然とした目的を掲げることをや

めて､より具体的に供給対象を明確に し､多様化する二-ズのどの層に対応するかを明ら

かにするとともに､きめ細かな計也を実現する必要がある｡

(9 公団の場合､住宅 ･住宅地 としてよりも ｢まちづ くり｣という面で､民間のつくるまち

との差別化を図るべきであろう.
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④ 脱画一化の頗望が磯まる中で､人々は心理的 ･潜在的に自分な りのささやかな ｢刺激｣

を見近な暮 しの中で捜 し始めている｡これまでのように､ベ ッドタウンの発想 でまちをつ

くったのでは人々の潜在的心理に適合 し得ない｡ベッドタウンからマイライフタウンへ､

自己実現欲求が満たされる何かが発見でき､つくり出せるまちに住まうことが人々の住宅

地選びの基準 となる｡

(む 公団はまちづ くりに何か新 しい ｢カンフル｣を開発 し､人々の潜在的に抱 くベネフィッ

トを総合化 し､ ミックスして提供 しなければならない｡

(参考 :都市開発事業における初期入居及び戸建住宅建設に関する調査一 公樹会- )

以上のような仮説にたてば､今後､開発 ･供給の最盛期に向う港北 ニュータウンについて

も､種々の面から検討すべき事柄は多いように思われる｡

ニュータウンの建設は､単に住宅地に対する不満を解消するだけでなく､住生活における

新 しいニーズに応え､あるいは､新 しいニーズを引き出すことでもあろう｡今回の研究は､

ニュータウンに広範に散在する公団用地における住宅 ･宅地の供給方策の検討がテーマであ

ったが､これも基本的には単なる供給に止まらず､地域環境の整備 ･向上のための引き金 と

なるような有効な利用を目指 したい｡

5-2 問題点の整理と今後の課題

(1) 住宅需要予測と周辺住宅供給事例

a.対象圏域設定の問題

近年の住宅建設動向は､横浜市緑区 ,川崎市高津区 ,宮前区が中心となって推移 してい

る｡この傾向は､既にビル トア ップが終息しつつある川崎市中原区 ･横浜市港北区 を含め

てみた場合,今後はさらに加速 される状況と云える｡従 って､今回の予測の対象とした4

鉄道路線 (東急田園都市線 ･東横線 ･国鉄南武線 ･横浜線 )の うち､緑区および高津区 ･

宮前区にかかる東急田園都市線沿線に しぼ って再調査することは有効 となろう｡

b.住宅 ･宅地供給事例の再調査

その際､今回の供給事例調査で明らかとな った東急田園都市開発等の大企業による開発

との連携 ･調整 ･競合等に留意する必要がある｡すなわち､宅分 ･戸産屋売 ･マンション

のいずれにおいても東急による区画整理事業地区内の供給物件が大きなン-7を占めてお

り､これらの開発構想による影響が多大 と考えられるためである｡

これら民間開発と港北ニュータウン踊発との関連は､競合関係にあるというよりは相互

補完の関係にあるとみるべきであろう｡つまり､供給対象とする階層､供給する住宅 ･宅

地の内容等について異なるシニアがあり､全体 として調和のある地域形成がなされるべき

であると考える｡このような関係を前提 として､再度港北地区の住宅 ･宅地需要予測を行

うことが必要 となろう｡
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C. 住宅需要予測について

本来､住宅需要は､潜在的には購入者の指向として存在するのであるが､それが顕在化

する際には鮮入着の意向を反映 しているとはいうものの､供給主体の戦略に大きく左右さ

れることとなる｡つま り,過去の実続による単純 トレンドで将来の住宅動向が予測される

のではなく､公的機関や民間開発主体の量的 ･質的なあるいは建設場所 (供給対象エリア)

･時期などの開発意志が介在するということである｡それによって顕在化する需要は､地

域的な偏差や質的な変化が生 じ､需要者は否応なくそのフレームの中で選択せざるを得な

いのである｡従 って､住宅需要予測を行 う際には､単に突放のみによって予測するのでは

なく､住宅需要顕在化を決定づける因子の様々な対応 を予測することが必要である｡

C2)住宅 ･宅地供給方策と供給モデル
a.対象となる公団取得地の問題

港北ニュータウン計画は､一つのコ7をもった ｢まち｣をつくるという点で､周辺民間

開発とは異なる意義 をもつ｡つまり.民間開発は等質的に拡がる住宅地であるのに対 し､

ニュータウンは ｢まち｣ としての核 をもち､多様な居住者による多様なライフステージを

満足させる環境をつくるということであるOその意味で､ニュータウンの各地点が特徴あ

る性格をもって全体の構成に寄与するよう-ー ド･ソフト両面での方策が立てられなけれ

ばならない｡

現在､港北ニュータウン内の宅分対象 となる公団取得地は､平均 6007㌦で985ヶ所

(1180筆 )にも分散されているが､公団取得地の供給を検討する場合､これらの小規模

に分散 した個々の宅地について,ニュータウン全体の総合的な視野からそれぞれの対応方

策,すなわち供給形態の検討が必要 となるのである｡

b.供給方策立案における公Eflの位置付け

個々の宅地に対応する供給形態は､そこで行われる供給方策の設定によって様 々に成立

することは既に述べたが､重要なのはそれぞれの供給方策に対する供給主体としての公団

の位置付けであろう｡特に､各種政策に左右されるソフ ト面の供給方策に対する位置付け

は明確に しておく必要がある｡具体的には､

① 戸建住宅の建て売 りあるいは売 り建ては可能か｡

② 不利用地の空地的利用 (特に暫定利用地において)も含めて借地方式は行えるか｡

③ 地区内の市街化 (ビル トアップ)を促進させる役割を公団取得地にもたせるために､

建築義務制度や特約分譲制度などの諸規定の緩和 とそれに伴 う環境低下 を防 ぐための誘

導方策の設定､等制度上の変更が可能か｡

(か 民間企業の活力を公団取得地に対 して導入するための制度的改変 ･資金的優遇措置の

制定は行えるか｡
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⑤ 民有地も含めた地区内住宅用地の市街化を促進 し､あるいは良好な住宅地形成 を推進

等々が考えられる｡

これらに対する公田の対応の仕方で個 々の公団取得地の役割 と供給形態が決定 してゆく

ものと思われる｡

C. 供給タイプに対する考え方

現実的には､個々の宅地毎に供給方策を変え､個々の供給形態を生み出 していくことは

不可能 と考えるが､あるまとまりあるエ リアを設定 し､その中で数タイプの供給方策と供

給形態を生み出 してゆくことが､個々の宅地をより有効に供給 してゆくためにも､地域別

に特色あるまちづくりを推進 してゆくためにも､あるいは公団取得地の販売戦略上も望ま

しい形 となろう｡

d.供給モデル検討への提言

今回の調査では､設定 した供給タイプと地形 ･形状を中心 とした公団取得地分煩の関係

から､それぞれの典型例 としての供給モデルを提案 しているが､①基本的に宅地分譲を優

先させた計画 としている,②個々の宅地 を独立 した用地 として計画 している､ことから提

案 した宅地の見直 しも含めてさらに詳細な検討が必要 となろうOつまり､

(∋ 港北地区全体の中での地域別特性 を明らかにすること｡

(参 それぞれの地域の特性に応 じた各公団取得地の位置付けを明確にすること､

(参 その上で､地域別に供給時期 ･供給量 ･供給スタイルを設定 し､対応する供給方策に

従 った形態 を検討すること､

が今後の課題 となる｡

(3)市街地プログラムの検討へ

集合住宅 ･宅地分譲の供給が開始された現在､住宅需要予測から設定される量的な住宅 ･

宅地供給スケシュールを長期 ･短期に分けて持つことは必要であるが､一方で,どのような

｢まち｣をどのように造 ってゆくのかという市街化 (まちづ くり)プログラムをもっことは

重要 となろう.これは,フィジカルには人口定着予測から求め られる市街化成長曲線に整合

させた各種公共公益施設の段階整備計画で､もう一つは､まちづ くりを進める上で重要とな

る地域特性の把握である｡地域特性 とは､ビル トアップが進行 していく過程で生 じる ｢市街

化特性の予測｣ と云えるが､市街化の促進､まちづ くりの地域的誘導､等を行 ううえでぜひ

とも検討 しておきたい事である｡住宅 ･宅地供給方策の検討も､この市街化プログラム設定

後に再度詳#lに検討することが最も有効 となろう｡
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